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１ 総合計画等の進行管理 

基本構想の５本の柱ごとに設定した数値目標と、各取り組みの方向における具体的施策ごと
に設定した重要業績評価指標（KPI）に基づいて、毎年度、実施計画の達成状況を検証してい
きます。この達成状況をベースに、施策横断的、定性的要素などを勘案して評価を実施し、計
画の推進を図っていきます。 
実施計画はまち・ひと・しごと創生総合戦略と一体化していることから、総合計画の進行管

理は、まち・ひと・しごと創生総合戦略の効果検証を同時に行っていく方法で実施します。 
そのために、総合計画審議会は、まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理に係る意見聴

取を行う懇話会と一体化させて、評価の合理性・整合性の向上を図ります。 

２ 数値目標等の評価基準 

（１）進捗状況評価について
総合計画の節ごとに設定している数値目標、具体的施策ごとに設定している重要業績評価指標
（KPI）及び総合戦略の基本目標ごとに設定している数値目標について、次のとおり３段階で「進
捗状況評価」（自己評価）を行う。

Ａ：順調である 
Ｂ：概ね順調であるとみなせる 
Ｃ：順調であるとみなせない 

（２）進捗状況評価の評価基準について
次の基準に沿って、進捗状況評価を行う。

①定量的な目標について
評価年度の想定目標に対し、次のとおり進捗状況に応じた評価を行う。

   Ａ：進捗状況 100％以上 
   Ｂ：進捗状況 70％～99％ 
   Ｃ：進捗状況 70％未満 

②定性的な目標について
評価年度の想定目標に対し、次のとおり進捗状況に応じた評価を行う。

Ａ：計画通りに進捗している 
   Ｂ：全てが計画通りには進捗していないが、翌年度には遅れが取り戻せる 
   Ｃ：計画通りに進捗しておらず、翌年度でも遅れが取り戻せない 
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■ 総合計画

□ 第１節

総合計画等進行管理総括表

取り組みの推進・改善に向けての意見・提案（今年度、来年度に向けた意見）

【取り組みの方向１－具体的施策①地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築】

・重層的支援体制整備事業による、複合的な日常生活課題に関する多機関での連携について、単なる情報共有でも

「連携」として数に入れた連携件数のみではなく、流動的な対応や継続的な対応、どのレベルまでを想定するのか

等、連携内容を精査した上で、件数の内訳を明確にすべきである。

・KPIについて、設定した目標を初年度から大きく超えたことに鑑み、再設定を含め改善する点はないか常に確認

する姿勢をもって評価されたい。

【取り組みの方向２－具体的施策③地域医療体制の推進】

・「今後の対応」にKPIで設定している医療施設整備が言及されていない。在宅医療等も含め、総合的に地域医療

体制の底上げを目指すのであれば、現状及び市民が求める具体的なニーズを早急に把握し、対応を進められたい。

【取り組みの方向２－具体的施策④地域自殺対策の推進】

・講演会や広報等による普及啓発にとどまらず、ゲートキーパーを何人養成し、具体的にどのように活動してもら

うのかを明確にするなど、市民に対し直接的な効力のある働きかけを行うべきである。

【取り組みの方向３－具体的施策①健康寿命を延ばしてみんなで元気な高齢者をめざす取り組み】

・「元気高齢者」には、現在ひきこもり状態で、今後、要支援・要介護に状態になる可能性のある市民も含まれて

いると考えられる。予防的に積極的な社会参加を促す取り組み等を検討されたい。

【取り組みの方向４－具体的施策③障がいのある人の就労支援】

・就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行したケースについて、人数だけでなく障がいの種別（身体障がい、

知的障がい、精神障がい）を明記した上で、それぞれの障がい特性等に応じた支援につながるような記載にされた

い。

今後の展開に向けて考慮・検討を要する事項（中長期的視点からの意見）

【取り組みの方向４－具体的施策①子どもの発達段階に応じた継続的な支援】

・療育教育総合センターの利用率をKPIとしているが、療育教育総合センターの利用を通じて不安を解消すること

が目的なのであれば、不安を感じて通った利用者の満足度や、利用者の不安が解消されたかどうかをKPIとした方

がより適切であると考える。
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その他意見

【取り組みの方向３－具体的施策①健康寿命を延ばしてみんなで元気な高齢者をめざす取り組み】

・「元気高齢者」の定義を「65歳以上で要支援・要介護認定を受けていない人」とすると、「元気高齢者」の中に

は、要支援・要介護状態になるおそれがある引きこもりが潜在しており、「元気高齢者」のイメージと実態に乖離

がある。実態に即した定義の仕方を検討されたい。

【取り組みの方向４－具体的施策①子どもの発達段階に応じた継続的な支援】

・療育教育総合センターの利用について、利用率を上昇させるKPIを達成するために、利用者のニーズにそぐわな

い運用がなされるようなことがないよう留意されたい。
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□ 第２節

取り組みの推進・改善に向けての意見・提案（今年度、来年度に向けた意見）

【取り組みの方向１－具体的施策①学習機会の提供による社会教育の推進】

・市民向けの講座について、ひきこもりなどの社会課題に焦点を当てることも重要であるが、市民のニーズを的確

に把握しそのニーズを踏まえた上で、行政だからこそできるテーマや他で実施されていないテーマを検討された

い。

【取り組みの方向１－具体的施策②生涯を通じた学習活動の支援】

・生涯学習団体には、代表者の連絡先等の個人情報を開示した上で活動を行う団体と、そうでない団体があるが、

どちらの団体の活動も支えていく必要がある。そのような状況で、市民が参加する機会を広く確保するためには、

より多くの団体の情報が市民に届くように、情報開示の範囲を団体の任意とするなどの工夫を検討されたい。

【取り組みの方向２－具体的施策①文化芸術活動の推進（継承と創出）】

・アートフェスティバルについて、３年に１回のトリエンナーレをただ繰り返すのではなく、その間の市民の自主

企画にいかにつなげていくのかが重要である。

・アートフェスティバルの来場者や企画者にアンケートを取るなどし、ニーズの把握やよりよい手法の検討に努

め、アートフェスティバルのステータス及びアイデンティティを向上させるとともに、メディアやSNS等を活用し

ながら、市内外でより一層盛り上がるよう情報発信に努められたい。

【取り組みの方向３－具体的施策①スポーツの推進】

・KPIの「成人のスポーツ実施率」の減少について、評価年度において全国平均と比較して上回ったからよいとす

るのではなく、全国平均の前年度からの増減の傾向も踏まえて分析を行うべきである。

【取り組みの方向４－具体的施策①教員の指導力及び教育課題への対応力向上】

・学校生活アンケートの回答には、不登校児童・生徒が含まれていない。そのような児童・生徒への対応を検討す

べきである。

・学校生活アンケートの結果と実態に乖離があり、学力に不安を抱える児童・生徒が潜在していると考えられる。

アンケート結果だけではなく児童・生徒の実態にも目を向けた指導に努められたい。

・学校生活アンケートは、アンケートとして客観的な評価がなされるよう、教員が回答者を特定できない形で実施

するなど、実施手法を工夫されたい。

・学校生活アンケートの結果を受けて教員間で改善点を話し合うなどし、よりよい指導につながるよう努められた

い。

【取り組みの方向４－具体的施策②子どもの発達段階に応じた継続的な支援】

・療育教育総合センターの利用者増加の傾向のみを注視するのではなく、なぜ利用者が増えたのか要因を分析し、

適切な事業実施に努められたい。

・こども発達支援センターくろーばー（市の放課後等デイサービス）について、送迎時間の変更に柔軟に対応する

など、利用者のニーズに沿った運営がなされるよう留意されたい。

【取り組みの方向４－具体的施策③ICTを活用した授業と情報教育の推進】

・ICTの活用について、教員のICT活用指導力向上及び教育の質の充実に注力し、端末が上手く活用できるよう努

められたい。また、ICTを活用した授業が難しい教員については、外部リソースの活用や教員同士の協力により、

児童・生徒の学びの質に差が出ることのないよう留意されたい。

・「授業にICTを活用して指導する能力」及び「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」につい

て、80％の教員が「できる」「ややできる」状態であることを2029年度の最終目標としているが、数年後にはICT

を活用した授業が大前提となることが推測される中、100％の教員が「できる」「ややできる」状態を目指すべき

であり、一層の危機感をもって取り組まれたい。

・次世代を担う児童・生徒にとり大切な学びの環境として、ICTの積極的な活用の重要性を認識し、情報教育に注

力されたい。
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【取り組みの方向１－具体的施策①学習機会の提供による社会教育の推進】

・市民向けの講座について、ひきこもりなどの社会課題に焦点を当てることも重要であるが、市民のニーズを的確

に把握しそのニーズを踏まえた上で、行政だからこそできるテーマや他で実施されていないテーマを検討された

い。

【取り組みの方向１－具体的施策②生涯を通じた学習活動の支援】

・生涯学習団体には、代表者の連絡先等の個人情報を開示した上で活動を行う団体と、そうでない団体があるが、

どちらの団体の活動も支えていく必要がある。そのような状況で、市民が参加する機会を広く確保するためには、

より多くの団体の情報が市民に届くように、情報開示の範囲を団体の任意とするなどの工夫を検討されたい。

【取り組みの方向２－具体的施策①文化芸術活動の推進（継承と創出）】

・アートフェスティバルについて、３年に１回のトリエンナーレをただ繰り返すのではなく、その間の市民の自主

企画にいかにつなげていくのかが重要である。

・アートフェスティバルの来場者や企画者にアンケートを取るなどし、ニーズの把握やよりよい手法の検討に努

め、アートフェスティバルのステータス及びアイデンティティを向上させるとともに、メディアやSNS等を活用し

ながら、市内外でより一層盛り上がるよう情報発信に努められたい。

【取り組みの方向３－具体的施策①スポーツの推進】

・KPIの「成人のスポーツ実施率」の減少について、評価年度において全国平均と比較して上回ったからよいとす

るのではなく、全国平均の前年度からの増減の傾向も踏まえて分析を行うべきである。

【取り組みの方向４－具体的施策①教員の指導力及び教育課題への対応力向上】

・学校生活アンケートの回答には、不登校児童・生徒が含まれていない。そのような児童・生徒への対応を検討す

べきである。

・学校生活アンケートの結果と実態に乖離があり、学力に不安を抱える児童・生徒が潜在していると考えられる。

アンケート結果だけではなく児童・生徒の実態にも目を向けた指導に努められたい。

・学校生活アンケートは、アンケートとして客観的な評価がなされるよう、教員が回答者を特定できない形で実施

するなど、実施手法を工夫されたい。

・学校生活アンケートの結果を受けて教員間で改善点を話し合うなどし、よりよい指導につながるよう努められた

い。

【取り組みの方向４－具体的施策②子どもの発達段階に応じた継続的な支援】

・療育教育総合センターの利用者増加の傾向のみを注視するのではなく、なぜ利用者が増えたのか要因を分析し、

適切な事業実施に努められたい。

・こども発達支援センターくろーばー（市の放課後等デイサービス）について、送迎時間の変更に柔軟に対応する

など、利用者のニーズに沿った運営がなされるよう留意されたい。

【取り組みの方向４－具体的施策③ICTを活用した授業と情報教育の推進】

・ICTの活用について、教員のICT活用指導力向上及び教育の質の充実に注力し、端末が上手く活用できるよう努

められたい。また、ICTを活用した授業が難しい教員については、外部リソースの活用や教員同士の協力により、

児童・生徒の学びの質に差が出ることのないよう留意されたい。

・「授業にICTを活用して指導する能力」及び「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」につい

て、80％の教員が「できる」「ややできる」状態であることを2029年度の最終目標としているが、数年後にはICT

を活用した授業が大前提となることが推測される中、100％の教員が「できる」「ややできる」状態を目指すべき

であり、一層の危機感をもって取り組まれたい。

・次世代を担う児童・生徒にとり大切な学びの環境として、ICTの積極的な活用の重要性を認識し、情報教育に注

力されたい。

今後の展開に向けて考慮・検討を要する事項（中長期的視点からの意見）

【取り組みの方向１－具体的施策②生涯を通じた学習活動の支援】

・コロナ禍を経て生涯学習団体の様態が変わりつつある中、SNSやメタバースの活用などの時勢を捉え、柔軟な対

応を検討されたい。

【取り組みの方向１－具体的施策②生涯を通じた学習活動の支援】、【取り組みの方向２－具体的施策①文化芸術

活動の推進（継承と創出）】

・世代間交流を促す共育の講座やイベントの参加者数、逗子アートフェスティバルの参加企画数がKPIの想定目標

を上回っており、市の想定以上に市民のニーズがあることは明らかと考えられることから、それを踏まえた上で事

業の実施に努められたい。

【取り組みの方向４－具体的施策④地域教育力の効果的な活用と幼・保・小・中の相互理解の促進】

・子どもと接する仕事に就く際に性犯罪歴がないかを確認する制度である「日本版DBS」を盛り込んだ※「こども

性暴力防止法」が制定され、教職員などは性犯罪歴の確認などが義務化されることとなった。コミュニティ・ス

クールに参画する地域の方や、放課後児童クラブの指導員などは日本版DBSの対象ではなく性犯罪歴の確認が任意

となっているが、研修だけでは子どもたちへの性暴力を防ぎきれないことから、地域の方や放課後児童クラブの指

導員についても日本版DBSの活用を検討されたい。

※学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

その他意見
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□ 第３節

取り組みの推進・改善に向けての意見・提案（今年度、来年度に向けた意見）

【取り組みの方向１－具体的施策③公園の活用及び維持管理】

・アンケート調査で「気軽に行ける公園や広場が整備されている」と回答する人の割合が減少していることについ

て、原因分析及び市民意見の聴取等によりニーズを把握し、市の施策と市民ニーズに乖離があればそれを解消する

よう努められたい。

今後の展開に向けて考慮・検討を要する事項（中長期的視点からの意見）

【取り組みの方向２－具体的施策④紙ごみの減量化・資源化の推進】

・KPIが「組成分析により燃やすごみに含まれる紙ごみの割合」となっているが、資源化された紙ごみの量など、

未来に向けた生産的な作業から導き出せる指標の方が望ましいと考える。

その他意見
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□ 第４節

その他意見

【取り組みの方向２－具体的施策⑦防災・消防・防災分野の連携の推進】

・KPIの刑法犯発生率について、新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に移行したことによる人流の活発

化が言及されているが、エビデンスとしてコロナ前の数値とも比較し、警察とどのように協力するかなど対策につ

なげるためにも、データを分析されたい。

取り組みの推進・改善に向けての意見・提案（今年度、来年度に向けた意見）

【取り組みの方向２－具体的施策①自主防災組織育成の推進】

・防災ハンドブックの更新内容の検討及び更新に２年ずつ、配布に３年かけるのは遅すぎると感じる。スケジュー

ルの前倒しを検討されたい。

【取り組みの方向２－具体的施策⑤建物等の耐震化の推進】

・危険ブロック塀対策について、所有者のインセンティブが弱いことが、改善が進まない要因のひとつだと考え

る。令和６年能登半島地震により市民の防災意識が高まっている今、積極的に取り組まれたい。

今後の展開に向けて考慮・検討を要する事項（中長期的視点からの意見）

【取り組みの方向１－具体的施策②空き家対策と利活用】

・地域の活性化において空き家は大きな問題であることから、しっかり取り組んでもらいたい。

・倒壊の危険や衛生状態が著しく有害な空き家を適切に管理するためにも、空家等対策計画を策定すべきである。

【取り組みの方向５－具体的施策①逗子海岸保全活用事業の推進】

・海水浴客について、2023年度が約22万人であるところ、インバウンドなど質的な変化もある中で、40万人を目

指すべきなのか、状況の推移を注視されたい。

【取り組みの方向５－具体的施策⑤多様な働き手、柔軟な働き方の支援－取り組み②女性の就労支援】

・子育て中の女性に向けて、市内で働く場の創出はよい取り組みであるが、一方で、都内など市外で働く人への施

策など、多様な働き方に資する支援を検討されたい。
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□ 第５節

取り組みの推進・改善に向けての意見・提案（今年度、来年度に向けた意見）

【取り組みの方向１－具体的施策①住民による自治活動の推進】

・逗子小学校区の住民自治協議会発足に向けて、市から地域住民への働きかけがすでに10年以上も行われているに

もかかわらず、いまだに発足していないことについて、しっかりと原因分析を行う必要がある。また、すべての小

学校区で住民自治協議会が発足されれば市民自治が推進されるものではなく、住民自治協議会の意義や活動内容な

どを広報周知することを含めて、発足に資する支援をされたい。

・住民自治協議会は１つの小学校区に１つ設置することで始まったが、逗子小学校区の住民自治協議会が発足しな

いことの要因の一つが、逗子小学校区が複数の字にまたがっていることであるならば、一部の地域でも発足できる

ようにするなど柔軟な対応を検討されたい。

・住民自治協議会での活動は地域に住んでいる人を広く対象としており、特に防災は小学校区や市域を超えて避難

することが想定されるため、すべての小学校区において防災に関する取り組みが推進されるよう努められたい。

【取り組みの方向１－具体的施策③行政活動に対する市民参加の推進】

・LINEでパブリックコメントを提出できるようにするなど、パブリックコメントを提出するハードルを下げ、よ

り多くの市民が提出しやすくなる仕組みづくりを検討されたい。

・重要施策については、パブリックコメントに加えてタウンミーティングを実施するなど、より多くの市民意見が

得られるよう留意されたい。

【取り組みの方向２－具体的施策②男女平等参画の推進】

・KPIについて、男女平等参画及び多様性を尊重する社会を推進する条例が周知されることのみでは、男女平等だ

と感じられるものではない。男女平等と感じられない理由について原因分析を行い、それに沿った施策を検討され

たい。

・男女平等など、関心を持たない人にこそ課題があるような事柄については、アウトリーチ(積極的に対象者の居

る場所に出向いて働きかけること)を推進されたい。

今後の展開に向けて考慮・検討を要する事項（中長期的視点からの意見）

【取り組みの方向３－具体的施策①国際交流・国際理解の推進】

・パーソナルなレベルで子どもたちが海外の人と関わる機会を増やすことが重要であると考える。そのために、子

どもたちが海外に関心を持つ選択肢を増やすような施策について検討されたい。

その他意見
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■ 施策間連携

■ 全般

■ まち・ひと・しごと創生総合戦略

・限られた予算の中、国の交付金等を活用してデジタルの力を使い、地方創生を効果的に推進されたい。

・全体的に、概ね順調に進捗しているとみなせる。

・基本目標１「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」は非常に難しい問題で、逗子市単体では実現が

困難な部分もあるが、目標の数値に少しでも近づくよう効果的な取り組みを検討されたい。

施策の柱を越えた連携についての意見

【総合戦略】

・基本目標２「逗子市への新しいひとの流れをつくる」は、近隣市町との連携が重要であり、三浦半島４市１町や

横浜市を中心とした８市連携の中で、取り組みを推進されたい。

総括意見

・KPIについて、達成に向けて事業担当課の努力が促されるような指標となるよう、次期計画に向けて検討された

い。

・KPIの進捗状況評価について、現状の評価基準では前年度に比べて実績が下がっている場合でも、想定目標の進

捗が70％～99％であれば、「B：概ね順調であるとみなせる」となり、評価と実態に乖離があるのではないか。適

切な評価がなされるように次年度に向けて評価基準を検討されたい。

・KPIの「補足説明」及び「今後の対応について」について、記載が不足していることにより不明点や疑問点が散

見された。各所管で結果を分析し、反省点や問題点、工夫している点等について詳細に記載するよう徹底された

い。特に、KPIの実績が想定目標に対して明らかに遅滞しているものや、逆に想定目標を大幅に超えているものに

ついては、その理由や背景について「補足説明」で丁寧に説明されるよう留意されたい。また、事務局において

は、各所管の記載内容に不足等がないか確認し、より明瞭な進行管理表の作成に努められたい。

・KPIや取り組み内容の実績について、割合（％）で表記する事柄は、実数も併記することで当該実績等の規模が

把握できるようにするべきである。

基本目標に関する総括意見
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上段：指標数　下段：割合

A B C
第１節 1 0 0

100% 0% 0%
2 1 1

50% 25% 25%
0 2 0

0% 100% 0%
4 1 0

80% 20% 0%
0 2 2

0% 50% 50%

第２節 2 1 0
67% 33% 0%

1 0 0
100% 0% 0%

0 1 0
0% 100% 0%
4 0 0

100% 0% 0%
1 0 0

100% 0% 0%

3
高齢者が住み慣れた地域で、
安心して暮らせるまち

4
障がい者が安心して
自分らしく暮らし続けられるまち

総合計画における進捗状況評価一覧

総合計画での位置付け
重要業績評価指標

1
「その人らしく生きること」を
お互いに支え合う福祉のまち

2
医療・保健・福祉が連携した
安心・健康長寿のまち

5
誰もが心豊かに子育て・子育ちできる
まち

計（指標数　16）

1
子どもも大人も共につながり
成長していく生涯学習のまち

2 文化を新たに創造するまち

3 スポーツを楽しむまち

4 学校教育の充実したまち

5
ふるさとの遺産をまもり
つないでいくまち

計（指標数　10）

共
に
生
き
、

心
豊
か
に
暮
ら
せ
る

ふ
れ
あ
い
の
ま
ち

ー

数値目標

共
に
学
び
、
共
に
育
つ

共
育
（

き
ょ
う
い

く
）
」
の
ま
ち

数値目標

7 6 3

44% 38% 19%

8 2 0

80% 20% 0%ー
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上段：指標数　下段：割合

A B C
総合計画での位置付け

重要業績評価指標

第３節 3 1 1
60% 20% 20%

3 3 0
50% 50% 0%

1 0 0
100% 0% 0%

1 0 0
100% 0% 0%

第４節 2 0 0
100% 0% 0%

2 4 2
25% 50% 25%

0 1 0
0% 100% 0%
2 0 1

67% 0% 33%
3 3 0

50% 50% 0%

第５節 3 0 0
100% 0% 0%

1 1 0
50% 50% 0%

2 0 0
100% 0% 0%

38 21 7
58% 32% 11%

1 自然を大切にするまち

2 廃棄物による環境負荷の少ないまち

3 カーボンニュートラルを実現するまち

4 暮らしと景観に配慮したまち

総計（指標数　66）

計（指標数　20）

1 市民自治のまち

2 誰もが尊重され、自由で平等なまち

3

歩行者と自転車を優先するまち

4 都市機能の整った快適なまち

5

3

15%40%45%

8 4 1

62% 31% 8%

自
然
と
人
間
を

共
に
大
切
に
す
る

ま
ち

数値目標

ー

地域資源を生かした個性豊かな
にぎわいのあるまち

計（指標数　13）

安
全
で
安
心
な
、

快
適
な
暮
ら
し
を

支
え
る
ま
ち

数値目標

ー

6 1

9 8

世界とつながり、平和に貢献するまち

計（指標数　7）

1
良好な住環境の形成により、くつろぎ
が生まれるまち

2 災害に強く、犯罪のない安全なまち

3

86% 14% 0%

新
し
い
地
域

の
姿
を
示
す

市
民
主
権
の

ま
ち

数値目標

ー

0
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第１節　共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまち

上段：指標数　下段：割合

1

4

3
高齢者が住み慣れた地域で、
安心して暮らせるまち

①健康寿命を延ばしてみんなで元気な高齢者を
めざす取り組み

②介護サービス等の保険給付

①子どもの発達段階に応じた継続的な支援

②障がいのある人の居住支援

③障がいのある人の就労支援

⑤地域生活支援拠点等の充実

障がい者が安心して自分らし
く暮らし続けられるまち

進捗状況評価

数値目標
共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのま
ちをめざす市の取り組みに満足している人
の割合が10ポイント増加している。

ー

重要業績
評価指標

A B C 計
7

取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI）

6 3 16
44% 38% 19%

医療・保健・福祉が連携した
安心・健康長寿のまち

①健康づくり・食育の推進

②感染症予防対策の推進

③地域医療体制の推進

④地域自殺対策の推進

「その人らしく生きること」
をお互いに支え合う福祉のま
ち

①地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体
制の構築

地域包括支援センターが担当した相談支援のうち、
多機関との協働を実施した件数が、３包括支援セン
ター合計で年120件になっている。

国民健康保険被保険者の１人当たり医療費の伸び率
を、県平均以下に抑制している。

予防接種対象者への個別通知の送付率100％を維持
している。

「一番不便または不満に感じる事柄」について、
「医療施設が整っていない」と回答する人の割合が
20％以下になっている。

自殺者数が０人になっている。

元気高齢者の割合が83％になっている。

特別養護老人ホームの待機者数が100人以下になっ
ている。

療育教育総合センターを18歳までに一度でも利用し
たことのある市内の子どもの割合が18.9％になって
いる。

市内におけるグループホームの施設数が12か所に
なっている。

2

④バリアフリーの推進

A

A

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通
じて一般就労に移行する人数が18人/年になってい
る。

「障がいや障がいのある人に対し、社会全体の理解
が進んできた」と回答する人の割合が66％以上に
なっている。

緊急時の受け入れ・対応の対象となるハイリスク者
の登録者数が30人になっている。

総合計画における節ごとの進捗状況評価一覧

A

B

A

A

B

A

A

C

B

B
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進捗状況評価取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI）

誰もが心豊かに
子育て・子育ちできるまち

①妊娠前からの子育ての相談・支援の充実

②子育てを支える取り組みの推進

③幅広い保育ニーズに対応できる体制づくり

保健師及び助産師が、乳児がいるすべての家庭を訪
問し、相談に応じている。

ファミリー・サポート・センターに登録している支
援会員（両方会員を含む）の登録人数が550人に
なっている。

保育所等入所待機児童が０人になっている。

5

④子どもたちの居場所づくりの推進 C

B

B

C

体験学習施設「スマイル」の主催講座の延べ参加者
数が2,000人/年になっている。
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第２節　共に学び、共に育つ「共育（きょういく）」のまち

上段：指標数　下段：割合

2

3

5

数値目標

共に学び、共に育つ「共育（きょうい
く）」のまちをめざす市の取り組みに満足
している人の割合が10ポイント増加してい
る。

ー

ふるさとの遺産をまもり
つないでいくまち

①文化財保護の推進

③地域で子どもと大人が共に育つ学習環境の整
備

文化を新たに創造するまち ①文化芸術活動の推進（継承と創出）

スポーツを楽しむまち ①スポーツの推進

①教員の指導力及び教育課題への対応力向上

20% 0%

取り組みの方向 具体的施策

重要業績
評価指標

A B C 計
8 2 0 10

80%

進捗状況評価

子どもも大人も共につながり
成長していく生涯学習のまち

1

学校教育の充実したまち4

講座事業において、各分野（現代的課題、地域課題、家
庭教育）３講座以上実施され、受講生の満足度が５段階
評価のうち４以上が90％を超えている。

市内で活動する生涯学習団体の総数が400を超えて
いる。

世代間交流を促す共育の講座やイベントへの参加者
数が5,000人を超えている。

逗子アートフェスティバルの参加企画数が30企画に
なっている。

成人の週１回以上のスポーツ実施率が70％以上に
なっている。

重要業績評価指標（KPI）

②子どもの発達段階に応じた継続的な支援

③ICTを活用した授業と情報教育の推進

④地域教育力の効果的な活用と幼・保・小・中
の相互理解の促進

①学習機会の提供による社会教育の推進

②生涯を通じた学習活動の支援

A

B

A

A

B

児童・生徒を対象に実施している「学校生活アンケー
ト」に「授業がよくわかる」「学校が楽しい」の項目を
設け、「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」
の回答が80％以上になっている。

療育教育総合センターを18歳までに一度でも利用し
たことのある市内の子どもの割合が18.9％になって
いる。

「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の「教員の
ICT活用指導力等の実態の項目」のうち「授業にICTを活用して指導
する能力」「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能
力」の「できる」「ややできる」の回答が80％以上になっている。

地域講師を活用した授業を各小・中学校で年３回実
施する。

市指定文化財の数が24件に増加している。

A

A

A

A

A

15



第３節　自然と人間を共に大切にするまち

上段：指標数　下段：割合

④河川環境の保全

⑤良好で持続可能な逗子海岸の推進

①ごみの発生量・排出量の削減

②生ごみの減量化・資源化の推進

③安心・安全で持続可能な廃棄物処理システム
の構築

④紙ごみの減量化・資源化の推進

ー

重要業績
評価指標

A B C 計
8 4 1 13

数値目標
自然と人間を共に大切にするまちをめざす
市の取り組みに満足している人の割合が10
ポイント増加している。

62% 31% 8%

取り組みの方向 具体的施策

資源化率が61.4％以上になっている。
最終処分率が0.3％以下を維持している。

重要業績評価指標（KPI） 進捗状況評価

自然を大切にするまち1

廃棄物による環境負荷の少な
いまち

2

自然の回廊を活用したイベントを複数回支援してい
る。

公園への花苗の植栽が、年2,500個以上となってい
る。

「現在の逗子のイメージ」について、「気軽に行け
る公園や広場が整備されている」と回答する人の割
合が、過去５年の平均で25％以上になっている。

アダプトプログラムにより市民が活動している河川
管理の箇所数　６箇所
親水施設整備　４箇所

⑤資源化品目の拡大

⑥ごみ処理の広域連携の推進

①自然の回廊の保全と活用

②みどりの保全と緑化の推進

③公園の活用及び維持管理

鎌倉市の可燃ごみの一部を受入れ広域処理を行っている。
葉山町の生ごみ資源化処理施設での生ごみ資源化共同処理を
行っている。

A

B

国際環境認証であるブルーフラッグを継続して取得
している。

市民１人当たりのごみ排出量が１日当たり797ｇ以
下になっている。

家庭用生ごみ処理容器等の助成件数が延べ9,010件
以上になっている。

環境クリーンセンター焼却施設長寿命化計画を策定
し、計画的な維持管理を行い、年間20,000tの焼却
処理を行っている。

燃やすごみに含まれる紙ごみが36.7％以下になって
いる。

A

B

B

A

C

A

B

A

A
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取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI） 進捗状況評価

3

4

カーボンニュートラルを実現
するまち

①2050年カーボンニュートラル実現の推進

暮らしと景観に配慮したまち ①景観まちづくりの推進 A

市内の電力を使用するすべての市所有（管理）施設
において、再生可能エネルギー100％の電気を導入
する。

景観啓発冊子「まちなみデザイン逗子」を活用した
啓発活動を年３回以上実施する。

A
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第４節　安全で安心な、快適な暮らしを支えるまち

上段：指標数　下段：割合

3

数値目標 ー

重要業績
評価指標

A B C 計
9 8 3 20

45% 40% 15%

安全で安心な、快適な暮らしを支えるまち
をめざす市の取り組みに満足している人の
割合が10ポイント増加している。

取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI） 進捗状況評価

1
良好な住環境の形成により、
くつろぎが生まれるまち

①計画的なまちづくりの推進
市を取り巻く環境の変化による条例運用上の課題等
に早急に対応するため、３年ごとに土地利用に係る
３条例等の見直しを行う。

A

②空き家対策と利活用
空き家バンク等の施策誘導を通して、解消された空
き家が中期実施計画期間中累計で35件になってい
る。

A

2
災害に強く、犯罪のない安全
なまち

①自主防災組織育成の推進
防災ハンドブックを更新し、各種訓練、イベント等
で配布し、世帯数の80％以上に配布している。

B

②災害対策に係る整備の充実
津波避難ビル（民間施設）の指定数が21施設以上に
なっている。

B

③避難行動要支援者への支援の確立 個別避難計画の作成率が35％以上になっている。 B

④消防力の充実
防災拠点としての機能強化を図るため、老朽化した
分団詰所３箇所の整備が進められている。

A

⑤建築物等の耐震化の推進
耐震改修工事の補助金により耐震化された住宅が中
期実施計画期間中累計35件になっている。

⑧犯罪のないまちづくりの推進 防犯メール登録者数が21,000人以上となっている。 B

C

歩行者と自転車を優先するまち ①歩行者と自転車を優先するまちの推進

居住地域の現在のイメージで、次に掲げる項目の数
値を達成する。
・「歩行者や車イスの人が安全に出歩けるまち」と
回答する人の割合が10％以上になっている。
・「自転車を利用しやすいまち」と回答する人の割
合が10％以上になっている。

B

⑥浸水対策の推進
2025年度末までに、田越川準用河川浸水想定区域図
及び内水浸水想定区域図を作成し、浸水被害が予想
されるエリアの周知を行う。

A

⑦防災・消防・防犯分野の連携の推進
各関係機関と連携を図り、刑法犯発生率が0.15％以
下となっている。

C
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取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI） 進捗状況評価

4 都市機能の整った快適なまち

①公共施設等の更新・統廃合・長寿命化の実施
JR東逗子駅前用地活用に係る構想、計画のもと、
2027年度末までに整備した施設が利用されている。

A

②バリアフリーのまちづくりの推進 金沢新道踏切について改良工事が完了している。 A

③都市環境の改善
防災工事費助成件数が中期実施計画期間中累計で
182件になっている。

C

5
地域資源を生かした個性豊か
なにぎわいのあるまち

①逗子海岸保全活用事業の推進 海水浴客数が40万人になっている。 B

②商工業振興の推進
逗子市商工会の会員数が、1,300人以上になってい
る。

B

③小坪漁港を中心とした小坪海浜地域活性化の
推進

小坪漁業協同組合が観光等の組み合わせによる漁業
体験等を事業として実施し、年間280人以上参加し
ている。

A

④創業への支援
創業支援事業計画に基づき、創業に至った者が中期
実施計画期間中累計で50件になっている。

A

⑥観光振興の推進 入込観光客数が105万人/年になっている。 B

⑤多様な働き手、柔軟な働き方の支援
女性の個人市民税所得割課税額が14％増加してい
る。

A
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第５節　新しい地域の姿を示す市民主権のまち

上段：指標数　下段：割合

2
誰もが尊重され、自由で平等
なまち

①人権啓発活動の推進

②男女平等参画の推進

3
世界とつながり、平和に貢献
するまち

①国際交流・国際理解の推進

②非核平和の推進

数値目標
新しい地域の姿を示す市民主権のまちをめ
ざす市の取り組みに満足している人の割合
が10ポイント増加している。

ー

重要業績
評価指標

A B C 計
6 1 0 7

86% 14% 0%

取り組みの方向 具体的施策 重要業績評価指標（KPI） 進捗状況評価

市民自治のまち1

住民自治協議会が組織され、その活動が防災防犯、
環境や福祉など複数の領域で実施されている。

市内で活動している市民団体が500団体になってい
る。

パブリックコメントにおいて、１案件当たりの意見
提出数の平均が20件を超えている。

①住民による自治活動の推進

②市民活動の推進

③行政活動に対する市民参加の推進

A

A

A

A

B

フェアトレードの認知度が50％を超えている。

平和イベントへの参加者数が3,000人を超えてい
る。

A

A

「逗子市は、人権が尊重されているまちだ。」と感
じる市民の割合が70％を超えている。

「男女の地位が平等」と感じる人の割合が50％を超
えている。
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柱 第１節　共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまち

めざすべきまちの姿

目標

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 60.8% （62.5％） （64.2％） （65.9％） （67.6％） （69.2％） （70.8％） 70.8%

取り組みの方向

具体的施策 総合戦略 ４－２－②－１

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
36件 135件 120件

共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまちをめざす市の取り組みに満足している人の割合が10ポイント増加
している。

１　「その人らしく生きること」をお互いに支え合う福祉のまち

　すべての人々が、住み慣れた地域で安心して住み続けるためには、地域での温かいふれあいの中で、多様な人材がつながり、互いに見守り
支え合う顔の見えるまちとなることが求められます。また、地域の様々な課題を解決するためには、公・共・私が役割を分担し、互いに連携
し、協力し合うことが大切であり、大きな力となります。
　地域におけるあらゆる主体のサービスや諸活動のネットワーク化、総合化を進め、公・共・私のパートナーシップの構築により、「その人
らしく生きること」をお互いに支え合う福祉のまちの実現をめざします。

① 地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築
（地域包括ケアシステム推進事業の推進）

進捗状況評価

　人と人との支え合いが、人と暮らしを元気に豊かにし、安心・安全なふれあい社会をつくりだします。ふれあいの基本は、人への優しい心
と思いやりです。
　わたしたちは、共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまちの実現をめざします。
　逗子に生まれ、育ち、暮らしていく人生のステージにおいて、すべての人が優しさと思いやりの心を育み、次の世代へとつないでいきま
す。

進捗状況評価

―

地域包括支援センターが担当した相談支援のうち、多機関との協働を実施した件数が、３包括支援センター合
計で年120件になっている。

・重層的支援体制整備事業を開始して3年目となり体制整備が進み、庁内外の関係多機関と勉強会等の取り組みを進めたことか
ら多機関連携・協働の機会は非常に増えた。一方で地域における日常生活課題の多くが複合的課題であることも判明した。もっ
とも、件数として報告した多機関協働の取り組みの中でも単に情報共有等の簡易な連携も多数含まれており、関係多機関と共に
支援を提供する等積極的な連携・協働をした回数は23回のみであることから連携内容について十分に精査する必要がある。

今後の対応

・地域生活課題の一つ一つについて丁寧な支援を行うとともに、支援の過程、結果について検証を行い改善に繋げる。
・包括的相談支援を効率的、効果的に進めるためには、適切な要支援者情報の共有、管理が必要であることから、まずは庁内の
関係各課と地域包括支援センターを結んだ包括的相談支援における相談支援の共有システムを構築する。

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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取り組み① 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 276,582円 担当課 社会福祉課

取り組み② 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,068,879円 担当課 防災安全課
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 276,582円 担当課 社会福祉課

取り組み③ 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,761,685円 担当課 社会福祉課

取り組み④ 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 63,766,540円 担当課 社会福祉課

取り組み⑤ 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 15,405,600円 担当課 社会福祉課

取り組み⑥ 総合戦略 ４－２－②－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 74,888円 担当課 社会福祉課

主 な 取 り 組 み

地域における支え合いの仕組みづくり
・すべての人に対し、福祉教育及び活動・実践の機会を充実させるため、ICT等の活用による福祉情報発信の
充実・拡大を図る。
・地域間の交流・連携を通じたボランティア活動の実践を支援し、活動の活性化を図る。
・ボランティア講座・研修の充実により、地域における支え合いの仕組みづくりを推進する。

・地域資源の担い手育成を目的とした地域支え合い学習会の実施　3回　延56人参加

地域福祉推進事業

社会的困窮者の自立の支援
・社会的困窮に陥った者に対し、その原因となる複合的な課題解決に取り組み、社会的自立に向けた支援を行
う。
・生活困窮者自立相談支援事業として新規に49件（前年度からの継続37件）の相談支援を行うともに、家計
改善事業として12件の支援を行った。
生活困窮者自立支援事業

多機関協働による身近な地域での相談支援
・身近な地域で包括的に相談を受け止めるため、民生委員・児童委員や地域活動団体等と福祉の専門機関・団
体が連携して地域課題の解決に取り組む。

避難行動要支援者の支援体制の整備
・平常時から築かれた近隣の関係性を、避難行動要支援者への避難支援体制づくりに導く。
・自主防災組織と地域活動、ボランティアセンターが連携し、災害時の個別支援プランの作成支援を通じて、
地域の自主性を強化し相互扶助の取り組みを活性化させる。
・自治会及び自主防災組織91団体中、61団体に対して、避難行動要支援者名簿及びマップを配付して普及を
図った。
災害対策事業

・ボランティア団体、サロン団体等の活動助成を目的としたICT利用の支援

地域福祉推進事業

地域福祉計画等推進事業に係る事業の推進
・総合的な福祉の推進を図るため、逗子市地域福祉計画及び逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計
画に係る事業を実施する。
地域福祉計画懇話会を１回開催し、前年度における進捗管理の報告を受け、本市における福祉全般の課題を洗
い出し、部局内で連携し共通理解を持って福祉課題の実態を掴んでいくことを再認識した。
地域福祉計画等推進事業

・市内を三圏域に分けて各圏域に地域包括支援センターを開設し、地域における身近な包括的相談支援機関と
して、関係機関と連携、協働しながら地域生活課題の解決に取り組んだ。
地域共生社会推進事業（地域包括支援センター運営事業）

多様な主体による活動の支援と推進
・8050問題などの複合的なニーズが増加する中、すべての人が住み慣れた地域で安心して住み続けられるよ
うに、地域において福祉に関わる問題を共有し、知恵や力を出し、支え合いながら生活するため、互いに顔が
見え、交流でき、歩いて行ける範囲において「ふれあい活動」を推進することを目的とした活動の場を整備す
る。
・ICTの活用により福祉情報を発信することで福祉活動の支援と推進を図る。
・地域における交流、参加、学びの機会を生み出すため地域資源の開発等の業務を、市内全域を所管する第一
層生活支援コーディネーターの業務を逗子市社会福祉協議会へ、市内三圏域を夫々所管する第二層コーディ
ネーターの業務を各地域包括支援センターに委託した。
地域共生社会推進事業（生活支援体制整備事業）
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2017～2021平均 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

2.5% 2.5%
（県平均2.4％）

県平均以下

取り組み① 総合戦略 ４－３－①－１

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,423,259円 担当課 国保健康課

２　医療・保健・福祉が連携した安心・健康長寿のまち

　歳を重ねても健康でいたいという思いはみんなの願いです。人生のうちで健康でいる期間が長ければ長いほど質の高い生活が送れます。
　そのためには、市民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」という自覚を持ち、自身の健康状態を的確に把握するとともに、家族みんな
や仲間と楽しみながら健康づくりを続けることが重要です。
市民誰もが生涯を通じて活動的に生活できるように、市民が主体の健康づくり活動や地域で進める健康づくりを推進していきます。
　また、健やかで安心して暮らしていくために、医療・保健・福祉の各分野の関係機関・団体との連携を強化し、誰もが身近なところで適切
な医療を受けられるような地域医療体制が充実したまちをめざします。

国民健康保険被保険者の１人当たり医療費の伸び率を、県平均以下に抑制している。

主 な 取 り 組 み

健康増進・食育推進計画推進事業の展開（健康づくり推進事業の推進）

①　健康づくり・食育の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・健康づくり・食育の推進のため未病センターなど、様々な媒体を活用した情報発信及び健康・栄養相談や健
康づくり出前講座などの普及啓発事業を実施する。
・健康増進・食育推進計画懇話会を開催し、計画の進行管理及び推進を図る。
・「逗子市健康増進・食育推進計画」に基づいて、関係機関等と連携し、健康づくりや食育、疾病予防の啓発
事業を行う。
・2023年3月に「逗子市健康増進・食育推進計画」を策定。
・逗子市健康増進・食育推進計画懇話会を2回開催して進行管理した他、庁内8課の担当者を集めた逗子市健康
増進・食育推進計画担当者会議を設置・開催。全庁的に連携して計画を推進する体制を整えた。
・未病センター（市役所）では、9時～12時、13時～16時まで看護師や管理栄養士が常駐する体制にした
　（2023年度 243日開設、2529人利用）。
・広報誌やHPの他、LINEなどを活用して健康や食育、疾病予防に係る情報や講座などの情報を発信した。
健康増進・食育推進計画推進事業

令和４年度に健康増進・食育推進計画を策定。医療費適正化においては生活習慣病の予防が不可欠であり、健康増進・食育推進
を進めるための懇話会を開催。市民を含めた関係機関からの助言を得ると共に、より全庁的に計画を推進するために、令和５年
度から庁内関係課を集めた担当者会議を開催し、協力関係を構築している。
また、令和５年度に第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実施計画を策定。特定健康診査の受診率を上げ、健康に関
する正しい情報を発信することで医療費の増加を抑えるべく、目標を立てて進行管理している。

今後の対応

健康増進・食育推進計画を推進しつつ、健康に関する正しい情報を発信。健診や検診の受診率を上げることで疾病を早期発見
し、重症化を予防することで医療費の適正化を図る。
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取り組み② 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 49,462,794円 担当課 国保健康課

取り組み③ 総合戦略 １－１－①－３

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 91,528,586円 担当課 国保健康課

取り組み④ 総合戦略 ４－３－①－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,423,259円 担当課 国保健康課

特定健診・特定保健指導の推進

・40歳から74歳までの国民健康保険加入者を対象とした特定健康診査を実施する。
・健診結果から、必要な者に対し保健指導を行う。
・データヘルス計画・特定健康診査等実施計画に基づき、健康診査及び保健指導を実施する。
・若い世代に対して健診・検診の受診啓発を行う。

・特定健診の自己負担額を無料にして実施（2022年度迄は1500円）。受診率：35.7％（2022年度：32.3％）
・特定保健指導は集団健診会場で初回分割を行っている他、健診結果から対象者へ通知・電話。
　未病センターで保健師・管理栄養士が特定保健指導実施。実施率（終了率）：30.1％
・2024年3月に「逗子市国民健康保険第3期データヘルス計画・第4期特定健康診査等実施計画」を策定。
・若い世代に対しては「アプリで健康ポイント　ゲットキャンペーン！」を主催し、健診受診を条件として若
い世代向けのインセンティブを準備して受診を促した。

・健康寿命の更なる延伸と生活の質の向上をめざし、三浦半島４市１町が、特に保健・福祉分野において積極
的に連携を図り、県の未病を改善する取り組みに参画する。

・県の健康支援プログラムや子どもの未病対策応援プログラムを申請し、講座を開催。
　　①（サンスター株式会社）オーラルケア講座：6/13、19人参加
　　②（株式会社カーブスジャパン）からだ年齢測定プログラム：①7/21、23人参加。②3/1、23人参加
　　③（第一生命保険株式会社）子どもの走り方教室：12/9、45人参加
・県のアプリ『マイME-BYOカルテ』を活用した健康ポイント事業を開催（10/10～1/31）268人参加
・未病センター利用人数：30,658人(市役所：2,529人(10.4人/日)・アリーナ：28,129人(89.9人/日))
健康増進・食育推進計画推進事業

特定健診・特定保健指導事業

女性のがん検診の充実（子宮頸がん検診の充実）

・女性に対して、集団・個別での検診を実施する。
・無料クーポン券を発行し、受診を促進する。

・子宮頸がん検診を実施。集団：６回。施設：通年。受診者数：1,900人。要精検者数：42人
・がん征圧月間（９月）に、がん予防講演会（9/27「子宮頸がん予防について」）を開催。30人参加。
・「広報ずし９月号」で特集記事を掲載した他、HPも作成（「子宮頸がんについて知ろう」）。
・３歳児健診・就学児健診・成人式で検診受診を勧めるチラシを個別配布した。

成人等保健事業

「未病を改善する半島宣言」の推進
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
100% 100.0% 100%

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 91,528,586円 担当課 国保健康課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,328,928円 担当課 国保健康課

②　感染症予防対策の推進

進捗状況評価

予防接種対象者への個別通知の送付率100％を維持している。

主 な 取 り 組 み

感染症予防対策の推進

・感染症の流行等について、情報の収集及び市民への周知を行い、注意喚起する。
・具体的な予防行動の知識普及を行う。
・予防接種がある感染症については、接種が促進されるよう環境を整える。

・高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種対象者への接種勧奨。
・HPやチラシ等を活用した市民への周知。
成人等保健事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

新型コロナワクチン特例臨時接種は令和６年３月で個別通知を100％実施し終了した。
高齢者肺炎球菌予防接種においては個別通知を100％実施している。

今後の対応

高齢者肺炎球菌予防接種は、肺炎（日本人の死因の第５位）の死亡者の95％以上が65歳以上の高齢者であることから積極的に
接種について勧奨を行っていく。

感染症予防事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
38.2% 33.5% 20％以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 22,297,000円 担当課 国保健康課

取り組み② 総合戦略 ４－３－①－２
４－３－①－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 287,635円 担当課 国保健康課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 0円 担当課 消防総務課

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・逗子葉山地区医療保健福祉対策協議会において地域医療の充実に向けて検討を行うことに加え、2023年度から「逗子の地域
医療検討会」において病院も含めた逗子に必要な地域医療について検討を行っている。

今後の対応

・逗子葉山地区医療保健福祉対策協議会、逗子の地域医療検討会での検討を継続する。

「一番不便または不満に感じる事柄」について、「医療施設が整っていない」と回答する人の割合が20％以下
になっている。

主 な 取 り 組 み

③　地域医療体制の推進

進捗状況評価

A：順調である

・逗子葉山地区医療保健福祉対策協議会（１回）、小委員会（３回）
・逗子の地域医療検討会（３回）
地域医療充実事業

ICT等の活用による救急体制の充実

・病院連絡や受入れ確認の時間の短縮を図るため、ICTを活用する。

・IT系の企業と協定を締結し、ICTを活用した救急実証事業を行った。
・実証事業を行ったが、医療機関側のシステム利用体制が周知されていないことなどから、実証期間中の効果
を見出すことができず、実証途中で終了した。

救急活動事業

在宅医療介護連携の推進

・多職種による医療・介護連携支援体制の強化を図るため、逗葉地域在宅医療・介護連携相談室において在宅
医療・介護サービスを提供している関係者からの相談・支援や対象者の支援に必要な、医療・介護等の情報提
供、多職種連携会議や研修会などを開催する。

・相談事業計86名（延393件）
・逗葉地域在宅医療・介護連携相談室多職種連携会議（２回）
・逗葉地域在宅医療・介護連携相談室多職種連携研修会（２回・参加者計 153人）
・逗葉地域保健師看護師交流会（２回）
在宅医療・介護連携推進事業

地域医療の充実（総合的病院誘致の推進）

・医師会・歯科医師会・薬剤師会・葉山町等で構成する、逗子・葉山地区医療保健福祉対策協議会で地域医療
の充実に向けて連携強化等の検討を行う。
・総合的病院の誘致を含めた今後の逗子の地域医療体制の充実に向けた検討を行う。
・近隣病院の地域外部委員会等に参加するなど意思疎通を図り、市に必要な連携を要望する。
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具体的施策

KPI

2021.1～12 2023.1～12 2024.1～12 2025.1～12 2026.1～12 2027.1～12 2028.1～12 2029.1～12 目標
8人 11人 0人

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 213,356円 担当課 国保健康課

自殺者数が０人になっている。

主 な 取 り 組 み

地域自殺対策の推進

④　地域自殺対策の推進

進捗状況評価

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・逗子市自殺対策計画に基づき、生きることを支える人材の育成、市民への啓発・周知、地域・庁内組織間に
おける連携の強化、生きることの促進要因への支援を推進する。
・逗子市自殺対策計画は５年に１回の改定を行っていく。

・第2期逗子市自殺対策計画の策定
・逗子市自殺対策計画推進懇話会
・逗子市自殺対策担当者会議
・自殺対策講演会開催
・ゲートキーパ養成講座開催（職員向け、地域向け）
・普及啓発（未病センターでの展示、広報、ホームページ等）
自殺対策計画推進事業

自殺対策として講演会､広報、ホームページ、未病センター等での普及啓発の機会を増やしている。地域でのゲートキーパーの
育成を行っている。しかし自殺は健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場の在り方の変化など様々な要
因があると言われており、担当課だけでなく地域の様々な組織との連携が必要と思われる。その一環で庁内連携として自殺対策
計画推進担当者会議を始めた。

今後の対応

自殺対策計画推進担当者会議を推進し、地域の様々な組織と連携することで、全市をあげて自殺対策に臨む。
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
78.89% 77.90% 83%

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,034,203円 担当課 社会福祉課

取り組み② 総合戦略 ４－２－②－２
４－３－①－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,155,780円 担当課 社会福祉課

３　高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らせるまち

　高齢化の急速な進展や、地域社会・家族関係が大きく変容していく中にあって、高齢者が住み慣れた地域で、安心して住み続けることがで
き、人生を豊かに過ごすことができるような地域社会の構築を進めていかなければなりません。
　年齢を重ねてもできる限り要支援・要介護状態とならないための予防の取り組みや、介護サービスの基盤整備を進めていくとともに、多様
な生活ニーズや地域課題の把握に努め、介護、医療、行政、地域などが連携したネットワークを構築し、いつまでも心豊かに、自分らしく暮
らしていけるような環境づくりを進めていきます。

①　健康寿命を延ばしてみんなで元気な高齢者をめざす取り組み

・介護予防の取り組み「てくtec逗子」参加者を対象とした取り組みとして　計16回開催　延235人参加
・高齢者サロン等へのeスポーツ機器の貸し出し及び必要に応じて機器の使い方の指導等の実施
一般介護予防事業

要介護状態になるおそれのある者への支援（介護予防・日常生活支援総合事業の推進）

・要介護状態になるおそれのある者に対し、短期集中的に介護予防活動を実施し、改善をめざす通所型サービ
スや、住民主体の団体による家事等の支援を行う介護予防事業（住民主体による訪問型サービス）を行う。

・通所型サービスC　運動器口腔栄養の複合型　計72回開催　延174人参加
・訪問型サービスB　住民ボランティアによる軽微な生活支援　計2団体　延149人利用
自立支援型介護予防・生活支援サービス事業

今後の対応

・これまでの実施してきた介護予防の取り組みを評価分析し、より効果的、効率的な取り組みとなるよう事業の再構築を行う。

元気高齢者の割合が83％になっている。

主 な 取 り 組 み

高齢者の運動の機会の促進と啓発

・高齢者が運動やスポーツに対し関心を高め、習慣化を図るために、歩行やゲーム機を使用したｅスポーツの
普及に取り組む。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・介護予防教室等の開催において一定数の参加者はいるものの、新規参加者が少ないことから新たな参加者が増えるような取組
が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
属性や地域における特性等の取り組みを考慮した介護予防のカリキュラムを実施することが効果的と思われることから、神奈川
県の支援により介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を用いた分析を行った。
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取り組み③ 総合戦略 ４－３－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 636,000円 担当課 高齢介護課

取り組み④ 総合戦略 ４－３－①－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,478,059円 担当課 社会福祉課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,034,203円 担当課 社会福祉課

取り組み⑤ 総合戦略 ４－３－①－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 250,000円 担当課 高齢介護課

・住民主体の通いの場（高齢者サロン）等に対する助成と当該活動の場へ介護予防のための専門職の派遣
・脳活筋活教室等の介護予防教室の実施
地域介護予防活動支援事業
一般介護予防事業

高齢者同士の交流（介護予防に係る事業の推進）

・老人クラブの活動を通して高齢者の交流を図る。

高齢者の生きがいと健康づくりの推進

・教養講座を開き、知的好奇心を高める。

高齢者自身の人生を豊かにするために高齢者が互いにふれあい、学びあう講座等（（特非）ズシップ連合会に
委託）を開催した。
高齢者の生きがいと健康づくり推進事業

要介護状態となることを予防する活動の実施（介護予防に係る事業の推進）

・高齢者の生活機能維持や向上をめざし、介護予防教室の開催やサロン活動を推進する。

高齢者の寝たきりゼロ運動推進を目指して、介護サービスを受けない高齢者づくりを推し進めることを目的と
して、シニア健康教室（特非）ズシップ連合会に委託）を開催した。
老人クラブ育成事業
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具体的施策

KPI

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
162人 121人 100人以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,917,976,805円 担当課 高齢介護課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 154,504,534円 担当課 高齢介護課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,362,740円 担当課 高齢介護課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,917,976,805円 担当課 高齢介護課

特別養護老人ホームの待機者数が100人以下になっている。

主 な 取 り 組 み

②　介護サービス等の保険給付

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

利用料の給付

・利用者の尊厳の保持と能力に応じて日常生活を住み慣れた地域で支援する。

事業所向け研修の実施、事業所への実地指導及び利用者への訪問調査等により適正な給付管理を行った。

介護サービス等給付事業

地域密着型サービスの提供

・小規模多機能型居宅介護、定期巡回随時対応型訪問介護看護を実施する事業所の公募を実施する。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

高齢者保健福祉計画において、特別養護老人ホーム100床の増加をめざすもの。
特別養護老人ホーム以外の介護施設（有料老人ホーム等）の選択肢も増えてきている。

今後の対応

高齢者保健福祉計画において、特別養護老人ホーム100床の増加をめざす。

特別養護老人ホームの拡充

・ショートステイの転換など既存施設の活用も検討し、特別養護老人ホーム100床の増加をめざす。

高齢者保健福祉計画において、特別養護老人ホーム100床の増加をめざす。

介護サービス等給付事業

実施希望の事業所がなかったため未実施。

一般管理事務費

介護人材の確保、業務効率化の取り組みの強化

・安定的な介護サービスの供給のため、「介護人材の確保」を筆頭に、「介護職員の離職防止」、「介護需要
の削減」の３つの視点に基づき、総合的に実施していく。
介護人材確保事業補助金を2事業所及び4施設に交付した。
また、 介護職員研修受講助成補助金を33名、介護事業所等就労支援補助金を13名に交付した。
介護人材確保事業
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
12.6% 17.10% 18.9%

取り組み① 総合戦略 １－１－④－１
１－２－②－２

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 96,256,058円 担当課 療育教育総合センター

４　障がい者が安心して自分らしく暮らし続けられるまち

　これまでわたしたちが築いてきたノーマライゼーションとリハビリテーションの理念を継承するとともに、ソーシャルインクルージョンの
考え方に基づき、障がいのある人もない人も、誰もが分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い、共に支え合いながら暮らす
ことができる共生社会を実現していくまちづくりを進めます。
　障がいのある人を取り巻く環境は、複雑化、多様化しています。誰もが生まれてからずっと安心して暮らし続けられるよう、ライフステー
ジに応じた一貫した支援体制を充実するとともに、高齢化や「親亡き後」を見据えた仕組みづくりを進める必要があります。
また、バリアフリーのまちづくりとして道路や施設等の整備だけでなく、こころのバリアフリーも実現し、障がいのある人ない人、団体、地
域などあらゆる主体が支え合えるようなまちづくりを進めます。

療育教育総合センターを18歳までに一度でも利用したことのある市内の子どもの割合が18.9％になっている。

主 な 取 り 組 み

療育教育総合センターの運営（療育推進事業の推進）

①　子どもの発達段階に応じた継続的な支援

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・18歳までの子どものライフステージに応じて継続的に支援を行うため、療育教育総合センターを運営する。

【相談体制の充実】
・療育相談員、専門員等を配置し、相談支援に当たった。（SW２名、療育学齢相談員２名、心理士３名、ST
４名、PT１名、OT３名、保健師１名、嘱託医３名）相談件数　7,960件　相談者数　802名
・子どもの育ちに関する療育相談をはじめ、児童精神科の医師による講座や、センターで行う勉強会等で、保
護者同士の交流の場を作り、家族支援を実施した。
　公開講座：１回／62名（来場17名・オンライン45名）、就学に向けての家族勉強会：全３回／21名
【療育機能の充実】
児童発達支援事業を実施した。（利用者数35名／延1,496回利用）
こども発達支援センター運営事業

・令和４年度より再開した市民向け公開講座について、引き続きオンライン配信を併用して開催した。また、利用者との連絡調
整や関係機関との円滑な連携を図るため、電話やメール、オンライン等を適宜活用している。
・療育学齢相談員（週２日勤務）１名を増員し、相談体制の充実化を図った。

今後の対応

・療育支援に関する発信力強化のため、SNSの開設に取り組む。
・療育相談員、専門員等による相談体制の充実に努める。
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取り組み② 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 96,256,058円 担当課 療育教育総合センター

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 29,493,162円 担当課 障がい福祉課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 267,285,163円 担当課 障がい福祉課

早期発見・早期療育のための相談体制等の充実

・療育を必要とする子どもの早期発見・早期療育への対応のための相談体制及び家族のケアの充実を図る。

療育相談員、専門員等を配置し、相談支援に当たった。（SW２名、療育学齢相談員２名、心理士３名、ST４
名、PT１名、OT３名、保健師１名、嘱託医３名）相談件数　7,960件　相談者数　802名

児童福祉法給付等支給事業

こども発達支援センター運営事業

相談支援事業所との連携及び切れ目のない支援の充実

・本人を中心として、相談支援事業所及び相談支援の中核的な役割を担う機関である基幹相談支援センター等
との連携と、18歳以降を含む生涯を通じた切れ目のない支援の充実を図る。
基幹相談支援センターによる各相談支援事業所との連絡会を年12回開催し、相談支援機関とのネットワークの
強化に努めた。
相談支援事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
7か所 8か所 12か所

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 34,169,230円 担当課 障がい福祉課

取り組み② 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 34,169,230円 担当課 障がい福祉課

市内におけるグループホームの施設数が12か所になっている。

主 な 取 り 組 み

②　障がいのある人の居住支援

進捗状況評価

A：順調である

グループホームの整備の支援

・グループホームを新規に設置する社会福祉法人等の運営法人または運営法人に賃貸する目的でグループホー
ムを整備した者に、その整備費用の一部を補助する。

新規にグループホームを設置した１事業所に整備費用の一部を補助した。

民間障がい者福祉施設整備等促進事業

グループホームの家賃助成

・市内外のグループホームに入居する障がいのある人に、家賃の一部を助成する。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
令和４年度に近隣市を含む民間障がい者福祉施設を持つ法人73社へ新設に係る補助制度の情報提供を行ったことにより、令和
５年度に１件の新設を実現した。
グループホームの設置を検討している事業者次第になってしまうため、相談自体は新設した１件の他にもあったが、実際の設置
まで繋がらなかった。

今後の対応

グループホーム設置を検討している事業者から電話等による相談があった際は、補助制度等の情報提供を積極的に行っていく。

市民税課税世帯の者については月額上限20,000円、同非課税世帯の者については月額上限15,000円（別途、国
の給付月額10,000円有）の支給を行った。支給決定人数78名。
民間障がい者福祉施設整備等促進事業
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具体的施策 総合戦略 ３－３－①－３

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

6人 11人
(R4年度実績)

18人

取り組み① 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,797,981円 担当課 障がい福祉課

取り組み② 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,380,000円 担当課 障がい福祉課

取り組み③ 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 998,539,345円 担当課 障がい福祉課

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
自立支援会議専門会議就労支援部門を開催し、当事者団体、よこすか障害者就業・生活支援センター、特別支援学校、各事業所
等と就労に向けた意見交換や情報共有、関係機関の相互連携等に努めた。
よこすか障害者就業・生活支援センターと連携し、「障がい者就労なんでも相談会」を実施。
「ふれあいマーケット」をふれフェスinずしと同時開催し、「特別支援学校との進路に関する情報交換会」についても実施。
「逗子市障がい者活躍推進計画」を策定し、組織・人材等の体制、職務環境・人事管理等の整備や毎年度の取組状況の検証等を
行いながら、市役所における障がいのある人の雇用、定着について推進していくこととしている。
関係機関と連携し、就労支援員による事業主訪問を実施した。

今後の対応

自立支援会議専門会議就労支援部門における意見交換や情報共有を行い、関係機関の相互連携を深めていくとともに、「障がい
者就労なんでも相談会」をはじめとする当事者の相談の場による支援と就労支援員による事業主訪問を引き続き実施していく。

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人数が18人/年になっている。

主 な 取 り 組 み

③　障がいのある人の就労支援

進捗状況評価

A：順調である

市内在住の知的障がい者及び精神障がい者を３か月以上雇用する雇用主10か所に対して、障がい者１人につき
月３万円を支給した。
知的障がい者等雇用促進事業

就労系障害福祉サービスの充実

・障がいのある人の地域生活を支援するため、訓練等給付を支給し、機能訓練、就労支援などの通所系サービ
スを提供する。
通所系サービスを187人が利用した。
また、自立支援会議専門会議就労支援部門を開催し、円滑な就労支援を行う体制づくりに取り組んだ。
障害者自立支援給付等支給事業

障がい特性に応じた就労支援体制づくり

・障害福祉サービス提供事業者への補助や市役所内における職場体験を行うなど、障がい特性に応じた就労等
への支援を行う。
・関係機関の相互連携により、就労可能な事業所等の情報共有、就労体験の実施が可能な事業所等の確保、雇
用主に対する理解促進事業等、多岐にわたる支援の取り組みを進める。

市役所で10日間勤務するトライアル雇用を1名実施。経験等を活かし、取り組んでいた。

就労等支援事業

知的障がい者等の雇用促進

・雇用の促進と就労の定着を図るため、知的障がいや精神障がいのある人を雇用する市内外の事業主に雇用報
償金を支給する。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
59.1% 43.8% 66％以上

取り組み① 総合戦略 ４－２－②－８

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 425,153円 担当課 障がい福祉課

取り組み② 総合戦略 ４－１－③－11

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 425,153円 担当課 障がい福祉課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 学校教育課

基幹相談支援センターで事業者を中心とした関係機関に対して、差別解消や権利擁護に関する研修を２回実施
理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業については、4事業を実施。
市職員に対し、合理的配慮の提供をテーマにオンライン研修を行った。
障がい者の権利擁護啓発講演会を令和３年度から継続して実施した。
声の広報ずし、声の議会報、点字広報について、毎月発行している。

今後の対応

引き続き上記事業を推進し、市内における障がいや障がいのある人への理解促進に取り組んでいく。

「障がいや障がいのある人に対し、社会全体の理解が進んできた」と回答する人の割合が66％以上になってい
る。

主 な 取 り 組 み

障がい理解のための啓発と自発的な取り組みの支援
（障がい者の住みよいまちづくりの推進に係る事業）

④　バリアフリーの推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

障がい者の住みよいまちづくり推進事業

福祉教育の推進

・小中学校において、社会福祉協議会や当事者団体等と連携しながら、障がい、LGBT等社会的マイノリティ
とその多様な在り方や、高齢者の介護などを広く理解する福祉教育に取り組む。
・社会福祉協議会の協力を得て、市内小中学校において、共に生きる視点を持つことを目的に授業実践を行っ
た。

ー

・障がいや障がいのある人への市民の理解を深め、こころのバリアフリーを推進するため、啓発イベント等を
実施し、理解の場や人々のふれあいの場を確保する。
・障がいのある人やその家族、地域等における自発的な取り組みを支援する。

ふれあいフェスinずしを障害者週間に実施し、420人の参加があった。

障がい者の住みよいまちづくり推進事業

公共施設整備バリアフリー懇話会の運営（バリアフリーのまちづくりの推進）
・市が設置または管理する公共施設を整備する際に、広く市民、高齢者、障がいのある人等の代表を含む関係
者等の意見を公共施設バリアフリー懇話会にて聴取することにより、ユニバーサルデザインの視点を取り入れ
たバリアフリー化を進める。

逗子市久木小学校長寿命化改修等（屋内運動場ほか）工事について、バリアフリー懇話会を1回開催した。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
2人 22人 30人

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 998,539,345円 担当課 障がい福祉課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 29,493,162円 担当課 障がい福祉課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,797,981円 担当課 障がい福祉課

⑤　地域生活支援拠点等の充実

今後の対応

今後も事業について広く周知していき、緊急時の受け入れ・対応の対象となるハイリスク者の洗い出し、並びに対応できる市内
事業所の登録勧奨を行っていく。

緊急時の受け入れ・対応の対象となるハイリスク者の登録者数が30人になっている。

主 な 取 り 組 み

緊急時の受け入れ・対応等の整備

・障がいのある人の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための５つの機能（相談、緊急時の
受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）を地域生活支援拠点等とし
て整備、充実に取り組む。
・５つの機能のうち、緊急時の受け入れに係る費用を補助し、各機能に関連する給付費加算を支給する。

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

一定数の事業所が登録され、制度として整備されたものの、未登録の市内事業所が存在しているため、引き続き登録を促してい
くことが必要。

体験の機会・場の促進

・地域移行支援や親元からの自立にあたって、就労を目標とした障害福祉サービスの利用を進める通所体験事
業を実施する。

障がい者の体験利用受け入れを行った事業所４か所に対して、事業種別に応じた金額を支給した。

就労等支援事業

実際のサービス利用はなし。
ハイリスク者台帳へ５名が新規に登録した。
障害者自立支援給付等支給事業

相談機能・地域の体制づくり等の充実
・基幹相談支援センターが委託相談支援事業及び特定相談支援事業等と連携し、緊急時の対応に必要なコー
ディネート及び相談、専門的な人材の確保・養成、地域の様々なニーズに対応できる体制づくり等の機能を担
う。
・自立支援会議を活用して地域生活支援拠点等の運用状況の検証・検討を行う。
基幹相談支援センターによる各相談支援事業所との連絡会を年12回開催し、相談支援機関と困難事例等を通じ
て、支援体制の強化に取り組んだ。
相談支援事業
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
93.1% 94.87% 100%

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,905,146円 担当課 子育て支援課

５　誰もが心豊かに子育て・子育ちできるまち

　急速な少子化の進行や、家庭や地域を取り巻く環境の変化、地域とのつながりの希薄化の中で、心豊かに子育てをするためには、子育てに
対する不安や孤立感を減らし、子育ての喜びを実感できることが必要です。子育てを親が主体的に行えるよう、まち全体で子育てを応援し、
住み慣れた地域で安心して子どもを生み育てることのできる総合的な支援体制の充実をめざします。
　さらに、家庭環境や雇用形態の多様化などを踏まえ、家庭と地域や学校等が相互に協力し、まちを生かした豊かな遊びと学びの環境を整
え、すべての子どもがその権利を擁護され、愛され信頼されることを通じて、次世代を担う子どもたちが、心身共にたくましく生きる力と豊
かな人間関係を培うことができるよう、地域と共に子育て・子育ちできるまちづくりをめざします。

保健師及び助産師が、乳児がいるすべての家庭を訪問し、相談に応じている。

主 な 取 り 組 み

乳幼児健診等の充実

①　妊娠前からの子育ての相談・支援の充実

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・乳幼児の心身の健康の確認、疾病や障がいを早期に発見し、早期治療及び早期療育を実現する。
・健康な乳幼児に対しても子育て支援を行い、知識の普及と親の不安の解消を図る。

≪健診の実施状況≫
４か月児健診（対象者）270（受診者）258（受診率）95.6％
お誕生日前健診（対象者）300（受診者）290（受診率）96.7％
１歳６か月児健診（対象者）331（受診者）330（受診率）99.7％
３歳児健診（対象者）326（受診者）328（受診率）100.6％
乳幼児健診事業

出生届出時に産婦・乳児訪問の案内をしている。産婦・乳児訪問未実施の理由としては、訪問日程調整のための連絡がつながら
なかったことや長期里帰り中で訪問の希望が無かったこと等が挙げられる。

今後の対応

・妊娠期から産後の支援強化として経済的支援と伴走型支援（専門職の継続的支援）を並行して実施していく。対象者の状況や
ニーズに合わせて集団指導や個別相談で対応していく。
・他部署・他機関との連携を強化し、更なる支援体制の整備に努める。
・情報を１冊にまとめた子育てガイドを作成・配付する、離乳食教室・パパママ準備クラス・産後ケアの申し込みに電子申請を
導入するなど、市民にとってわかりやすく利用しやすいよう改善を図る。乳幼児健診（4か月児健診・お誕生日前健診・1歳6か
月児健診）対象者にSMSで案内実施し健診受診率の向上につなげる。
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取り組み② 総合戦略 １－１－①－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 22,935,370円 担当課 子育て支援課

取り組み③ 総合戦略 １－１－①－６

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 22,935,370円 担当課 子育て支援課

取り組み④ 総合戦略 １－１－①－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,096,959円 担当課 子育て支援課

取り組み⑤ 総合戦略 １－１－①－８
１－３－①－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,258,860円 担当課 子育て支援課

取り組み⑥ 総合戦略 １－１－①－４

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,852,619円 担当課 子育て支援課

取り組み⑦ 総合戦略 １－１－①－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 子育て支援課

妊婦健診の充実

・妊産婦の健康管理の強化徹底を図るため、妊産婦健康診査を医療機関・助産院に委託して行うことにより、
妊婦、乳児の死亡率の低下、流産・死産の防止及び心身障がい児の発生を予防する。

《健診の実施状況》
＊妊産婦健診　（委託契約医療機関・助産院受診分）　合計延べ　3,681人
＊妊産婦健診償還払い申請者数　40人

・妊婦訪問及び「こんにちは赤ちゃん訪問事業」として、未熟児を含めた乳児の全戸訪問を行い、母子が必要
としている援助を行うとともに、育児不安の解消、適切な育児、子どもの発達や養育環境の観察を行う。

対象児　273人、訪問実施　259人、実施率　94.87％

妊産婦・乳児訪問等事業

パパママ準備クラス（母親両親教室）の充実

・妊娠・出産・育児についての知識の普及を図り、親が共に育児を行う大切さを伝えるとともに、妊娠期から
の仲間づくりの支援を行うため、パパママ準備クラスを開催する。

FirstStep、SecondStep　各４回ずつ　計８回実施
参加者数（延べ数）：妊婦49名（初妊婦48名、経産婦１名）、夫・パートナー40名

妊産婦健診事業

産後ケア事業による支援
・心身のケアや育児サポート等を行い、産後安心して子育てができるよう支援するため、産後１年未満の産婦
とその子を対象に、宿泊型、通所型及び訪問型のサービスを実施し、産婦の健康管理及び生活指導、乳房ケ
ア・授乳指導、乳児の発育・発達観察、家庭に戻ってからの子育てや生活の相談・指導等を行う。
＊利用者 (実)27名（産婦数）
＊利用内訳　デイサービス　　（実）8名・（延）15名、 （通算15日）
　　　　　　ショートステイ　（実）17名・（延）24名、（通算78日）
　　　　　　アウトリーチ　　（実）５名・（延）10名、（通算10日）
妊産婦健診事業

妊産婦・乳児訪問等の実施

・保健師による健康相談の一環として、思春期から妊娠適齢期の健康相談、健康教育等に対応する。

ホームページ「妊娠・出産を望まれる方へ」の情報リンクの整備
思春期保健（健康教育）に関わる情報収集

ー

妊産婦・乳幼児教室事業

不妊治療、不育症治療に係る助成
・令和３年度末までに神奈川県の特定不妊治療支援事業の助成を受けた者に、特定不妊治療費の一部を助成す
る。
・令和５年度から生殖補助医療費の助成を行う。

《令和５年度申請件数》
特定不妊治療費助成　　3件
生殖補助医療費助成　　34件
不育症医療費助成事業　0件
特定不妊治療費等助成事業

思春期から妊娠適齢期の健康相談、健康教育等の実施
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
434人 415人 550人

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 子育て支援課

取り組み② 総合戦略 １－１－②－６
１－３－②－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 10,720,887円 担当課 子育て支援課

②　子育てを支える取り組みの推進

進捗状況評価

ファミリー・サポート・センター事業の充実

・子育てについて地域の人たちがお互いに助け合っていくことをめざし、子どもの預かりを相互援助活動とし
て行う。

会員数
＊依頼会員　1,285人　＊支援会員　230人　＊両方会員　185人　活動件数　2,400件
ファミリーサポートセンター運営事業

ファミリー・サポート・センターに登録している支援会員（両方会員を含む）の登録人数が550人になってい
る。

主 な 取 り 組 み

子育て情報提供の充実

・子育てに関係する情報の一元化、総合化を行い、子育て情報の提供を充実させる。

逗子市ホームページのリニューアルに伴い、ポータルサイトえがおのレイアウトを見やすく改変した。

ー

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

支援会員が増加しづらい理由のひとつとして、６日間約24時間の研修を修了しなくてはならないため、支援会員になるための
ハードルが高い。

今後の対応

支援会員になるための研修開催状況を改善する。日程が連続すると休みがとれず参加できないとの声があったため、連続した日
程にしない。また子連れでも参加しやすいようにアクセスのよい場所で開催する。
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取り組み③ 総合戦略 １－１－②－７
１－３－①－７

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,400,000円 担当課 保育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 21,084,000円 担当課 保育課

取り組み④ 総合戦略
１－１－②－９
１－２－③－４
１－３－②－３

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 112,324,875円 担当課 保育課

保育所、幼稚園等による相談、一時預かり等の支援の充実

・民間保育所の専門的機能を活用し、地域育児強化事業の推進を図る。
・保育所等で児童を一時的に預かることで、安心して子育てできる環境を整備する。

・放課後児童クラブ指定管理料
　逗子小学校区放課後児童クラブ（ずしっ子太陽学童クラブ）19,795,162円
　沼間小学校区放課後児童クラブ（ずしっ子そよ風学童クラブ）25,292,330円
　久木小学校区放課後児童クラブ（ずしっ子あおぞら学童クラブ）20,715,146円
　小坪小学校区放課後児童クラブ（波の子学童クラブ）12,677,998円
　池子小学校区放課後児童クラブ（りす子どもクラブ） 13,872,933円

・補助型放課後児童クラブ
　補助型放課後児童クラブ運営費補助金　　　　 11,944,000円
　補助型放課後児童クラブ物価高騰対策支援金　15,000円

・放課後児童支援員等処遇改善事業　　 4,829,000円

・工事請負費
　小坪小学校区放課後児童クラブサンルームガラス遮断フィルム貼付工事　262,900円

・放課後児童クラブ物価高騰対策支援金　248,000円

放課後児童クラブ事業

・一時預かり事業（一般型）
　双葉保育園　　　　　　　2,751,000円
　沼間愛児園　　　　　　　2,751,000円
　桜山保育園　　　　　　　2,751,000円
　逗子なないろ保育園　　　2,751,000円

・一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）
　かぐのみ幼稚園　　　　　4,933,000円
　明照幼稚園　　　　　　　　733,000円
　聖マリア幼稚園　　　　　2,579,000円
　かまくら幼稚園　　　　　1,715,000円

・地域育児強化事業
　双葉保育園　　400,000円
　沼間愛児園　　360,000円
　桜山保育園　　240,000円
　逗子なないろ保育園　　400,000円
地域育児強化事業
一時預かり事業

放課後児童への対応の充実（放課後児童クラブ）

・保護者が就労等により自宅にいない家庭の小学生を対象に、放課後の生活の場を提供する。
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取り組み⑤ 総合戦略
１－１－②－９
１－２－③－４
１－３－②－３

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 62,742,529円 担当課 子育て支援課

取り組み⑥ 総合戦略 １－３－②－２

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 10,720,887円 担当課 子育て支援課

取り組み⑦ 総合戦略 １－１－③－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,475,976円 担当課 子育て支援課

取り組み⑧ 総合戦略 １－１－③－６
４－１－②－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 62,742,529円 担当課 子育て支援課

取り組み⑨ 総合戦略 １－１－②－５
１－３－②－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,609,864円 担当課 子育て支援課

放課後児童への対応の充実（ふれあいスクール）

・家庭・地域・学校の連携のもとに、小学生の放課後の居場所、遊び場及び異年齢交流の場を確保する。

◎開所日数 233日（逗子小）、209日（久木小）、227日（小坪小）、217日（沼間小）、224日（池子小）
◎延べ利用者数
・逗子小ふれスク20,988人・久木小ふれスク15,065人・小坪小ふれスク8,711人
・沼間小ふれスク8,191人・池子小ふれスク7,271人　・計60,226人

ふれあいスクール事業

＊親子遊びの場（プレイルーム）を市内３か所（沼間、小坪、池子）に設置し、育児サークル等に場所を貸
す、貸しスペース事業を行った。
＊ボーネルンド親子遊びイベントを４回実施した。

親子遊びの場運営事業

ほっとスペース、自然の遊び場（プレイパーク等）の運営

・家庭・地域・学校の連携のもとに、小学生の放課後の居場所、遊び場及び異年齢交流の場を確保する。
・逗子の自然やまちの環境を生かした遊び場を活用し、子どもの外遊びの機会を提供する。

自然の遊び場運営事業は令和４年度から事業廃止。
ほっとスペース開設日数　逗子74日、久木22日、小坪135日、沼間144日、池子293日
　　　　　延べ利用者数　逗子909人、久木168人、小坪336人、沼間976人、池子14,513人、計16,902人

ふれあいスクール事業

病児・病後児保育の充実

・子育てについて地域の人たちがお互いに助け合っていくことをめざし、子どもの預かりを相互援助活動とし
て行う中で、病児・病後児預かりを実施する。

会員数
＊依頼会員　1,285人　＊支援会員　230人　＊両方会員　185人　活動件数　2,400件
病児・病後児預かり
＊依頼会員　0人　＊支援会員　0人　＊両方会員　1人　活動件数　0件

ファミリーサポートセンター運営事業

親子遊びの場の運営

・親子遊びの場など親子が自由に利用でき、集える場を確保する。

子育てに係る相談の充実

・逗子市要保護児童援助ネットワーク会議を中心に、関係機関が有機的に連携し、児童虐待に対する早期発見
と虐待予防、ケアが必要な児童の保護、保護者支援等、子どもの立場に立った支援体制の充実を図る。

児童福祉法等に基づき、市内に所在する全ての子どもとその家族並びに妊産婦の福祉に関する支援を行い、各
機関との情報共有や対象児童やその保護者への面談等を行い児童福祉、母子保健の支援を実施した。
子ども家庭総合支援拠点運営事業
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取り組み⑩ 総合戦略 １－１－②－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,011,218円 担当課 子育て支援課

取り組み⑪ 総合戦略 １－１－④－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 10,398,000円 担当課 子育て支援課

取り組み⑫ 総合戦略 １－１－④－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 子育て支援課

取り組み⑬ 総合戦略 １－１－④－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,609,864円 担当課 子育て支援課

取り組み⑭ 総合戦略 １－１－②－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 234,628,390円 担当課 子育て支援課

取り組み⑮ 総合戦略 １－１－④－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,609,864円 担当課 子育て支援課

子育て支援センター利用者数　3,893組　8,368人
小坪巡回相談利用者数　87組　186人　　沼間巡回相談利用者数　203組　464人
子育て支援センター運営事業

ひとり親家庭等への継続的な支援

・ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援する。

手当額　    月額6,000円
対象世帯　　143世帯（令和６年３月支払い実績件数）
ひとり親家庭等福祉手当支給事業

子育て支援センターの運営

・育児不安等についての相談事業、育児サークル等の育成・支援、子育て中の親たちの自主活動を支援する。

児童福祉法等に基づき、市内に所在する全ての子ども及びその家庭並びに妊産婦の福祉に関する支援を行い、
各機関との情報共有や対象児童や保護者への面談等を行い、児童福祉、母子保健の支援を行った。
子ども家庭総合支援拠点運営事業

小児医療費に係る助成の充実

・小児に係る医療費のうち健康保険の自己負担分を給付する。

医療証対象者数　7,959件（令和５年度末）　　助成額　　223,776,179円（年間支出額）

小児医療費助成事業

支援を必要とする子どもに対する学習支援

・学習習慣が身についていなかったり、学習に不安がある中学生を対象とし、学習支援を行うとともに、仲間
づくり、親睦と交流を図る。

児童福祉法等に基づき、市内に所在する全ての子ども及びその家庭並びに妊産婦の福祉に関する支援を行い、
各機関との情報共有や対象児童や保護者への面談等を行い、児童福祉、母子保健の支援を行った。

ー

子どもの貧困に関する取り組み

・逗子市要保護児童援助ネットワーク会議において情報を収集し、教育・福祉・その他関係機関と連携し課題
解決に取り組む。

要保護児童に対する取り組み
・児童福祉法第10条の規定に基づき、児童及び妊産婦の実情の把握、必要な情報の提供、家庭その他からの相
談に応じ、必要な調査及び指導を行う。
児童福祉法等に基づき、市内に所在する全ての子ども及びその家族並びに妊産婦の福祉に関する支援を行い、
各機関との情報共有や対象児童や保護者への面談等を行い、児童福祉、母子保健の支援を行った。
子ども家庭総合支援拠点運営事業
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取り組み⑯ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 子育て支援課

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 療育教育総合センター

フリースクールや子育て支援団体に対して、スマイルの各施設を無償で優先的に貸し出しを行った。

ー
子どもの育ちに関する療育相談をはじめ、児童精神科の医師による講座や、センターで行う勉強会等で、保護
者同士の交流の場を作り、家族支援を実施した。
　相談件数　7,960件　相談者数　802名
　公開講座：１回／62名（来場17名・オンライン45名）、就学に向けての家族勉強会：全３回／21名

ー

居場所づくりへの支援
・子どもたちや保護者などが、身近な地域で気軽に集まり、おしゃべりをするなど自由にくつろぎ、安心して
過ごせる居場所づくりをサポートする。
・子どもたちや保護者などの居場所づくりに取り組んでいる民間団体を支援し連携を図る。
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具体的施策

KPI

2022.4.1 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
13人 11人 0人

取り組み① 総合戦略 １－１－②－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,682,620円 担当課 保育課

取り組み② 総合戦略 １－３－②－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 46,610,934円 担当課 保育課

取り組み③ 総合戦略 １－３－②－１

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 0円 担当課 保育課

③　幅広い保育ニーズに対応できる体制づくり

進捗状況評価

保育士確保の取り組み

・市広報誌のみならず、あらゆる機関や媒体への周知活動を行い、保育士の確保につなげる。
・大学等からの保育実習生の受け入れをより積極的に行い、逗子市で保育士として働く機会を拡大する。
・逗子市で保育士として働きたいと思ってもらえるよう、市内各園と協力・連携し、地域の特色を生かした魅
力ある保育を発信する。

・民間保育所人材確保補助　　　　 979,645円

民間保育所等運営支援事業

様々な保育ニーズへの対応（保育環境の充実）

・保育にかかるニーズ調査を実施し、様々なニーズに対応する保育を実施することで待機児童の削減を図る。
・手法の一つとして、駅前送迎保育ステーション事業等の実施を検討する。

保育所等入所待機児童が０人になっている。

主 な 取 り 組 み

保育の充実と選択肢の拡大（子ども・子育て支援新制度の円滑運用）

・多様化する保育ニーズに合わせ、幼稚園の預かり保育の拡大等、保育の選択肢を増やし、働き方やライフス
タイルに合った施設の情報を提供する。
・子どもの成長に合わせて転園しやすい仕組みづくりを推進する。
・広報誌、ホームページ等による適切なアナウンス、利用者支援員による適切な対応により、本施策の推進を
図る。

・保育所等利用者支援員報酬及び手当　　4,682,620円

利用者支援事業

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

待機児童がいる一方、空きのある保育所等もある。

今後の対応

利用者支援員による適切な情報提供を行う。また、今後の人口の推移を見越し、ニーズに合った事業を進めていく。

認可保育所に在籍する３～５歳児で「きょうだい別々の園に通っている」又は「家から保育園までの距離が遠
い（概ね2.5㎞以上）」に該当する児童30名の保護者に対し実証事業参加希望の通知を行い、参加希望者３名
以上で事業実施としていたが、希望者が１世帯（児童１名）だったため、実証事業実施を実施しなかった。

駅前送迎保育ステーション実証事業
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取り組み④ 総合戦略 １－１－②－８

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 110,315,240円 担当課 保育課

取り組み⑤ 総合戦略
１－１－②－12
１－３－①－９
３－３－①－６

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 10,557,702円 担当課 企画課

子育てと仕事を両立させる環境整備

・職場内で子どもを預けながら働くことができる、「女性の新しい働き方」を実現するため、保育的機能を職
場内に有する事業所の開設費用を補助する補助金を交付する。

・令和５年度に当該補助金を活用して開設した事業所に対し、補助金（ソフト経費）を交付した。
・逗子市保育的機能を有する事業所開設補助金の補助事業者に関するプロポーザルを行ったが、応募がなかっ
た。
関係法人等創出事業

幼稚園就園等に係る支援

・子ども・子育て支援法に基づき原則３歳以上の児童に係る保育料を無償にし、子育て支援を図る。

・ 無償化される利用料と利用人数
　 幼稚園（上限25,700円）　　　　　　　　　　  221人
 　認可外/一時預かり保育施設（上限37,000円）　106人
　 預かり保育事業（1日につき上限450円）　　　 140人
幼児教育・保育無償化給付等事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
557人 945人 2,000人

取り組み① 総合戦略 １－１－③－１
１－２－③－２

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 776,256円 担当課 子育て支援課

取り組み② 総合戦略 １－２－③－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 171,237円 担当課 子育て支援課

④　子どもたちの居場所づくりの推進

進捗状況評価

青少年の健全な育成に係る事業の推進

・青少年問題協議会の開催のほか、青少年の健全の育成に係る事業を行う。

青少年問題協議会　全２回実施
第１回　９月４日
第２回　書面開催
青少年問題協議会経費

体験学習施設「スマイル」の主催講座の延べ参加者数が2,000人/年になっている。

主 な 取 り 組 み

体験学習施設「スマイル」での講座やイベントの充実

・体験学習施設「スマイル」を拠点に、様々な講座やイベント等を行い、子どもたちの居場所をつくる。
・子どもたちが地域でいきいきと自主的な活動ができるように支援する。
・課外における教育としての「共育」を推進する。
◎主催イベント
・スマイルハロウィン　10月15日（日）　参加者数　約1,600人
（ワークショップ、スタンプラリー、仮装コンテスト等を実施。）
◎主催講座
・42講座　延べ参加者数　945人
体験学習施設講座等事業

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

2022年度と比較して、講座の延べ参加者数は増加したが、目標人数には至らなかった。

今後の対応

2023年度は募集したが人数が集まらず中止になった講座もあったため、これまでの講座参加状況を基に、子どもたちがより参
加したいと思える講座を企画していく。
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逗子市総合計画 

進行管理表 

第２節 
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柱 第２節　共に学び、共に育つ、｢共育(きょういく)｣のまち

めざすべきまちの姿

目標

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 63.1% （64.8％） （66.5％） （68.2％） （69.9％） （71.5％） （73.1％） 73.1%

取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
各分野３講座以上

実施されている。

満足度86.9％
90.06%

各分野３講座以上
実施されている。

満足度90％以上

　世代間交流を通じて、共に学び合い、共に育つ「共育」理念のもと、市民の誰もが、人生のどの場面でも、いきいきと学び、文化を育み、
スポーツに親しみ、その成果を様々な形で生かすことのできる、市民が主役を演じる「共育のまち逗子」をめざします。

進捗状況評価

―

共に学び、共に育つ「共育（きょういく）」のまちをめざす市の取り組みに満足している人の割合が10ポイン
ト増加している。

１　子どもも大人も共につながり成長していく生涯学習のまち

　市民の誰もが、人生のどの場面でも、いきいきと学びを楽しめるよう、現代的課題や地域課題について、共に学び、個を高め合う社会教育
の機会を広く市民に提供するとともに、市民の自主的な学びを支援します。
　そして、学ぶ楽しみ教える喜びで地域の一人ひとりがいきいきと輝いているまち、学んだ成果を生かすことで元気な地域づくりへとつなげ
ていくまち、生涯学習のまち逗子をめざします。

① 学習機会の提供による社会教育の推進

進捗状況評価

講座事業において、各分野（現代的課題、地域課題、家庭教育）３講座以上実施され、受講生の満足度が５段
階評価のうち４以上が90％を超えている。

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

講座を企画する際、オンライン参加についても一定の配慮を行った。

今後の対応

より多くの市民の参加を得て、多様な主体の連携や、地域づくりに関わる人材育成を意識しながら事業の実施を図る。
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取り組み① 総合戦略 ４－２－①－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 260,656円 担当課 社会教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 185,211円 担当課 社会教育課

取り組み② 総合戦略 １－１－②－10
１－３－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 145,446円 担当課 社会教育課

取り組み③ 総合戦略 １－１－③－７

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,790,130円 担当課 図書館

取り組み④ 総合戦略 ―

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,790,130円 担当課 図書館

家庭教育推進事業の充実

・家庭と地域の教育力の向上のため、子育て中の保護者を対象にした講座を開催する。

家庭教育講座の開催
オンライン開催を実施した。

・現代的課題、地域課題に関する講座を開催し、学習機会を提供することにより、まちづくりに関わる人材育
成を図る。

各種講座の開催
・「ひきこもりの理解と支援」　受講者数30人。
各種講座事業
社会教育出張講座事業

主 な 取 り 組 み

・図書展示の実施やおはなし会の開催などを通じて、読書に親しむ機会を提供するとともに、幅広い世代の居
場所としての役割を果たす。

次のとおり実施した。
・図書館展示（展示回数：129回　展示点数：9,315点　貸出回数：14,219回）
・おはなし会（開催回数：60回　参加延べ人数　子ども：473人、大人：380人）

図書館活動事業

子どもの読書活動の推進
・逗子市子どもの読書活動推進計画に基づき、市内小・中学校等との連携・協力を密にして、読書環境を整え
る。

各種講座事業の推進

読書活動の推進

家庭教育推進事業

次のとおり実施した。
・学校長期貸出　全学校計1,142冊　・団体貸出　全学校計1,086冊　・リサイクル本提供　全学校計420冊
・施設見学（逗子小学校２年生、２日）　・学校読み聞かせ（逗子中学校１年生、１日）

図書館活動事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
322 291 401以上

取り組み① 総合戦略 １－３－①－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 60,486,097円 担当課 市民協働課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 42,080円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 市民協働課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 20,261,125円 担当課 図書館

生涯学習推進事業

②　生涯を通じた学習活動の支援

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・生涯学習団体は増加傾向であるが、団体情報を公開し、生涯学習ハンドブックに掲載可能と回答した団体が減少している。
（掲載可能団体：2020年度末：330団体、2021年度末：322団体、2022年度末：328団体、2023年度末：291団体）
（団体数：2020年度末：398団体、2021年度末：407団体、2022年度末：373団体、2023年度末：424団体）

今後の対応

・団体の問題（世代交代など）を相談時に聞き取り、解決策を提案する。

市内で活動する生涯学習団体の総数が400を超えている。

主 な 取 り 組 み

生涯学習活動の情報の提供
（ライフステージや学習要求に応じた学習機会の提供）

・市や市民団体等が実施する講座、イベントや、生涯学習団体の情報を集約し、提供する。

・市民活動のススメ講座の実施。
・市民講師の育成を目的とした講座、市民団体との連携を目的とした講座などを実施。

次のとおり資料の更新を行った。※数値は全館合計
・資料点数：236,969点（図書：233,885冊　視聴覚資料：3,084点）
・受入点数：8,563点（購入：7,636点　寄贈等：927点）
・除籍点数：7,060点

蔵書整備事業

生涯学習活動の場の提供

・市の生涯学習関連施設など活動の場が継続的に確保されるよう、ニーズを的確に把握するとともに、適時の
修繕など維持管理に努める。

・市民交流センターにてボランティア相談、生涯学習相談、市民活動相談を実施。
・市民交流センターの会議室など適正な維持管理を実施。

ー

図書資料の充実

・生涯学習の多様なニーズに応えるために、資料の充実を図り、読書に親しむ機会を提供する。

市民交流センター維持管理事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
3,990人 5,354人 5,001人以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 60,486,097円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 １－２－③－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 60,486,097円 担当課 市民協働課

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・新型コロナウイルス感染症の影響により減少した講座やイベントの参加者は回復傾向にある。
（参考コロナ禍前：2018年度末：9,662人、2019年度末：2,539人、2020年度末：1,736人
　　　　　　　　　※2019年度及び2020年度の共育フェスティバルはコロナの影響で中止。）

今後の対応

・引き続き事業を継続し、「共育」の普及、活動を推進していく。

世代間交流を促す共育の講座やイベントへの参加者数が5,000人を超えている。

③　地域で子どもと大人が共に育つ学習環境の整備

進捗状況評価

A：順調である

主 な 取 り 組 み

共育活動の推進

・「共育」のまちづくりの基本的な考え方の普及を図る。
・身近な地域拠点を活用して、「共育」活動を推進する。

共育のイベントの開催

・共育（トモイク）フェスティバルを開催する。

・共育（トモイク）フェスティバルの実施。

市民交流センター維持管理事業

・市民交流センター、沼間、小坪コミュニティセンターにて世代間交流を促す講座やイベントを実施した。
・各所管において世代間交流を促す講座やイベントを実施した。
市民交流センター維持管理事業
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
22企画 41企画 30企画

取り組み① 総合戦略 ２－２－②－４
４－１－①－３

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 8,028,708円 担当課 文化スポーツ課

逗子アートフェスティバルの充実

・逗子アートフェスティバルは、３年に１回は国等の助成金を確保するなど大規模な催しとする。その間の２
年間は、経費を抑えて市民が自ら企画・実施する。
・市民と市との役割を明確にした上で、事務局機能を市民が担えるよう、アートフェスティバル実行委員会メ
ンバーと共に検討し、文化発展のため協働を進める。

文化活動振興事業

A：順調である

今後の対応

企画運営の質・量ともの充実を図る。

逗子アートフェスティバルの参加企画数が30企画になっている。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・SNSの活用や動画配信等により広く広報活動を行うことで、市民の文化活動への参加の機会を増やすことに努めている。
・2023年度はトリエンナーレとして開催し、市の負担金及び国の助成金を活用して例年より規模を拡大して実施した。

２　文化を新たに創造するまち

　文化芸術は、生活に潤いや刺激を与え、共感や連帯を生み、人の心を豊かにします。さらに、新たな付加価値を生み出すなど、地域社会に
とっても多様な可能性を秘めています。
　わたしたちは、逗子の伝統文化を継承するとともに、潜在的な文化資源を掘り起こして、地域の文化を市民の手で拓き、互いを高め合い、
育むことで、「まちが文化を活かし、文化がまちを活かす」地盤をつくります。そして、逗子の多彩な文化資源と恵まれた自然環境を背景に
生まれる、個性的で創造的な文化芸術の力で、文化と自然がつむぐ活力あるまち（地域社会）の発展をめざします。

①　文化芸術活動の推進（継承と創出）

進捗状況評価

主 な 取 り 組 み

逗子アートフェスティバル2023は、国の助成金を確保したうえでトリエンナーレとして開催した。
全41企画。企画者及び来場者数約15,374人。
事務局機能の移管等を視野に入れ、逗子アートフェスティバル実行委員会と連携して事業を実施した。
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取り組み② 総合戦略 ４－１－①－６

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 8,028,708円 担当課 文化スポーツ課

取り組み③ 総合戦略 １－２－③－６

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 227,658,935円 担当課 文化スポーツ課

文化芸術活動の振興に係る事業の推進

文化プラザホール維持管理事業

子どもを対象とした文化活動の振興に係る事業の推進（アウトリーチ活動等）

・逗子文化プラザホール指定管理者によるアウトリーチ事業を実施する。

アート便2023（学校教育と連携し子どもたちが芸術に触れる機会を届けるアウトリーチ事業）として、３メ
ニュー（和太鼓、世界の音楽、落語）を提供した。
市立小・中学校８校及び市立保育園１園、高齢者施設１施設、体験学習施設スマイルに対し授業数13件を実
施。園児・児童・生徒など延べ1,630人参加。

・逗子市文化振興基本計画に基づき、文化芸術活動の推進を図る。
・既存の文化団体（個人を含む）と連携して文化芸術活動の推進を図る。
・市民が日常生活の中で多様な文化芸術を自由に表現できる環境づくりを推進するとともに文化やイベントに
関する情報提供を行う。

市民による文化事業について、内容検討の上36件の後援等（共催１件、協力2件、後援33件）を承認し、文化
芸術活動の推進を図った。
市民文化活動の成果発表や市民の鑑賞の場として定着している市民文化祭（芸能、展示等の16企画）を共催事
業として実施した。

文化活動振興事業
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
56.1% 56.0% 70％以上

取り組み① 総合戦略 ４－３－①－８

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,820,000円 担当課 文化スポーツ課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ― 担当課 文化スポーツ課

・「スポーツを楽しむまち」という基本理念に照らして、スポーツに新たに取り組もうとする人や、スポーツ
を通してして健康を維持しようとする人に向けたスポーツ教室等の開催や、広報ずしや市ホームページ、市内
広報板により、スポーツ実施と健康づくりに関する情報発信を行った。

スポーツ推進事業

総合型地域スポーツクラブの普及・啓発

・総合型地域スポーツクラブの普及・啓発、活動支援を行う。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・成人の週１回以上のスポーツ実施率は56.0%で、目標値と前年度の実施率56.1%を下回る結果となったが、全国平均52.0％を
上回った。
・市民のスポーツによる健康づくりのための支援体制として、逗子アリーナ未病センターにて、(公財)逗子市スポーツ協会によ
るスポーツ健康相談等を実施した。健康・体力相談は51回、159人の参加があり、前年度の48回、131人を上回り、需要も多く
一定の相談に応えることができた。

成人の週１回以上のスポーツ実施率が70％以上になっている。

主 な 取 り 組 み

・市民の生活の中でのスポーツの位置づけは、年齢とともに変化することから、スポーツの祭典等のイベント後のアンケートを
積極的に実施し、市民ニーズを的確に把握して、求められる機会、種目及び時間帯等を常に工夫する必要がある。

今後の対応

①　スポーツの推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

３　スポーツを楽しむまち

　わたしたちは、スポーツ都市宣言の理念に基づき、市民一人ひとりがスポーツに親しみ健康な心とからだをつくる「健康づくり」、みんな
でスポーツを楽しむ機会をつくり明るい生活を営むことができる「場づくり」、スポーツを通じていきいきとした地域連携の輪をひろげる
「交流づくり」、スポーツを通じて活力に満ちたまちづくりを推進する「基盤づくり」を進めます。
　一人でも多くの市民が、スポーツに親しみ、互いに高め合うことで、健康で豊かな生活を送ることができるよう、いつでも、どこでも、誰
もが気軽にスポーツ、健康づくりができるまちをめざします。

・広報ずしや市ホームページ、市内広報板により、総合型地域スポーツクラブの教室等の情報発信を行った。

スポーツ活動に係る事業の推進

・逗子市スポーツ推進計画に基づき、スポーツの推進を図る。
・スポーツイベントやスポーツ、健康・体力づくり教室を企画し、開催する。
・市民へ「スポーツ実施と健康づくり」に関する情報発信を行う。

―
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取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,820,000円 担当課 文化スポーツ課

取り組み④ 総合戦略 ２－２－②－13

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,820,000円 担当課 文化スポーツ課

取り組み⑤ 総合戦略 １－２－③－７

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,820,000円 担当課 文化スポーツ課

・逗子市スポーツの祭典を開催する。

・ジュニアスポーツ教室で、ヨット及ウインドサーフィンを実施。
・参加者：ヨット20人、ウインドサーフィン延70人
スポーツ推進事業

・（公財）逗子市スポーツ協会に委託し、マリンスポーツの教室を実施する。

・逗子市スポーツの祭典2023
・開催日：10月15日（日）
・種目：雨天により42種目中30種目実施、参加者：2,278人
・逗子市スポーツの祭典実行委員会交付金：220,000円

スポーツ推進事業

マリンスポーツ等、海でのレジャー体験の推進による地域ブランディング

・（公財）逗子市スポーツ協会に委託し、ジュニアスポーツ教室等を実施する。

・ジュニアスポーツ教室を８種目で実施。
・参加者：レスリング15人、卓球４人、陸上26人、水泳79人、ヨット20人、ウインドサーフィン延70人、バ
ドミントン19人、テニス16人
・スポーツ推進事業補助金 　23,471,000円

スポーツ推進事業

子どもを対象としたスポーツ活動に係る事業の推進

逗子市スポーツの祭典の開催
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

未実施
①85.0%
②85.3％

80％以上

取り組み① 総合戦略 １－２－①－１
１－２－②－１

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 学校教育課
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 療育教育総合センター

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 18,829,280円 担当課 学校教育課少人数指導教員・教育指導教員派遣事業

児童・生徒を対象に実施している「学校生活アンケート」に「①授業がよくわかる」「②学校が楽しい」の項目を
設け、「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」の回答が80％以上になっている。

４　学校教育の充実したまち

　人は自然と社会の中で生涯学び続けていくことが必要です。その入り口の一つとして学校教育は大きな役割を果たすものです。今日、価値
観の多様化や高度な情報化社会の中にあって、子どもたちが身につけなければならない力は多岐にわたっています。これまで受け継がれてき
た知識や文化・伝統などを踏まえ、地域社会や家庭と連携し、互いの個性を尊重し合う人間性溢れる教育、限りある命を生きていることの素
晴らしさを感じることができる教育を行っていくこと、そしてこれからの国際社会の一員として生きていく力を育むことが必要です。
　いつの時代にも変わってはならない本質の部分を土台に、その時々の教育的課題に臨機応変に対応して、「豊かな人間性」・「確かな学
力」・「健康な心身」を目標として『自ら考え、心豊かに、たくましく生きる逗子の子ども』の育成を図ります。

・各学校のアンケートに改めて項目を入れるよう調整を行った。
・各学校において、授業改善を地道に進めていく。
・トライし、点検し、改善を図ることを繰り返しながら、授業力の向上を図っていく。

主 な 取 り 組 み

教員の授業力・学級経営力・児童生徒指導力向上重点事業の推進

進捗状況評価

ー

教育指導教員の派遣
・教育指導教員を各学校に派遣し、授業観察を行い、参観後にフィードバックの機会を設け、指導力向上に資
する助言を行う。
・全小学校へ教育指導教員を配置した。
・全中学校へ少人数指導教員を配置した。

ー

支援教育推進巡回チームが市内小中学校を巡回し、個と集団のアセスメントを実施し、教員への助言・指導を
行った。

①　教員の指導力及び教育課題への対応力向上

・授業と学級経営についての自己チェックリストを活用し、各市立学校において、「わかりやすい授業づく
り」や「お互いを認め合う学級づくりなどに関する教員の指導力向上を図る。

・自己チェックリストの活用を全教員に促し、校内研究と絡めながら指導力向上を図った。

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・学習指導要領が変わり、主体的、対話的で深い学びの実現を通して、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に進めるべく授
業改善をスタートさせ、各学校模索している。
・教育委員会と学校との調整不足により、８校中２校しかアンケート項目に入れられなかった。

今後の対応
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取り組み③ 総合戦略 １－２－①－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,559,096円 担当課 学校教育課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,559,096円 担当課 学校教育課
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,557,803円 担当課 療育教育総合センター

取り組み⑤ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 54,239,081円 担当課 学校教育課

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 238,200円 担当課 学校教育課

取り組み⑥ 総合戦略 １－１－②－11

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 88,936,344円 担当課 学校教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 109,245,142円 担当課 学校教育課

取り組み⑦ 総合戦略 １－２－①－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 130,428,211円 担当課 教育総務課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 39,788,760円 担当課 教育総務課

授業研究校の委託（授業研究の充実）

・授業研究を基本とした研究を委託し、教員の授業力を向上させる一助とする。

・全小中学校に対して、軽重をつけた委託を行った。

学校教育調査・研究事業

研修の充実

・逗子小学校高圧受変電設備更新工事ほか
・沼間中学校体育館格技室屋上防水工事ほか

・教育相談コーディネーター担当者会や児童・生徒指導担当者会、いじめ問題対策連絡協議会において、各
小・中学校で実施し効果をあげている取り組みを共有し、各小・中学校で組織的な取り組みの一助としてい
く。

各担当者会の充実

・特別支援補助教員、学習支援員、学校看護介助員の派遣等を行った。

支援教育充実事業

2023年度夏季研修において教科等研修会として９講座、支援教育研修会として９講座を実施した。
評価の平均は3.7（４段階中）であった。

・年次研修の内容を充実させる。
・夏季研修の内容の充実を図り、教員の指導力向上をめざす。
・年次研修（初任者、１年経験者、２年経験者、５年経験者、中堅教諭等を対象とする研修）を行った。
・逗子教育研究会へ交付金を交付した。
学校教育調査・研究事業

調査・研究事業

・教育相談コーディネーター担当者会を4回行い、情報交換･情報共有を通し、互いの課題を共有する中で、こ
れからの学校教育相談の在り方、有機的な校内支援体制づくりについての協議、研修等を行った。
・いじめ根絶に向けた取り組みとして、市立小・中学校教職員向けに悉皆研修を行った。

いじめ防止等対策事業

学校給食の安定的な提供

・市立小・中学校において安全な給食を提供する。

・市立小学校において、学校給食設備の点検維持管理、調理業務の民間委託等を行った。
・市立中学校において、調理業務の民間委託（食缶方式）により給食を提供した。
・保護者の経済的負担軽減のため、物価高騰による給食費の値上げ相当分を逗子市学校給食会に交付した。

小学校給食運営事業
中学校給食運営事業

学校施設の整備・充実

・市立小・中学校における良好な教育環境の整備を図る。

学校施設整備事業（小学校）
学校施設整備事業（中学校）
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
12.6% 17.10% 18.9%

取り組み① 総合戦略 １－１－④－１
１－２－②－２

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 96,256,058円 担当課 療育教育総合センター

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 96,256,058円 担当課 療育教育総合センターこども発達支援センター運営事業

主 な 取 り 組 み

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・令和４年度より再開した市民向け公開講座について、引き続きオンライン配信を併用して開催した。また、利用者との連絡調
整や関係機関との円滑な連携を図るため、電話やメール、オンライン等を適宜活用している。
・療育学齢相談員（週２日勤務）１名を増員し、相談体制の充実化を図った。

今後の対応

・療育支援に関する発信力強化のため、SNSの開設に取り組む。
・療育相談員、専門員等による相談体制の充実に努める。

療育教育総合センターを18歳までに一度でも利用したことのある市内の子どもの割合が18.9％になっている。

療育教育総合センターの運営（療育推進事業の推進）

・18歳までの子どものライフステージに応じて継続的に支援を行うため、療育教育総合センターを運営する。

【相談体制の充実】
・療育相談員、専門員等を配置し、相談支援に当たった。（SW２名、療育学齢相談員２名、心理士３名、ST
４名、PT１名、OT３名、保健師１名、嘱託医３名）相談件数　7,960件　相談者数　802名
・子どもの育ちに関する療育相談をはじめ、児童精神科の医師による講座や、センターで行う勉強会等で、保
護者同士の交流の場を作り、家族支援を実施した。
　公開講座：１回／62名（来場17名・オンライン45名）、就学に向けての家族勉強会：全３回／21名
【療育機能の充実】
児童発達支援事業を実施した。（利用者数35名／延1,496回利用）
放課後等デイサービスを実施した。（ 利用者数54名／延1,592回利用）

こども発達支援センター運営事業

早期発見・早期療育のための相談体制等の充実

・療育を必要とする子どもの早期発見・早期療育への対応のため、相談体制及び家族のケアの充実を図る。

療育相談員、専門員等を配置し、相談支援に当たった。（SW２名、療育学齢相談員２名、心理士３名、ST４
名、PT１名、OT３名、保健師１名、嘱託医３名）相談件数　7,960件　相談者数　802名

A：順調である

②　子どもの発達段階に応じた継続的な支援

進捗状況評価
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取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,650,604円 担当課 学校教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 54,239,081円 担当課 学校教育課

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,709,336円 担当課 療育教育総合センター

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 54,239,081円 担当課 学校教育課

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,709,336円 担当課 療育教育総合センター

取り組み⑤ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 54,239,081円 担当課 学校教育課

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,709,336円 担当課 療育教育総合センター

学校や保護者との連携の推進

・就学後の児童生徒へ継続した支援を行うため、指導主事による就学前の幼児・児童の行動観察を丁寧に行
い、結果を関係者等で共有し、保護者、学校、学校教育課、こども発達支援センター及び教育研究相談セン
ターの連携を強化する。

・チーム学校を強化するため、学習支援員の配置を継続して行った。
・ボランティア支援員を配置した。
支援教育充実事業
スクールカウンセラー地域連絡協議会を年2回開催し、アドバイザーを呼んでケース共有をするなど、児童・
生徒の支援の充実を図った。また、巡回指導員が支援員への研修を重ね、関わる職員がチームとなって学校教
育を支援した。

学校教育を支援する専門性の高いスタッフの派遣（校内支援体制を活用した支援教育の推進）

・相談部がケース会議に参加し児童・生徒の支援について多くの支援者が連携しながら情報共有を行った。
・夏季研修では支援教育研修を多く計画し、支援教育についての理解を深めた。

・就学時健康診断を行った。
・就学支援委員会を開催した。
・学区希望制度による受入れを行った。
就学事務事業

支援が必要な児童・生徒についての情報共有の充実

・学校が児童生徒の個別支援の必要性を的確に把握するため、学校と教育研究相談センターがケース会議や巡
回チームの観察等で得た情報を整理し、情報共有を行い、相互連携の充実を図る。
・巡回チームによるフィードバックや校内研修、夏季に悉皆研修として実施する支援教育研修会を通して、支
援教育について理解を深め、適切な支援シートの作成・活用の推進を図る。

・特別支援補助教員の派遣を行った。

支援教育充実事業

支援教育充実事業

教育相談事業

保護者がより適正な就学先を選択できるよう、相談や行動観察等を丁寧に実施するため、相談の機会を最低２
回以上とした。また、就学相談に関わった園児・児童・生徒の支援シートの作成に際し、こども発達支援セン
ター、保護者と連携・協力して、就学後も継続した支援ができるようにした。

教育相談事業

教育相談事業

・学校の取り組みをサポートするため、スクールカウンセラー、支援教育推進巡回指導員、学習支援員、学校
看護介助員などを学校に派遣する。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

未実施
①77.0%
②77.1％

80％以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 70,663,809円 担当課 学校教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 26,798,759円 担当課 学校教育課
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,557,803円 担当課 療育教育総合センター

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 学校教育課

授業におけるICT機器の効果的な活用
・新しい機器を活用した授業づくりや、新しい授業スタイルを見据えた環境整備について、教育情報化推進会
議において研究を進める。
・夏季研修会においてICT機器等を活用した研修を計画し、授業づくりを推進する。

・GIGA端末を効果的に授業で活用する研究を各学校において進めた。

教育用コンピュータ維持管理事業（小学校費）

・GIGA端末の利用に際し、各学校で情報モラル教育等に取り組んだ。

ー

主 な 取 り 組 み

教育用コンピュータ維持管理事業（中学校費）

学校DX戦略アドバイザー派遣事業を活用した研修講座を１講座実施した。

調査・研究事業

児童・生徒の発達段階に応じた情報モラル教育と情報リテラシーの育成方法の研究

・教育情報化推進会議において、児童・生徒の発達段階に応じた情報教育の在り方を研究する。

・OJTや、ICT指導員等の力を借りた研修などを通して、すべての教員がICTの活用を少しずつでも進めていく。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・子どもたち一人一台の端末が整備されたことに伴い、各学校において授業での活用の模索が始まった。
・若手の教員やICT機器の扱いを得意とする教員を中心に活用が行われた。
・学ぶ子どもたちに、指導者のICT活用能力による差が出ないよう、学校はチーム対応を行っている。

今後の対応

「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の「教員のICT活用指導力等の実態の項目」のうち「①
授業にICTを活用して指導する能力」「②情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」の「でき
る」「ややできる」の回答が80％以上になっている。

③　ICTを活用した授業と情報教育の推進

進捗状況評価

A：順調である
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具体的施策 総合戦略 １－２－①－３

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 年２回 年３回実施

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,917,211円 担当課 学校教育課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,557,803円 担当課 療育教育総合センター

取り組み③ 総合戦略 １－２－②－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,650,604円 担当課 学校教育課

主 な 取 り 組 み

幼稚園・保育園・小学校・中学校との連携の推進

・放課後児童クラブやふれあいスクール指導員が参加できる子どもに関わる研修内容を検討し夏季研修会にて
企画し、参加を促していく。

小・中学校教職員以外の参加者数は合計174名であった。

調査・研究事業

・ばらつきはあるものの、学校及び学年の実態に合わせて地域とともに授業をつくっていく学校が多くみられた。
・今後も学校が積極的に地域を教育活動に巻き込んでいけるよう努める。

進捗状況評価

A：順調である

・幼・保・小連携推進連絡調整会議における情報交換の機会を充実させる。
・幼稚園、保育園、小学校における保育参観や授業参観等を計画立案し、参観後の研究協議等を通して相互理
解を促進する。
・スムーズな接続を実現させるために、年度末の新就学児及び中学校進学児童のそれぞれの校種での交流・体
験の機会を設定する。
・中学校区における小学校教員と中学校教員の交流を深めるために、校内研究会等に参加する等相互の交流を
実施する。

・就学支援委員会を開催した。

就学事務事業

地域講師を活用した授業を各小・中学校で年３回実施する。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

今後の対応

・学校支援地域本部の協力の下、授業の充実を図った。
・コミュニティスクールの導入に向けた学習会をスタートさせた。
学校支援地域本部事業

効果的な研修内容の企画と提示

・学校支援地域本部事業を各学校に委託し、学校・家庭・地域の連携による「共育」活動を推進し、市民が地
域に開かれた学校づくりに積極的に参画できる仕組みに発展させる。
・コミュニティ・スクール準備協議会（仮称）を立ち上げ、各学校の取り組みに関する情報を共有し、学校支
援地域本部からコミュニティ・スクールへの移行について検討する。

・年間指導計画に基づき、各学校において学校支援地域本部に協力を依頼し、地域講師の派遣による授業を行った。
・各学校年２回～14回実施した。
・各学校の最低回数を実績とするもの。

コミュニティ・スクールの実現

④　地域教育力の効果的な活用と幼・保・小・中の相互理解の促進
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
21件 22件 24件

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 907,544円 担当課 社会教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 597,014円 担当課 社会教育課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,753,307円 担当課 社会教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 11,140,566円 担当課 社会教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 22,382,110円 担当課 社会教育課

今後の対応

過去の各種調査結果に基づき、文化財的評価が一定の水準にある物件を指定候補としてリストアップしている。

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

５　ふるさとの遺産をまもりつないでいくまち

　わたしたちの身近にある様々な文化財は、先人たちの暮らしの中で生まれ、育まれ、受け継がれてきたものであり、このまちに暮らすわた
したちの心を支え、豊かにするものとして後世にながく伝え、いかしていくべきふるさとの遺産です。
　文化財を適切に保存しつつ、わたしたちの身近な歴史から共に学び、共に育ち、次世代へ誇りや愛着をつないでいくまち、ふるさとの遺産
を共にまもり、つないでいくまちをめざします。

①　文化財保護の推進

文化財説明板製作業務委託料　170,500円
　史跡指定地等の管理のための草刈清掃、洗浄委託料等　 412,000円

市指定文化財の数が24件に増加している。

主 な 取 り 組 み

名越切通維持管理事業

池子遺跡群保護事業

名越切通整備事業
古墳整備事業

文化財の展示活用の推進

・新たな収蔵・展示施設の設置を検討する。
・池子遺跡群資料館の展示の充実を図るほか、他の公共施設と連携し、展示活用の場を確保する。
・主要な文化財資料について、ウェブ等での公開を進める。

文化財保護事業

史跡の公開活用

・関連部局と連携しつつ、学術的価値や周辺環境の保護とのバランスを考慮した史跡・文化財の活用を図る。

会計年度任用職員報酬・旅費（まんだら堂やぐら群限定公開管理員） 515,812円
　　＊ 公開日数　47日　　＊ 入場者数　5,429人

候補物件の所有・管理者と指定に向けた協議調整を進めるとともに、適切な保存措置を検討する。

65



取り組み③ 総合戦略 ２－２－②－16

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 253,466円 担当課 社会教育課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 907,544円 担当課 社会教育課文化財保護事業

未指定文化財の調査（文化財の新規指定及び積極的な公開活用）

・未指定文化財保護の仕組みの検討及び新規指定に向けた調査を行う。

文化財保護委員会委員報酬     210,000円
　　＊ 委員数　5人　　＊ 委員会の開催状況　4回
文化財保護委員会経費
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柱 第３節　自然と人間を共に大切にするまち

めざすべきまちの姿

目標

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 72.5% （74.2％） （75.9％） （77.6％） （79.3％） （80.9％） （82.5％） 82.5%

取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
年１件程度 0回 複数回

自然と人間を共に大切にするまちをめざす市の取り組みに満足している人の割合が10ポイント増加している。

１　自然を大切にするまち

　首都圏に残された貴重な財産である自然を保全し、次世代に引き継ぐことは、健康で快適な生活環境を確保していくうえで重要・不可欠で
あり、わたしたちの責務です。
　また、市街地においても、逗子の地域特性を最大限に発揮できるよう、潤いや安らぎのある環境を創造するとともに、緑地の保全や住宅地
の緑化を進めていきます。
　わたしたちは、逗子の山、川、海、そしてまちなかの名所を回廊としてつなぎ、市民が様々な生き物等と接する中で、学び、安らぎ、遊
び、憩うことができる環境づくりを進め、自然と人の共生するまちづくりを進めていきます。

① 自然の回廊の保全と活用

進捗状況評価

　逗子を取り巻く自然は、海や、市街地の三方を囲む丘陵のみどりなどが良好な状態で残されています。この豊かな自然は、市民の暮らしに
潤いを与えてくれます。
　わたしたちは、これからも、常に自然を守り、育み、地球に優しい持続可能な潤いのあるまちをつくり、自然と人間を共に大切にするまち
の実現をめざして、この恵み豊かな環境を、次の世代へとつないでいきます。

進捗状況評価

―

自然の回廊を活用したイベントを複数回支援している。

・市民との協働による新たな活用イベントについて、天候等で実施には至らなかったが、福祉関連イベントでの活用に向けて調
整し、今年度も実施に向けて調整を行っている。
・観光関連イベントとして、市観光協会「逗子旅＋プロジェクト関連ウォーキング」を２回、JR東日本主催「駅からハイキン
グ」を１回、計３回の自然の回廊を活用したイベントの開催に協力した。

今後の対応

・観光関連に加え、教育、文化、スポーツ、福祉関連の市民団体等が実施するウォーキングイベント等での活用を働きかけて支
援する。

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

69



取り組み① 総合戦略 ２－２－②－２
４－１－②－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,209,067円 担当課 緑政課

逗子市観光協会助成事業

みどりに親しむ環境づくりの推進

・みどりの美しい山にもっと親しめる環境づくりとして、ハイキングコースの維持管理を行う。

ハイキングコース維持管理業務委託　1,209,067円

ハイキングコース維持管理事業

主 な 取 り 組 み

自然の回廊プロジェクト事業の推進

・「自然の回廊プロジェクト」として、自然と人が調和し、回遊性と活力のあるまちづくりを図るため、「自
然の回廊プロジェクト」を推進する市民団体の活動を支援する。
・魅力の発信を図るため、自然の回廊の案内板の維持管理及びリーフレット等を配布する。
・各回廊の自然を生かした工夫に取り組む。
案内マップの配布や案内板の維持管理等での周知活動に加え、自然の回廊プロジェクトメンバーと協働で展示
用回廊マップを作成、体験学習施設スマイルでの常設展示を開始した。
観光客誘致事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
2,088個 2,304個 2,500個以上

取り組み① 総合戦略 ４－１－②－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 143,440円 担当課 緑政課

取り組み② 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 320,909円 担当課 緑政課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 14,826,792円 担当課 緑政課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 158,598,748円 担当課 緑政課

今後の対応

・引き続き効果的な方法により周知を図り、実績数の増加を目指す。
・今後は事後調査にも積極的に取り組んでいきたい。

公園への花苗の植栽が、年2,500個以上となっている。

主 な 取 り 組 み

緑化に係る事業の推進

②　みどりの保全と緑化の推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・前年度に引き続きみどり基金を活用している。
・ホームページに加え広報ずし４月号に掲載し周知を図った結果、反響が大きかった。

苗木等配布事業

緑地の適正な維持管理

・市有緑地の適正な管理を行うため、伐採等を行う。

緑地賠償責任保険料980,900円、緑地伐採等業務委託（50件）12,295,371円、市民の森（久木６丁目）借地料
1,550,521円
緑地維持管理事業

緑地の安全対策

・生垣やシンボルツリーの苗木を配布することで、市街地のみどりを増やし、みどり豊かでうるおいのある住
環境を創出する。
・市民が利用しやすい市街地の緑化推進事業へと見直しを進める。
・市民の参加などによる自然植生をめざした森の再生や里山の活用、維持管理を推進する。

シンボルツリー４件、生垣２件の配付を行い、シンボルツリーの苗木配布数累計は76件となった。

緑化推進事業

公園への花苗の植栽（各種アダプトプログラムの推進）

・アダプトや自治会の協力により、公園に花苗の植栽をする。

花苗配布箇所は16箇所であり、春期、秋期ともに1,152株（合計2,304株）を配布した。

・市有緑地の崩落を防ぎ市民の安全を確保するため、伐採及び法面防護工事を行う。

緑地管理伐採業務委託（14箇所）21,024,300円、池子３丁目地内既設法面保護施設復旧工詳細設計業務委託
14,190,000円、緑地法面防護工事等（沼間３丁目など）123,384,448円
緑地安全対策事業
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取り組み⑤ 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 198,202円 担当課 緑政課

取り組み⑥ 総合戦略 ４－１－②－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 緑政課

取り組み⑦ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 0円 担当課 緑政課

取り組み⑧ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 6,235,750円 担当課 まちづくり景観課

取り組み⑨ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 16,772,183円 担当課 環境都市課

里山活用事業

地域制緑地の活用（特別緑地保全地区指定事業の推進）

・特別緑地保全地区の指定を始め、樹林地の特性に応じた保全を図る。

事業休止中

ー

歴史的風土特別保存地区の保全

里山の環境の保全活用（各種アダプトプログラムの推進）

・名越緑地を再生し、維持管理や利活用を行うため、里山の環境保全及び学習活動に関するアダプトプログラ
ムを実施する。

昆虫観察会（計２回）のため講師謝礼金30,000円
里山維持管理のための消耗品（種、苗、土のう等）購入費149,770円

自然環境評価事業

・歴史的風土特別保存地区の指定区域は鎌倉市にまたがるため、神奈川県及び鎌倉市と指定に向けた調整を進
める。

事務的対応のみ

歴史的風土保存事業

丘陵地の保全

・逗子市の良好な都市環境をつくる条例の運用により、開発行為や木竹の伐採について環境影響評価を実施す
ることで自然環境の保全を図る。

環境評価審査委員会　２回開催
公開型GISに自然環境評価図等を搭載

環境教育等の推進

・市民団体との協働や市内学校、幼稚園、保育園等の関係機関との連携を深め、動植物とふれあう地域教育を
推進する。
・環境教育における施策を学校現場との連携を密にして取り組む。

・ずしグリーンライフフェス（6/10・6/11）を開催した。
・ずしし環境会議により、観察会及び出前事業を実施した。
カーボンニュートラル推進事業
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具体的施策

KPI

2017～2021平均 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
22.96% 21.30% 25％以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 22,392,507円 担当課 緑政課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 27,415,285円 担当課 緑政課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 18,683,722円 担当課 緑政課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,885,254円 担当課 緑政課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 12,425,626円 担当課 緑政課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 37,316,871円 担当課 緑政課

取り組み③ 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 266,150円 担当課 緑政課

③　公園の活用及び維持管理

今後の対応

逗子市公園施設長寿命化計画を更新し、同計画をベースとして公園ストック再編計画を策定することで、計画的な公園施設の更
新や市民ニーズに対応した公園整備を図る。

「現在の逗子のイメージ」について、「気軽に行ける公園や広場が整備されている」と回答する人の割合が、
過去５年の平均で25％以上になっている。

主 な 取 り 組 み

池子の森自然公園の維持管理

・豊かな自然を次世代につなぐため、生物多様性に配慮した自然環境保全に努め、公園の維持管理を適切に行
う。
・池子住宅地区の一部約40haの共同使用を受けて、池子の森自然公園の自然環境の保全と活用を図る。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・修繕対応ができず使用禁止となっている公園遊具等を逗子市公園施設長寿命化計画により計画的な修繕を実施することで、子
どもたちが安全に遊べる環境を整えている。
・上記公園施設長寿命化計画の更新ができていない。

披露山公園維持管理事業
蘆花記念公園維持管理事業
近隣公園維持管理事業

緑地エリア管理運営業務委託3,251,928円、テニスコート維持管理工事17,820,000円

池子の森自然公園維持管理事業

公園の維持管理（第一運動公園、披露山公園、蘆花記念公園、近隣公園、街区公園）

・必要に応じて再編について検討し、多角的な活用方策を検討する。
・利用者が安全で快適に利用できるよう、公園の維持管理を適切に行う。
・多様化する市民ニーズに対応し、誰もが使いやすい公園となるようユニバーサルデザインの導入を図る。

市民一人当たりの都市公園面積は16.18㎡となった。（令和５年度末）

第一運動公園維持管理事業

街区公園維持管理事業

公園の保全と活用（各種アダプトプログラムの推進）

・市民が里親となって公園を管理するアダプトプログラムを実施し、協働によるまちづくりを推進する。

各アダプト団体の維持管理活動（清掃、草刈り等）にかかる消耗品費　266,150円
公園アダプトは85箇所中55箇所（64.7%）で実施中。（前年度と比べ５箇所増）
公園アダプト推進事業
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取り組み④ 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 緑政課

取り組み⑤ 総合戦略 １－１－③－４
４－１－②－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 緑政課

国営公園の整備推進

・三浦半島国営公園設置に向けて「三浦半島国営公園設置促進期成同盟会」として、県や近隣市町と連携した
国営公園整備の促進を国・県に働きかけていく。

三浦半島国営公園設置促進期成同盟会幹事会（対面）及び総会（書面開催）に出席し、三浦半島国営公園設置
促進に係る討議に参加した。

ー

公園の整備

・市内の公園について、必要に応じて整備を行う。

新設及び大規模改修等はなし。

ー
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
河川管理の箇所数：5

箇所
親水施設整備：

3箇所

河川管理の箇所
数：5箇所

親水施設整備：
3箇所

河川管理の箇所
数：6箇所

親水施設整備：
4箇所

取り組み① 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,143,070円 担当課 都市整備課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,143,070円 担当課 都市整備課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 - 担当課 都市整備課

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

親水施設の設置については神奈川県の事業であるため、神奈川県とは密に連絡を取り合い、状況を確認している。

今後の対応

今年度、下田橋では親水施設の左岸側の護岸の工事を予定しており、完了次第、親水施設としての利用をお願いしている。

アダプトプログラムにより市民が活動している河川管理の箇所数　６箇所、親水施設整備　４箇所

主 な 取 り 組 み

④　河川環境の保全

進捗状況評価

A：順調である

河川の草刈等の維持管理等を行った。

河川維持管理事業

河川環境保全に留意した改修工事の推進

・親水性を向上させるような仕様など、快適性（アメニティ）と調和に配慮した河川改修を行う。

河川改修については未実施。

河川維持管理事業

河川アダプト制度の活用（各種アダプトプログラムの推進）

・水辺の環境を保全していくため、アダプト制度や市民、事業者との協働による清掃等を通じて、良好な水辺
を継承していく。

令和５年度の田越川一斉清掃は雨天のため中止となった。
アダプト制度を活用した団体の清掃は継続して行っていただいている。
河川維持管理事業

河川環境保全に留意した維持管理の推進

・水辺景観や生き物の生息場所に配慮した河川の維持管理を行う。
・「自然の回廊」の一つとして、水辺環境の創生（河川管理通路を遊歩道として利活用）を図る。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
取得申請中 継続取得 継続取得

取り組み① 総合戦略

２－２－②－１
３－２－③－１
４－１－②－３
４－１－④－４

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,313,455円 担当課 経済観光課

取り組み② 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,313,455円 担当課 経済観光課

２年連続で国際環境認証ブルーフラッグを取得、小学校での出張授業などの環境教育プログラムを協働で実施するなど、周知啓
発活動を中心に取り組んだ。

今後の対応
・良好で持続可能な逗子海岸を将来へつないでいくための旗印として、ブルーフラッグの認証を継続取得するとともに、市内学
校と連携した教育プログラムを推進するなど、周知啓発活動に取り組み、環境に配慮した活動の輪を広げていく。
・海岸への排水対策として、海の家の排水設備の整備促進に向けて調査研究を進め、手法や財源確保の検討を行う。							

国際環境認証であるブルーフラッグを継続して取得している。

主 な 取 り 組 み

良好な逗子海岸、海水浴場の環境の推進
（逗子海岸保全活用事業の推進）
（海洋プラスチックごみ対策の推進）

⑤　良好で持続可能な逗子海岸の推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・海岸利用者にごみ等の散乱防止を啓発するとともに、協力を得て美化活動の実施に努める。
・アダプトプログラムによる海岸一斉清掃を実施する。

・かながわ海岸美化財団による海岸清掃を103日実施した。（負担金及び一部委託）
・アダプトプログラムによる海岸一斉清掃を11回実施し、約770人が参加した。
海水浴場運営事業
海岸美化推進事業

・持続可能で良質な逗子海岸を維持するため、国際環境認証であるブルーフラッグの取得を継続し、市民向け
に環境教育のイベント、講座等を実施する。
・海洋プラスチックごみがもたらす環境への影響、プラスチック製品の使用の注意事項や使い捨て製品の使用
を控える行動を促す等の周知活動を行う。
・海岸への排水・廃棄の禁止、海の家の排水設備の整備促進など海を汚さない取り組みを行う。
・養浜対策について県に要請する。
・関係機関を通じ、国に対して養浜対策の技術的支援を要請する。

・逗子海岸営業協同組合と協働で、２年連続で国際環境認証ブルーフラッグを取得した。
・逗子小学校での出張授業などの環境教育プログラムを協働で実施し、13企画に約1,000人が参加した。
・海の家の海洋プラスチックごみ対策を負担金により支援し、小学生向けの周知啓発物を作成した。
・海岸への排水対策に向けて、調査研究を行なった。
・養浜対策について、国及び県へ要望活動を行うことに加え、調査研究に向けた調整を行なった。
海水浴場運営事業
海岸美化推進事業

逗子海岸美化活動の推進（各種アダプトプログラムの推進）
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2021.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

851ｇ/人・日
（2022年度数

値）812ｇ/人・
日

797g以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 47,061,220円 担当課 資源循環課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 73,620,750円 担当課 資源循環課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,537,745円 担当課 資源循環課

２　廃棄物による環境負荷の少ないまち

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

逗子市一般廃棄物処理基本計画（2021年３月）に、目標年度を2030年度とした、一人１日当たりのごみ排出量の目標値を記載
しているため、同計画との整合を図り目標を設定した。

今後の対応

ごみの発生・排出抑制と資源物の分別徹底の促進、排出量に応じた負担の公平化及び市民意識の啓発を促進していく。

市民１人当たりのごみ排出量が１日当たり797ｇ以下になっている。

主 な 取 り 組 み

　ごみの排出は環境に大きな負荷をかけます。良好な環境を保全し、次世代につないでいくためには、できる限り「燃やさない、埋め立てな
い」という持続可能な循環型社会をめざす必要があります。
　わたしたちは、自主的にごみの発生・排出抑制に取り組むとともに、廃棄物を貴重な資源として一層有効活用し、環境保全と安全・安心に
配慮したごみ処理の推進に努めます。
　わたしたちは、廃棄物による環境への負荷をできる限り低減し、「ゼロ・ウェイスト社会」の実現をめざします。

①　ごみの発生量・排出量の削減

進捗状況評価

A：順調である

事業系ごみ処理手数料について処理原価と乖離がみられること、また、近隣市の状況を踏まえ、適切な金額を
設定すべく手数料改定に向けて、逗子市廃棄物減量等推進審議会へ諮問し、答申を受けた。
じんかい処理手数料（歳入）

生活環境の保全

・不法投棄、ポイ捨て及び不適正排出の防止と生活環境保全のため、啓発活動、パトロール及び散乱ごみ回収
等を実施する。

散乱ごみ収集運搬業務委託、県市合同の不法投棄パトロール、不法投棄禁止看板の設置等を行った。

環境づくり・美化推進事業

ごみの発生・排出抑制の意識啓発の推進

・家庭ごみ処理有料化による減量効果を最大化するため、有料化の意義と趣旨、目的の十分な周知啓発を行
う。

広報ずし、市ホームページ、生ごみ分別収集・資源化についての市民説明会において、ごみ発生・排出の抑制
について周知・説明を行った。
家庭系ごみ排出抑制推進事業

ごみ処理手数料の適正化

・ごみ処理原価と近隣市町の状況を踏まえたごみ処理手数料の適正化を図る。
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具体的施策 総合戦略 ４－１－④－１

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
7,763件 8,103件 9,010件以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 6,253,560円 担当課 資源循環課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 資源循環課

「生ごみ処理容器等購入費助成事業」について、2023年度から「電動式」生ごみ処理容機も助成対象としたことにより、助成
助成件数が大きく増加した。

今後の対応

引き続き、チラシやホームページ、広報ずし等により当該助成制度の周知を図り、生ごみ減量化施策を進める。

家庭用生ごみ処理容器等の助成件数が延べ9,010件以上になっている。

主 な 取 り 組 み

家庭用生ごみ処理容器等の普及促進

②　生ごみの減量化・資源化の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

ー

・市民団体や事業者と連携して、家庭用生ごみ処理容器等による生ごみの自家処理の普及拡大・継続使用を推
進する。

家庭用生ごみ処理容器等の助成制度について、市ホームページ、広報ずしによる周知、生ごみ分別収集・資源
化についての市民説明会でチラシの配布を行い、普及促進を図った。
生ごみ処理容器等購入費助成事業

生ごみの分別収集・資源化

・家庭から排出される生ごみを分別収集し、葉山町が整備する生ごみ資源化処理施設で資源化を図る。

地方自治法に基づく事務委託を葉山町に行うため、市議会にて事務委託議案を提案し可決された。また、生ごみ分
別収集・資源化に関する冊子を作成し、全戸配布して周知を図るとともに市民説明会を行った。
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具体的施策

KPI

2021.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

葉山町可燃ごみ全量を
受入れ共同処理を実施

葉山町可燃ごみ
全量を受入れ共
同処理を実施

年間20,000tの焼却
処理を行ってい
る。

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 資源循環課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 資源循環課

環境クリーンセンター焼却施設長寿命化計画を策定し、計画的な維持管理を行い、年間20,000tの焼却処理を
行っている。

主 な 取 り 組 み

③　安心・安全で持続可能な廃棄物処理システムの構築

進捗状況評価

A：順調である

環境クリーンセンター焼却施設長寿命化計画の策定

・環境クリーンセンター焼却施設について、中長期的なごみ量とごみ質の変化等を踏まえた長寿命化計画を策
定し、計画的な維持管理を図る。

焼却施設の定期補修工事を実施したほか、設備機器の劣化状況に基づいた計画的な整備（補修、交換等）を
行った。

ー

民間委託の計画的な推進

・収集・運搬、中間処理、最終処分の各段階における直営と民間委託の役割分担のあり方を整理し、民間委託
の計画的な推進を図る。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
鎌倉市・逗子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画において、ごみ処理施設の整備方針を整理しており、第２期（2025年度～
2029年度は、逗子市の焼却施設に、葉山町の可燃ごみ及び鎌倉市の可燃ごみの一部を、年間20,000トンの範囲で集約し、焼却
する計画である。

今後の対応

環境クリーンセンター焼却施設長寿命化計画に基づき、施設保全の適正な実施・運用により、施設の機能低下を抑制し、施設の
延命を図っていく。

一般廃棄物収集・運搬業務委託、焼却灰の資源化業務委託等について、役割分担を明確にし、計画的に推進し
た。

ー
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
37.3% 31.1% 36.7%以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 36,536,990円 担当課 資源循環課

燃やすごみに含まれる紙ごみが36.7％以下になっている。

主 な 取 り 組 み

④　紙ごみの減量化・資源化の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

紙ごみの減量化・資源化の推進

・紙ごみの分別排出が徹底され、減量化・資源化が促進されるよう周知啓発を進める。
・資源回収奨励金制度の合理化・活性化を図る。

廃棄物減量等推進員に対して、紙ごみの分別排出や紙ごみの資源化・減量化に関する「紙リサイクル研修会」
を開催した。
資源再利用推進事業

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
2025年３月から、生ごみの分別収集・資源化が開始するため、現在、燃やすごみに含まれている生ごみを分別収集することで
燃やすごみの全体量が減量するため、燃やすごみに含まれる紙ごみの割合が自ずと大きくなる。このことから、燃やすごみに含
まれる資源化可能な紙類の混入３割減を指標とし、生ごみ分別収集実施後の組成として計算した。

今後の対応

紙ごみについて、更なる減量化・資源化が促進されるよう周知啓発を進める。
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具体的施策

KPI

2021.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

資源化率：48.1％
最終処分率：0.3％

（2022年度数値）

資源化率：45.9％

最終処分率：
0.4％

資源化率：
61.4％以上

最終処分率：
0.3％以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 資源循環課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 資源循環課

⑤　資源化品目の拡大

進捗状況評価

ごみと資源物の分別方法の意識啓発の推進

・市民、事業者との協働により、正しい分別の仕方、資源物の出し方の啓発を図る。
・地域の拠点での資源物の回収の促進を図っていく。

逗子市廃棄物減量等推進員や自治会・町内会に対し、ごみと資源物の分別方法、出し方について、周知啓発を
図った。資源回収用ネット容器を希望団体の地域に100箇所以上に設置し、資源物の回収促進を図った。

ー

資源化率が61.4％以上になっている。
最終処分率が0.3％以下を維持している。

主 な 取 り 組 み

資源化効率の向上

・焼却灰の安定的な資源化処理の確立を図る。
・最終処分する不燃残さを最少化するための資源化品目の拡大と資源化効率の向上を図る。
・燃やすごみの約15％を占める植木剪定枝について、環境クリーンセンターでの処理、粉砕車両の活用及び民
間処理委託により、焼却処理をせずに全量資源化を図る。
・製品プラスチック、紙おむつ等、新たな資源化品目の追加について、国の動向等を見据え継続して検討す
る。

製品プラスチック、紙おむつ等の新たな資源化品目の追加について、他自治体や国の動向等を見据え、民間へ
の業務委託について継続して検討した。

ー

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

逗子市一般廃棄物処理基本計画（2021年３月）に、目標年度を2030年度とした資源化に関する目標及び最終処分に関する目標
値を記載しているため、同計画との整合を図り目標を設定した。

・製品プラスチックの再商品化について、他自治体との調整のほか、施設改修あるいは更新、民間事業者への委託も含め、手法
を検討していく。紙おむつについても、新たな資源化について、国や他自治体の動向等を見据え検討していく。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

未実施 未実施 広域処理及び共同
処理を行っている

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 47,061,220円 担当課 資源循環課

⑥　ごみ処理の広域連携の推進

進捗状況評価

鎌倉市の可燃ごみの一部を受入れ広域処理を行っている。
葉山町の生ごみ資源化処理施設での生ごみ資源化共同処理を行っている。

主 な 取 り 組 み

ごみ処理の広域連携の推進

・平常時の共同処理、緊急時の相互支援及び災害時の広域処理の各場面における合理的かつ効率的な自治体間
連携の関係構築に取り組む。
・食品リサイクル法に基づく登録再生事業者の活用、食品廃棄物の発生抑制・排出抑制、手数料の見直し等を
鎌倉市、逗子市及び葉山町で連携して推進する。

２市１町で広域連携に係る協議を行った。葉山町との生ごみ共同処理に係る事務委託議案の議決が第３回定例会で
可決され、生ごみ分別収集・資源化に関する冊子を作成し、全戸配布して周知を図るとともに市民説明会を開始し
た。
家庭系ごみ排出抑制推進事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

鎌倉市・逗子市・葉山町ごみ処理広域化実施計画のスケージュールのとおり進めることとしている。

今後の対応

２市１町で広域連携に係る協議を進め、2025年３月から葉山町の生ごみ資源化処理施設での生ごみ資源化共同処理を開始し、
2025年度から、鎌倉市の可燃ごみの一部を逗子市が受け入れ、共同処理を開始する。
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取り組みの方向

具体的施策 総合戦略 ４－１－④－３

KPI

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

12施設
16施設

（73.5％）
全施設

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 16,772,183円 担当課 環境都市課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 16,772,183円 担当課 環境都市課

市内の電力を使用するすべての市所有（管理）施設において、再生可能エネルギー100％の電気を導入する。

主 な 取 り 組 み

３　カーボンニュートラルを実現するまち

　地球温暖化の問題は、地球規模で取り組む課題です。
　その原因の一つである二酸化炭素を主なものとする温室効果ガスは、日常生活においても発生しています。わたしたち一人ひとりのライフ
スタイルを見直し、身近なことから温室効果ガス排出量の削減を実践していきます。
　また、温室効果ガスの発生量の多い化石燃料から、地球環境への負荷が少ない再生可能エネルギーへの転換に努めます。
　わたしたちは、持続可能な社会を実現するため、2050年温室効果ガス排出実質ゼロのまちづくりを進めます。

①　2050年カーボンニュートラル実現の推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
2050 年カーボンニュートラル実現をめざし、2021 年（令和３年）３月に策定した「公共施設の電力調達の方針」において、
2030 年度（令和 12 年度）までに、原則として市内の電力を使用するすべての市所有（管理）施設において、再生可能エネル
ギー100％の電気を調達することを目標としている。

今後の対応

各施設において、電力の契約（見直し）時に、可能な限り再生可能エネルギー電気を調達する。なお、指定管理者により管理さ
れている施設についても同様とする。

環境に配慮したライフスタイルへの移行促進
・「チャレンジ！逗子カーボンニュートラル2050」宣言を踏まえて、地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）を改定し、その目標値達成に向けた事業を推進する。
・市民、事業者との協働により、環境に配慮したライフスタイルに移行するきっかけとなる施策を展開し、温
室効果ガス排出量削減に向けた取り組みを促進するための意識啓発を実施する。

・逗子市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の期間満了に伴い、逗子市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）と逗子市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を一元化させた実行計画とする改定を行った。
・ずしグリーンライフフェス（6/10・6/11）を開催した。
・かんきょう講演会（2/10）を開催した。
カーボンニュートラル推進事業

民生部門の再エネ・省エネ・蓄エネの推進

・市民、事業者による再生可能エネルギーの利用及び省エネ・蓄エネ設備等の導入に向けた意識啓発や支援に
取り組む。

・カーボンニュートラル推進補助金を交付（交付額：6,137,000円）

カーボンニュートラル推進事業
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取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 16,772,183円 担当課 環境都市課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 16,772,183円 担当課 環境都市課

移動の脱炭素化の推進

・低公害車への乗り換えの啓発・推進など、自動車による環境負荷を少なくするための取り組みを行う。
・第４節　３　歩行者と自転車を優先するまちの取り組みと連携し、公共交通の利用を促進する。

・公用車の車検満了に伴う電気自動車への切り替えについて検討した。

カーボンニュートラル推進事業

公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進

・公共施設における再生可能エネルギーの利用及び省エネ・蓄エネ設備の導入等による温室効果ガス排出量削
減に向けた具体的な取り組みを検討し、実施する。

・再生可能エネルギーの導入ポテンシャル調査を実施し、逗子小学校における太陽光発電設備導入の方向性に
ついて検討した。
カーボンニュートラル推進事業
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取り組みの方向

具体的施策 総合戦略 ４－１－③－３

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
3回 5回 3回以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 529,310円 担当課 まちづくり景観課

取り組み② 総合戦略 ２－２－①－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 529,310円 担当課 まちづくり景観課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 143,440円 担当課 緑政課

４　暮らしと景観に配慮したまち

　きれいな水と空気に恵まれた良好な生活環境を維持し、より一層人に優しい都市環境を整備することは重要な課題です。
　また、みどり豊かな低層の家並みと路地がめぐる美しいまち並みは、市民共有の財産です。
　良好なまち並みと、そこに住む人々の暮らしで形成される「景観」をまちづくりの重要な要素として位置付け、自然景観及び人工景観の向
上をめざしていきます。
　わたしたちは、良好な生活空間、景観を次世代に引き継いでいくため、暮らしと景観に配慮したまちづくりを進めていきます。

逗子葉山高校でまちなみデザインの授業の実施や、旧藤瀬脇村邸の一般公開に合わせた景観まちあるきを開催した。

今後の対応

引き続き、公共施設整備事前協議の依頼や市民を対象とした啓発活動を行う。

景観啓発冊子「まちなみデザイン逗子」を活用した啓発活動を年３回以上実施する。

主 な 取 り 組 み

地域特性等に応じた景観形成

①　景観まちづくりの推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

景観のまちづくり推進事業

生垣やシンボルツリーの苗木の配布

・景観に配慮した緑化の取り組みを推進する。

シンボルツリー４件、生垣２件の配付を行い、シンボルツリーの苗木配布数累計は76件となった。

緑化推進事業

・地域特性や立地条件に応じた施設整備が行われるよう、景観形成重点地区の追加指定を含め様々な手法を検
討し、地域資源がより生かされる方策を実施する。
・関係機関と協議し、景観に配慮した公共施設の整備を推進する。

・公共施設整備実施前の協議を関係所管に周知、協議を行った。
・逗子市景観条例適用案件における進行管理票を作成し、地域特性や立地条例に応じた施設整備における基礎
資料の整備を開始した。
景観のまちづくり推進事業

景観啓発冊子「まちなみデザイン逗子」の活用

・「まちなみデザイン逗子」の普及啓発を図り、市民の自発的な景観づくりに活用してもらうよう誘導する。
・地域ごとに景観を考える機会をつくり、「まちなみデザイン逗子」を使って自然と調和したまち並みや魅力
ある路地など地域の特色を活かした景観を維持・創造していく。

高校での授業、まちあるきを実施
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逗子市総合計画 

進行管理表 

第４節 
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柱 第４節　安全で安心な、快適な暮らしを支えるまち

めざすべきまちの姿

目標

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 57.7% （59.4％） （61.1％） （62.8％） （64.5％） （66.1％） （67.7％） 67.7%

取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

令和2年8月
まちづくり条例施行規

則の改正

令和6年3月
まちづくり条

例、
施行規則の改正

3年ごとに見直
す

市を取り巻く環境の変化による条例運用上の課題等に早急に対応するため、３年ごとに土地利用に係る３条例
等の見直しを行う。

都市計画マスタープランとの整合性を図り、市民参加のまちづくり制度の改正を行った。

今後の対応

市民によるまちづくりに関するルールづくりの支援を行う。

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

安全で安心な、快適な暮らしを支えるまちをめざす市の取り組みに満足している人の割合が10ポイント増加し
ている。

１　良好な住環境の形成により、くつろぎが生まれるまち

　土地利用の基本方針にうたわれた理念の実現を図るため、逗子が潜在的に持つ優れた価値と原風景を再認識し、大局的長期的視点に立ち、
住む人にも訪れる人にも優しく、にぎわいとくつろぎ、そして安らぎが生まれる人間らしいスケールのまちをめざします。
　基本的に低層のまち並みの形成を基盤とする中で、地域ごとの整備方針に基づき、地域のまちづくりを進めます。

① 計画的なまちづくりの推進

進捗状況評価

　わたしたちは、逗子が持つ豊かな自然環境やコミュニティの質の高いまちを未来に継承していきます。
　そのため、土地利用の基本方針を尊重し、社会ニーズを的確にとらえ、長期的な視点に立った都市のデザインを描いて、計画的なまちづく
りを進め、誰もが安全で安心して快適に暮らせるまちをめざします。

進捗状況評価

―
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取り組み① 総合戦略 ４－１－③－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,749,213円 担当課 まちづくり景観課

取り組み② 総合戦略 ４－１－③－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 23,917,212円 担当課 環境都市課

都市計画策定事業の推進（コンパクト・プラス・ネットワーク型都市構造の推進）

・立地適正化計画に基づき適正な土地利用誘導を行うとともに、公共交通ネットワークの維持向上に取り組
む。

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の策定を行った。また、第８回線引き見直しについて、令和６年
度の都市計画手続きに向けて、県と都市計画の内容について調整を行った。
都市計画策定事業

主 な 取 り 組 み

計画的なまちづくり推進事業の推進

・まちづくり条例を運用するとともに、市民の主体的なまちづくりの取り組みを支援し、計画的なまちづくり
を推進する。

まちづくり条例に基づく開発行為等の届出（12件）　まちづくり審議会開催（３回）

計画的なまちづくり推進事業
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具体的施策

KPI

2019.4～2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
19件 ９件 35件

取り組み① 総合戦略

２－１－①－１
３－２－③－２
４－１－③－４
４－２－①－５
４－２－②－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,749,213円 担当課 まちづくり景観課

主 な 取 り 組 み

空き家解消事業の推進

・地域住民や関係団体と連携し、空き家の抑制・適正管理を図る。
・所有者及び利用希望者に対し売却や利活用に向けた提案等を行い、流通・利活用を促進する。

空き家バンクの運営　空き家アドバイザー派遣制度の実施　空き家セミナーの開催

計画的なまちづくり推進事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

空き家バンクの運営に留まらず、所有者へのアプローチとして空き家アドバイザー派遣制度を活用し、利活用を提案すること
で、空き家を市場流通に乗せることができた。

今後の対応

空き家バンク、空き家アドバイザー派遣制度を運営し、空き家の利活用の啓発を行う。

②　空き家対策と利活用

進捗状況評価

空き家バンク等の施策誘導を通して、解消された空き家が中期実施計画期間中累計で35件になっている。
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

未更新 未更新
世帯数80％以

上に配布

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,335,522円 担当課 防災安全課

自主防災組織の育成、加入率向上の支援

・様々な主体の連携を図りながら、総合防災訓練、避難所運営訓練、地域住民を対象とした防災教室（初期消
火、応急手当、避難訓練等）を実施する。
・防災ハンドブック等の作成、配布を行う。
・自主防災組織の育成、加入率向上のほか、自主防災活動を支援するなど自主防災組織の活性化に取り組む。

防災教室の実施（54回）
防災訓練の実施（逗子地区11/11、沼間地区10/28、池子地区10/14、久木地区11/26、小坪地区10/7）
自主防災組織育成事業

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・能登半島地震の課題を踏まえた内容への更新（作成）を要す。
・令和7年度中にハザードマップの改訂が予定されている。

今後の対応

各課題の検証を行うとともに、ハザードマップの内容を取り込むこと等についても検討する。

防災ハンドブックを更新し、各種訓練、イベント等で配布し、世帯数の80％以上に配布している。

主 な 取 り 組 み

２　災害に強く、犯罪のない安全なまち

　高齢化が進む住宅都市として、「自らの命は自ら守る。皆のまちは皆で守る。」という意識の浸透、自主防災組織の充実及び避難行動要支
援者に対する地域での助け合いの取り組み等を広げ、市民自らの防災力の向上を図るとともに、情報伝達体制の整備や津波対策の充実、河川
の改修等を進め、地震や大雨等の自然災害に強いまちづくり、狭あい道路の整備や消防力の充実など都市災害を防ぐまちづくりを進めます。
　また、市民一人ひとりの防犯意識の向上を図り、地域の安全は地域で守るという意識を高め、防犯環境に配慮した環境整備を図り、誰もが
安心して暮らすことができる、犯罪の起きにくいまちづくりをめざします。

①　自主防災組織育成の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
17施設 17施設 21施設以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,068,879円 担当課 防災安全課

取り組み② 総合戦略 ４－２－②－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 0円 担当課 防災安全課

避難施設整備事業の推進

・大規模地震等による津波災害から市民等の生命の安全を確保するとともに、津波に対する市民等の不安を解
消するため、津波避難施設整備を図る。

津波避難施設の整備なし（津波避難ビルの指定なし）

災害対策事業

津波避難ビル（民間施設）の指定数が21施設以上になっている。

主 な 取 り 組 み

災害対策用資機材等の計画的な整備
・予想される災害の的確な情報把握と市民に対して確実な情報提供ができるような整備を推進するとともに、
市民に対し情報の受信方法の周知を行う。
・予想される災害に備え備蓄資材等の整備に努める。
・津波災害に備え、津波避難路などの整備を進める。

備蓄用品（食料、飲料水、粉ミルク、毛布）及び防災倉庫の購入

災害対策事業

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

津波避難ビルに指定できる開発行為が少なく、また、指定同意に理解が得られなかった。

今後の対応

・引き続き、津波避難ビル指定の必要性等について、理解を求めていく。
・指定済みビルが指定解除とならないよう、日頃から顔の見える関係づくりを心掛ける。

②　災害対策に係る整備の充実

進捗状況評価
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
10.4% 12.50% 35％以上

取り組み① 総合戦略 ４－２－②－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 19,068,879円 担当課 防災安全課

主 な 取 り 組 み

避難行動要支援者支援制度の普及・啓発の推進
・避難行動要支援者支援制度の普及・啓発を行う。
・庁内関係所管の連携・情報共有による避難行動要支援者名簿の作成を行う。
・避難行動要支援者名簿の情報が、もれなく随時更新される体制の整備を行う。
・民生委員・児童委員や逗子市社会福祉協議会、地域包括支援センター、相談支援事業所等、福祉関係専門機
関・団体への制度周知と、理解・協力を求める。
・住民自治協議会及び自主防災組織等との協力体制を確立する。
・平常時から築かれた近隣の関係性を避難行動要支援者への避難支援体制づくりに導く。
・避難行動要支援者に必要な避難所の資機材の整備等を図る。
・自治会及び自主防災組織91団体中、61団体に対して、避難行動要支援者名簿及びマップを配付し普及を
図った。
災害対策事業

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・現状は、自主防災組織役員が無報酬で計画を作成している。
・支援（作成）者となる福祉専門職、民生委員、自主防災組織らの心理的負担が大きい。

今後の対応

継続して支援（作成）者となる福祉専門職等に理解・協力を求めていく。

③　避難行動要支援者への支援の確立

進捗状況評価

個別避難計画の作成率が35％以上になっている。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

老朽化が著しい

・第3分団の設計
実施
・第5分団の基本
構想案策定
・第9分団の移転
用地の検討

整備が進められ
ている

取り組み① 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 56,271,578円 担当課 消防総務課

取り組み② 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 849,494円 担当課 消防総務課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 8,166,400円 担当課 消防総務課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 消防総務課

・消防力の充実強化を図るため、消防の連携・協力の推進について検討する。

・総務省消防庁が主催する広域化説明会に出席予定であったが、令和６年能登半島地震に伴い中止となった。

ー

消防水利維持管理事業

消防団の充実

・地域防災力の中核となる消防団の充実強化のため、老朽化した消防団詰所を計画的に整備する。
・第３分団詰所の整備として、設計業務を実施した。
・第３分団詰所の解体工事に係るアスベスト含有調査を実施した。
・第５分団詰所の整備として、北分署との合同庁舎案を市長ヒアリング及び事業査定に提出し、いずれも了承
された。地元自治会及び南関東防衛局などの関係機関と調整中。
・第９分団詰所の整備としては、桜山長柄線計画延長との兼ね合いから、対応について今後検討となった。
消防団詰所整備事業

消防広域化の可能性の検討

・消防力の充実強化を図るため、消防自動車等を計画的に整備する。
・災害対応特殊救急自動車及び高度救命処置用資器材の購入(逗子北救急１)
・小型動力ポンプ付き積載車の購入(第４分団)
車両整備事業

消防水利の整備
・消防水利を適正に維持管理する。
・老朽化した消火栓の補修を行った。
※実績額は、令和３年度施工分(事後請求のため)

・設計業者と契約し、整備に向けた設計業務を実施した。(第３分団詰所)
・解体工事に係るアスベスト含有調査を追加で実施した(第３分団詰所)

今後の対応
・設計に基づき、令和６年度に解体及び建築工事を実施し、令和６年度末に運用を開始する。(第３分団詰所)
・基本構想に基づき、市民参加制度による手続きが進められてる。（第５分団詰所）
・移転用地の検討が進められている。（第９分団詰所）

防災拠点としての機能強化を図るため、老朽化した分団詰所３箇所の整備が進められている。

主 な 取 り 組 み

消防車両の更新整備

④　消防力の充実

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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具体的施策

KPI

2015.4～2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
37件 １件 35件

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,708,000円 担当課 まちづくり景観課

主 な 取 り 組 み

建築物等の耐震化の推進
・耐震性の劣る建築物を主な対象とし、その所有者・管理者等に耐震診断及び耐震改修の促進について、普
及・啓発を図り、必要に応じて耐震診断や耐震改修の補助、意識啓発のための情報提供を行う。
・耐震診断・耐震補強工事の補助金を交付することにより、木造住宅の耐震化を推進する。
・危険ブロック塀除去の補助金を交付することにより、避難路の安全確保を推進する。

耐震セミナーの開催、耐震診断や耐震改修工事、危険ブロック塀除去工事に係る費用の補助

震前震後対策事業

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

当該年度中に耐震改修工事には至らなかったが、耐震セミナーの開催方法を変更し、会場に出向いて相談を受ける形から、対象
家屋を訪問し相談を実施する形に変更することで、相談者数の増加を図った。

今後の対応

能登半島地震の発生により関心が高まっており、現地の画像等を用いたリアル感のある啓発を行う。

⑤　建築物等の耐震化の推進

進捗状況評価

耐震改修工事の補助金により耐震化された住宅が中期実施計画期間中累計35件になっている。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

未完成 作成中
区域図を作成
エリアを周知

取り組み① 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,143,070円 担当課 都市整備課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 都市整備課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,143,070円 担当課 都市整備課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,642,058円 担当課 下水道課

取り組み⑤ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 下水道課ー

・2021年度に施行された流域治水関連法に伴う、想定最大降雨等による内水浸水想定区域図の作成・公表を
2025年度までに行う。
浸水想定区域図作成業務委託（令和５・６年度２か年継続業務）を発注し、令和５年度は現況測量を行い、モ
デル構築等を行った。
管路建設費

雨水浸透施設等の設置
・新築等の際に宅内に降った雨水については、宅内で浸透させるように指導を行う。
・開発基準に基づき、雨水浸透施設及び雨水貯留施設設置の指導を行う。
排水設備等確認申請書における指導　264件
まちづくり条例の開発指導　13件

河川整備事業

田越川二級河川区間の河川改修の推進

・県に対し、継続的な河川改修整備の実施を要望する。

河川維持管理事業

内水浸水想定区域図の作成・公表

・昨今の気象条件を踏まえた田越川準用河川の浸水想定区域図を設定し、公表する。

河川維持管理事業

田越川準用河川の整備
・新たに設定する田越川準用河川浸水想定区域を基に、田越川準用河川の整備内容を検討する。また、新技術
の研究を行うとともに、必要に応じて関係地権者と調整して事業を進めていく。

田越川準用河川洪水想定区域図策定業務委託を発注し、令和５年度は現況測量を行った。

田越川準用河川洪水想定区域図策定業務委託を発注し、令和５年度は現況測量を行った。

神奈川県による田越川の河川改修は継続して行っている。

今後の対応
浸水想定区域図作成業務委託を発注し、令和５年度は現況測量を行い、モデル構築等を行った。令和６年度には区域図を作成予
定。

主 な 取 り 組 み

田越川準用河川浸水想定区域図の作成・公表

⑥　浸水対策の推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

2025年度末までに、田越川準用河川浸水想定区域図及び内水浸水想定区域図を作成し、浸水被害が予想され
るエリアの周知を行う。
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具体的施策

KPI

2021.12 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
0.19% 0.49% 0.15％以下

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 防災安全課

各関係機関との連携強化

・安全で安心なまちづくりを進めるために、関係機関と連携を図り情報を共有する。

・市内防犯関係機関と連携強化を図るべく、情報交換を行った。
・年金支給日に特殊詐欺防止周知活動（ポケットティッシュ配布）を実施した。

ー

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・警察庁が、刑法犯の認知数が前年比17.0％増加、２年連続上昇と公表
・新型コロナ５類移行に伴う人流の活発化が背景にあるとみられる。

今後の対応
・継続して年金支給日に特殊詐欺防止周知活動に取り組む。
・防災・防犯メールを活用し、防犯事案について周知する。
・青色パトロールを月１回実施する。

各関係機関と連携を図り、刑法犯発生率が0.15％以下となっている。

主 な 取 り 組 み

⑦　防災・消防・防犯分野の連携の推進

進捗状況評価

C：順調であるとみなせない
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
15,450人 16,024人 21,000人以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 防災安全課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,710,955円 担当課 防災安全課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,521,093円 担当課 防災安全課

取り組み④ 総合戦略 ４－２－②－４

説明
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,710,955円 担当課 防災安全課

・街路灯数4,702灯（令和６年３月31日現在）
・適正な街路灯維持管理のため、事業者に維持管理を委託
街路灯維持管理事業

防犯対策事業の推進

・防犯指導及び自主防犯活動の高揚を図ることを目的としている団体へ補助及び支援等をする。

・逗子市防犯協会に対し補助金を交付
・小坪交番連絡協議会に対し補助金交付
防犯対策事務費

安全・安心に係る情報提供

・各地域の防犯意識が高まり、より多くの市民により防犯・地域安全体制の強化が進められるよう、犯罪回避
のための情報提供の推進、防犯情報の共有化、市民、市、警察、防犯協会等の団体との連携強化を支援する。
・地域での防犯情報の共有化を図るため、防犯メール登録者数の増加に努める。

・年金支給日に特殊詐欺防止周知活動を実施
・地域防犯カメラ設置事業補助金交付（３団体）
防犯対策事務費

市道における適正な防犯灯の確保
・市が公共施設を設置する際、防犯アドバイザーにより、市道における防犯灯の設置など、あらゆる分野にお
ける防犯対策のアドバイスを行う。
＊被害対象の回避・強化（犯罪発生要因の除去、対象物の強化を図ること）
＊接近の制御（犯罪企図者が被害対象者（物）に近づきにくくすること）
＊監視性の確保（多くの人の目が自然に届く見通しを確保すること）
＊領域性の確保（領域を明確にして部外者が侵入しにくい環境をつくること）

主 な 取 り 組 み

各関係機関との連携強化及び支援

・市民一人ひとりの防犯意識を高め、犯罪を回避するための行動の指針となる情報を提供する。

・市内防犯関係機関と連携強化を図るべく、情報交換を行った。
・毎月10日（防犯の日）に、防災・防犯メールにより注意喚起等を行い、意識啓発に取り組んだ。

ー

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

防災訓練などイベント時に、防災・防犯メールの登録方法等について周知している。

今後の対応

・引き続き、イベント時などにおいて、防災・防犯メールの登録方法等について周知する。
・登録用QRコードを広く周知すべく、その活用方法等について研究していく。

⑧　犯罪のないまちづくりの推進

進捗状況評価

防犯メール登録者数が21,000人以上となっている。
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
①3.5％
②6.0％

①4.4％
②5.8％

①10％以上
②10％以上

取り組み① 総合戦略 ３－１－①－１
４－１－③－６

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 環境都市課

歩行者と自転車を優先するまち推進事業の推進

・様々な立場の方が安全で快適に利用できる交通環境をつくるため、市民参加・参画のもと、地域で交通問題
に取り組む仕組みづくりを進める。
・自動車利用の際、事故、公害、混雑を軽減するために、歩行者、自転車、自動車の棲み分け、共存のあり方
を点検するなど、限られた道路空間を有効に活用する工夫と、それを実現する仕組みの検討を行う。
・主要道路へ自転車走行位置を示す自転車誘導マーク設置の調整を行う。
・自転車の正しい利用方法に関するキャンペーン、教室の開催など、周知、啓発に努めていく。
・主に児童、高齢者を対象とした交通安全教育を進める。
・駅周辺をはじめとした市内の交通環境をより円滑なものとするため、必要な調査等を行う。

・歩行者と自転車のまちを考える会の主催で、「ツール・ド・逗子2023」（５月28日）、「逗子カーフリー
デー2023」（９月23日）、「トモイク自転車教室」（３月23日）を実施した。
・シェアサイクル実証実験（経済観光課にて令和元年度より開始）の専用駐輪場（ステーション）を１か所追
加設置した。（合計34か所）
・逗子市道55号に矢羽根・自転車ピクトグラムの設置を行った。

ー

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

「歩行者と自転車を優先するまち」ワークショップを実施し、自転車誘導マーク等の設置を行うことができたが、歩行者・自転
車の共存方法の具体的な方策が示せなかった。

今後の対応

今後、地域公共交通計画を策定し、自家用車の移動に頼らないまちづくりを具体的に進めていく方策を検討する方針であるた
め、それらの検討と合わせて進めていく。

主 な 取 り 組 み

３　歩行者と自転車を優先するまち

　自動車交通がもたらす交通事故や交通公害、混雑などを解決するためには、環境負荷の低減を図り、自動車の過度な利用を抑制し、公共交
通機関や歩行者、自転車の安全性や利便性、快適性を高めることが必要です。
　わたしたちは、歩行者も自転車も優先することができる社会をめざすことにより、豊かで快適、安全な、生活の質（クオリティ・オブ・ラ
イフ）の高いまちづくりを実現します。

①　歩行者と自転車を優先するまちの推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

居住地域の現在のイメージで、次に掲げる項目の数値を達成する。
・①「歩行者や車イスの人が安全に出歩けるまち」と回答する人の割合が10％以上になっている。
・②「自転車を利用しやすいまち」と回答する人の割合が10％以上になっている。
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取り組み② 総合戦略
３－１－①－４
４－１－③－13
４－２－②－９

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,820円 担当課 環境都市課

取り組み③ 総合戦略 ３－１－①－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 7,699,180円 担当課 環境都市課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,147,494円 担当課 環境都市課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 61,038,204円 担当課 都市整備課

取り組み⑤ 総合戦略 ３－１－①－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 24,497円 担当課 環境都市課

取り組み⑥ 総合戦略 ３－１－①－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 企画課

神奈川県鉄道輸送力増強促進会議を通じて、「逗子駅始発上り電車の増発」について、鉄道事業者へ要望し
た。

ー

鉄道事業者との連携による通勤電車本数の維持

・市街地整備に関する必要な事務の一環として、神奈川県鉄道輸送力増強促進会議を通じて、鉄道事業者へ要
望活動を実施する。

神奈川県鉄道輸送力増強促進会議を通じ東日本旅客鉄道へ朝の通勤・通学時間帯の逗子駅始発上り電車の増発
を依頼した。
市街地整備事務費

より快適な通勤環境整備への支援

・市民が快適に通勤できる環境整備を行う。

自転車等駐車場維持管理事業

自転車通行帯の明確化

・主要道路へ自転車走行位置を示す自転車誘導マークを設置する

道路補修事業

逗子市55号道路舗装工事と合わせて、自転車誘導マークを設置した。

国内先進事例の視察・調査を行い、令和６年度実証運行に向けた企画・調整を行った。

公共交通拡充支援事業

駐輪場の整備等

・民間事業者による駅周辺の開発の際には、十分な台数の駐輪場を設置するよう求めていくなど、民間事業者
等と協働した駐輪環境の整備を進める。

神武寺駅周辺の無料駐輪場について、需要に合わせて増設し、駐輪可能台数を増やした。

公共駐車場維持管理事業

自家用車に頼らないまちづくりの推進
（公共交通機関への乗り換えを容易にするシステムに関する取り組み）
（未来技術の活用に向けた取り組みの推進）

・公共交通機関の利用促進、シェアサイクル・カーシェアリングの検討など、自家用車に頼らずとも生活でき
る環境づくりに取り組む。
・交通を地域の暮らしと一体として捉え、コミュニティバス等の持続可能な地域交通の導入に向け、市と地域
が協働して行う取り組みを推進する。
・バス、電車への乗り換えを容易とするシステムの実施を検討する。
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
施設整備が実施さ

れていない。
基本計画を

策定した
整備した施設が利

用されている。

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 57,200円 担当課 総務課

取り組み② 総合戦略 ２－２－②－６
４－１－③－１

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 11,000,000円 担当課 企画課

東逗子地域の活性化をめざしたJR東逗子駅前用地活用事業の推進

・JR東逗子駅前の旧国鉄清算事業団用地を有効活用して、公共施設を集約し複合施設として整備することで、
駅周辺の快適性、利便性の向上及び地域の活性化を図る。

・市民ニーズを把握するためにワークショップを３回開催し、計86人が参加した。
・基本計画を策定した。
・オンライン（Zoom）を併用してJR東逗子駅前用地活用事業基本計画案に関する説明会を行い、30人が参加
した。（2024年１月28日午前18人＠商工会館、午後12人（うち１人オンライン）＠市役所会議室）
JR東逗子駅前用地活用事業

主 な 取 り 組 み

公共施設マネジメントの推進
・行財政改革基本方針において、公共施設マネジメントの取り組みを位置づけ、将来の財政状況を勘案した上
で、人口減少、少子高齢化の進展等による公共施設等の利用需要の変化に対応した公共施設のあり方の検討を
進める。
・計画的な予防保全型の修繕・更新の実施によるライフサイクルコストの縮減及び施設の長寿命化を図る。
・更新に当たっては、既存施設の集約化・複合化・転用を基本とし、全体としての延床面積を減少させる。
・逗子市公共施設整備計画（第１期実施計画）をはじめとする各個別施設計画に基づき、公共施設等の整備事
業を行った。
行財政改革推進事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・WEBアンケート及びワークショップを開催し、広く市民意見を収集できるよう工夫した。

今後の対応

・関係所管と連携し、基本設計を作成する。

４　都市機能の整った快適なまち

　市民の安全で快適な都市生活を維持し、拡充を図るため、高齢化の急速な進展や多様化する社会ニーズに対応し、長期的な視点に立った都
市機能の整備が必要です。
　本市の財政状況や限られた土地の利活用の視点、高齢化等への配慮から施設の複合化や多機能化、バリアフリー化を図り、また、地震をは
じめとした自然災害等を考慮した都市機能の再編・再整備を計画的に進めます。

①　公共施設等の更新・統廃合・長寿命化の実施

進捗状況評価

JR東逗子駅前用地活用に係る構想、計画のもと、2027年度末までに整備した施設が利用されている。
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具体的施策 総合戦略 ４－１－④－１

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
協議中 協議中 改良工事完了

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,911,500円 担当課 都市整備課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,911,500円 担当課 都市整備課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 都市整備課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 425,153円 担当課 障がい福祉課

ー

市民協働による公共施設のバリアフリー化の推進
・ユニバーサルデザインの視点を取り入れたバリアフリー化を図るため、公共施設整備バリアフリー懇話会に
て意見聴取を行い、障がい者や高齢者などが公共施設を安全かつ快適に利用できるよう整備を進める。
・特に避難施設については、積極的にバリアフリー化を進めていく。

逗子市久木小学校長寿命化改修等（屋内運動場ほか）工事について、バリアフリー懇話会を1回開催した。

障がい者の住みよいまちづくり推進事業

県道については、神奈川県に歩道の拡幅等の要望を行っている。
金沢新道踏切については神奈川県、JR、市で改良工事の協議中である。

市道のバリアフリー化の推進

・2003年（平成15年）に策定した「逗子市交通バリアフリー基本構想」に基づき、市道のバリアフリー化を
行う。

道路改良事業

国・県道のバリアフリー化の推進

・歩道が狭い県道について、無電柱化の検討も含め、神奈川県へバリアフリー化を行うよう要望する。
・金沢新道踏切の改良について神奈川県へ要望を行い、バリアフリー化を推進する。

金沢新道踏切について改良工事が完了している。

主 な 取 り 組 み

無電柱化の推進

・歩行空間のバリアフリー化とともに、景観上の観点からも幹線市道の無電柱化を推進する。

道路改良事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

今後の対応

今年度中に神奈川県、JR、市で改良工事に関する協定を取り交わし、JRにて改良の設計及び工事を行う予定。

JR逗子駅前のなぎさ通りについて、横須賀市所有の休止占用管を活用できるかを横須賀市と協議し、活用可と
の回答を得た。それを踏まえ、東電に無電柱化が可能かどうかについて協議中。

JR逗子駅前のなぎさ通りについては、電柱が支障となっていることから無電柱化が課題となっており、取り組
み①の事業を推進している。

②　バリアフリーのまちづくりの推進

進捗状況評価
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具体的施策

KPI

2015.4～2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
81件 15件 182件

取り組み① 総合戦略 ４－１－③－９

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 36,895,100円 担当課 都市整備課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,434,880円 担当課 都市整備課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,911,500円 担当課 都市整備課

取り組み② 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 18,880,133円 担当課 都市整備課

道路改良事業

道路アダプトプログラムの推進（各種アダプトプログラムの推進）

・道路等里親制度を活用した市民協働による道路やポケットパーク等の美化活動を推進する。

道路維持管理事業

道路アダプト団体への花苗の配布を年２回行った。

・個別施設計画（舗装編）に基づき、計画的な舗装修繕工事を行う。
・個別施設計画に基づかない道路についても、道路の状態により修繕を行う。
・県道の拡幅等の整備について、国・県等関係機関に要請する。
・県道24号の交通渋滞の緩和に向け、県に三浦半島中央道路の早期着工を要請する。
・橋りょう長寿命化修繕計画及びトンネル長寿命化修繕計画に基づき、計画的な橋りょう及びトンネルの修繕
工事を行う。

道路舗装事業
橋りょう長寿命化事業

今後の対応

防災工事費助成件数が中期実施計画期間中累計で182件になっている。

主 な 取 り 組 み

都市機能を整えるインフラの整備

想定よりも申請が少なかった。

引き続き防災工事費助成を行っていくが、より周知を行い申請件数が増えるように事業を行っていく。

逗子55号及び小坪１号道路舗装工事の実施。直近の点検結果を踏まえ、橋りょう長寿命化修繕計画の改定を
行った。また、愛染橋修繕工事の詳細設計業務を行った。県道の拡幅については、神奈川県に要望を行った。

③　都市環境の改善

進捗状況評価

C：順調であるとみなせない

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 25,873,554円 担当課 都市整備課

取り組み④ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 13,037,079円 担当課 都市整備課

取り組み⑤ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,642,058円 担当課 下水道課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ― 担当課 下水道課
2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 464,757,851円 担当課 下水道課

取り組み⑥ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,642,058円 担当課 下水道課

取り組み⑦ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,642,058円 担当課 下水道課

取り組み⑧ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 464,757,851円 担当課 下水道課

ポンプ場建設改良費
逗子市公共下水道ストックマネジメント計画（処理場・ポンプ場等）策定業務委託及び第３系列汚水ポンプ設
備等改築工事（令和４・５年度２か年継続工事）を実施した。
処理場建設改良費

地震対策の実施

・総合地震対策計画に基づき、順次対策工事を実施する。
・地震・津波等で被害を受けた場合の下水道業務継続計画（下水道BCP）については、必要に応じて改訂を行
う。

逗子市管路耐震詳細診断業務委託、逗子市管路施設耐震化詳細設計業務及びマンホールトイレシステム設置工
事（久木中学校内：５基／組）を実施した。

狭あい道路整備事業

長寿命化対策の実施

・ストックマネジメント計画に基づき、順次対策工事を実施する。

逗子市公共下水道ストックマネジメント基本計画策定業務委託（管路施設）、令和５年度下水道管路更新工
事、令和５年度下水道管路更生工事及び令和５年度下水道管路更生工事その２を実施した。
管路建設費

・持続可能な下水道事業を推進するため、将来像を見据え令和３年度に策定した浄水管理センター再整備基本
構想のもと、引続き必要な調査・研究等を行う。

葉山町との汚水処理の広域化・共同化の可能性検討調査を行い、現有地にて再整備を行う方針とした。また、
東日本大震災で被災した処理場を視察し、地震・津波対策の調査を行った。
処理場建設改良費

管路建設費

合流式下水道の改善

・合流式下水道を改善するため、久木ハイランド地区において雨水管渠等対策工事を順次実施し、更なる分流
化を進める。

逗子第５分区雨水渠整備工事を実施した。

管路建設費

下水処理場等下水道施設の再整備に向けた調査・研究等

・道路等を通行する車両や歩行者の安全を確保するために、街路樹を適正に管理する。
・老朽化した街路樹の多い地域では、植替計画を策定し、計画的な植え替えを行う。

街路樹維持管理事業

道路の拡幅や隅切り等の整備

・狭あい道路整備事業により、道路の拡幅や隅切り等の整備をする。
・広報誌や特定行政庁の協力を得て、狭あい道路整備事業の啓発を図る。

・申請件数　13件　合計251件　　・寄附延長約68ｍ　　・狭あい道路率65.47％

街路樹の計画的な管理

街路樹維持管理業務委託にて、街路樹の維持管理を行った。
危険木伐採業務委託等を実施し、街路樹診断結果を元に30本の伐採を実施した。
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取り組み⑨ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,790,000円 担当課 都市整備課

取り組み⑩ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 4,911,500円 担当課 都市整備課

防災工事助成事業

市内の交通環境の改善

・JR逗子駅前公民連携プロジェクトに係る逗子市基本方針に基づき、交通渋滞の緩和や安全で安心な歩行空間
の確保、回遊性の向上や滞留スペースの創出のための整備を行う。

道路改良事業

JR逗子駅前の開発事業者とJR逗子駅前公民連携プロジェクトに係る逗子市の基本方針に基づき協議を行っ
た。

防災工事費助成を15件行った。

道路沿いのがけ崩れ対策の推進

・民有地に関しては、土地所有者に倒木のおそれのある木の伐採や崩落のおそれのある斜面の法面保護工事等
についての防災工事費助成制度や急傾斜地崩壊対策事業の説明をしながら、適正な維持管理を行うよう促す。
・防災性の高いまちづくりを推進するために、ホームページや広報誌で啓発を図る。
・自治会・町内会や住民自治協議会等と連携して危険箇所の把握や周知を図る。
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取り組みの方向

具体的施策 総合戦略
２－２－②－１
３－２－③－１
４－１－②－３

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
86,600人 220,200人 400,000人

取り組み① 総合戦略 ２－２－②－８
４－１－③－12

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課

安全で快適な海水浴場の運営（安全安心で楽しいファミリービーチの推進）

・条例に基づく市民、関係団体・機関との協議により、市としての海水浴場の対策を決定し実行する。
・海水浴場安全対策の充実を図る。

・逗子海水浴場の運営に関する検討会での検討・協議を踏まえてルールを策定し、海水浴場を運営した。
・マナーアップ警備員外国人通訳アドバイザーの増員やルール周知啓発看板に違反者への退場勧告を予告する
等の更新を加えて設置するなど、周知啓発活動を強化して取り組んだ。
・ルール違反や犯罪の抑止、混雑緩和のために防犯カメラを本格導入して周知し、安全安心な利用を促した。
・市観光協会を中心とした実行委員会と協働で、「逗子海岸ウォーターパーク」の開設や、「わっしょい逗子
海岸」子ども向け体験イベントを開催し、逗子海岸に親しみ楽しむきっかけづくりに取り組んだ。

海水浴場運営事業

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・2022年度の海水浴客は250,500人で、2023年度はコロナ禍も落ち着き増加すると想定していたが、７月上旬から猛暑が続いた
ため、日中の主な客層である子ども連れや学生グループの来場が減ったことで海水浴客数が減少し、新たな課題となった。
・一方、条例等ルールに基づいた安心安全な海水浴場の運営は概ね維持できている。
・また、市観光協会を中心とした実行委員会との協働により、逗子海岸に親しみ愛着を持ってもらうためのきっかけづくりを継
続して取り組んでいる。

今後の対応

・地域住民の生活環境や海水浴場の風紀を維持したうえで、ファミリービーチとしての魅力を高める取組を検討する。
・検討にあたっては、試行的取組を実施し、検証を行う。

主 な 取 り 組 み

　市街地を囲むみどり豊かな山や青い海の逗子海岸や小坪漁港、これらの逗子の魅力を国内外に向けて発信し続け、人が集い、ふれあいの輪
が広がり、地域のにぎわいが生まれるまちをつくります。
　自然、文化、人という逗子の恵まれた地域資源を、磨き、つなぎ、生かすことにより、地域産業の活性化や個性豊かな産業の創出を図ると
ともに、住む人、働く人、訪れる人が一体となって、成熟した魅力あふれるまちをつくります。

①　逗子海岸保全活用事業の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

５　地域資源を生かした個性豊かなにぎわいのあるまち

海水浴客数が40万人になっている。
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取り組み② 総合戦略
２－２－②－13
２－２－②－14
４－１－①－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課

取り組み③ 総合戦略

２－２－②－１
３－２－③－１
４－１－②－３
４－１－④－４

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,313,455円 担当課 経済観光課

取り組み④ 総合戦略 ４－２－①－６

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 31,786,361円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 9,313,455円 担当課 経済観光課

【3-1再掲】
逗子海岸美化活動の推進（各種アダプトプログラムの推進）

・海岸利用者にごみ等の散乱防止を啓発するとともに、協力を得て美化活動の実施に努める。
・アダプトプログラムによる海岸一斉清掃を実施する。

・かながわ海岸美化財団による海岸清掃を103日実施した。（負担金及び一部委託）
・アダプトプログラムによる海岸一斉清掃を11回実施し、約770人が参加した。	
海水浴場運営事業
海岸美化推進事業

【3-1再掲】
良好な逗子海岸、海水浴場の環境の推進
（逗子海岸保全活用事業の推進）
（海洋プラスチックごみ対策の推進）

・持続可能で良質な逗子海岸を維持するため、国際環境認証であるブルーフラッグの取得を継続し、市民向け
に環境教育のイベント、講座等を実施する。
・海洋プラスチックごみがもたらす環境への影響、プラスチック製品の使用の注意事項や使い捨て製品の使用
を控える行動を促す等の周知活動を行う。
・海岸への排水・廃棄の禁止、海の家の排水設備の整備促進など海を汚さない取り組みを行う。
・養浜対策について県に要請する。
・関係機関を通じ、国に対して養浜対策の技術的支援を要請する。

・逗子海岸営業協同組合と協働で、２年連続で国際環境認証ブルーフラッグを取得した。
・逗子小学校での出張授業などの環境教育プログラムを協働で実施し、13企画に約1,000人が参加した。
・海の家の海洋プラスチックごみ対策を負担金により支援し、小学生向けの周知啓発物を作成した。
・海岸への排水対策に向けて、調査研究を行なった。
・養浜対策について、国及び県へ要望活動を行うことに加え、調査研究に向けた調整を行なった。

海水浴場運営事業
海岸美化推進事業

・主な取組として、市観光協会を中心とした実行委員会と協働で、秋に「NIGHT WAVE」を、春先に「わっ
しょい逗子海岸」子ども向け体験イベントを開催し、海水浴以外の逗子海岸の利用を促した。
観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業
海水浴場運営事業

海水浴以外の海岸の活用の推進
（マリンスポーツ等、海でのレジャー体験の推進による地域ブランディング）
（秋・冬の海岸の活用）
（プロジェクションマッピング海浜投影）

・海水浴以外の逗子海岸の魅力を高めて情報発信する。
・海岸の利用を促すイベント等を実施する。
・逗子市観光協会を助成することで、観光客誘致に係る事業を推進し、更なる観光振興を図る。
・海・浜のルールの周知を行う。
・マリンスポーツの普及を図る。
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具体的施策 総合戦略
２－２－②－５
３－２－①－１
３－３－②－１

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
1,206人 1,196人 1,300人以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 245,590円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 30,557,225円 担当課 経済観光課

取り組み② 総合戦略 ３－２－③－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 30,557,225円 担当課 経済観光課

取り組み③ 総合戦略 ２－２－②－18
３－２－③－４

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 30,557,225円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

逗子市商工会助成事業
観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業

・商工会と連携し、地場産品の認定や周知等の活動を支援する。

・商工会による地場産品の認定や周知等の活動の取り組みを支援する補助事業を実施した。
・商工会と連携し、地場産品をふるさと納税返礼品として認定し、周知PR活動を支援した。
逗子市商工会助成事業

ふるさと納税に関する取り組み

・商工会と連携し、ふるさと納税返礼品を推進する活動を支援する。
・ふるさと納税の電子ポイント返礼品や体験型返礼品を市内事業者と創出し、まちの魅力発信を行う。

・商工会と連携し、新たな返礼品の開発や事業者の開拓を行った。
・通常のモノの返礼品のみならず、コト消費を促進する体験利用券取扱店や電子ポイント返礼品加盟店の増加
を図り、商工会と連携して、まちの魅力発信を行なった。

・商工業者支援に係る方策を計画的に進めるための基本的方向性を定め、商工業の活性化を図り、振興施策の
具体化を図る。
・新型コロナウイルス感染症の感染症対策等社会変化に応じた事業者への相談窓口の設置を支援する。
・商工会と連携し、イベントの実施や周知等の活動を支援する。
・逗子市商工会や市内商店街の取り組みを支援するための補助事業を実施した。
・社会状況の変化に応じた事業者相談窓口の設置を支援するための補助事業を実施した。
・新型コロナウイルス感染症や物価高等により落ち込んだ市内での消費を喚起するために、商店街団体等が実
施するイベント開催等の取り組みを支援するための補助事業を実施した。
商工業振興事業
逗子市商工会助成事業

地域産業の増収支援や地域資源開発に関する取り組み

・コロナ禍に支援が必要な事業者が増えたため会員数は一時増加したが、コロナ禍が落ち着いて事業者支援を受ける必要のない
事業者が脱会するなどにより、加入数より脱退数が多くなっていることが課題となっている。

今後の対応

・市内事業者が商工会に加入することで、市内商工事業者間の連携を促進し、市内商工業の活性化に寄与することから、加入数
を維持、増加していくために、商工会と連携した事業者支援等に取り組んでいく。

逗子市商工会の会員数が、1,300人以上になっている。

主 な 取 り 組 み

逗子市商工会や市内商店街への支援

②　商工業振興の推進

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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具体的施策 総合戦略
２－２－②－７
３－２－②－１
４－１－③－７

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
60人 341人 280人以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 6,033,084円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 6,434,139円 担当課 経済観光課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 6,033,084円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 602,965円 担当課 経済観光課

・水産庁の海業振興モデル地区として、国から派遣されたコンサルタントを事務局に加えた「小坪漁港の海業
振興に関する検討準備会」を計３回開催し、「令和５年度小坪漁港海業振興計画＜骨子＞」を策定した。
小坪漁港活用・活性化促進事業
漁港施設維持管理事業

・水産庁の海業振興モデル地区として、国から派遣されたコンサルタントを事務局に加えた「小坪漁港の海業
振興に関する検討準備会」を計３回開催し、「令和５年度小坪漁港海業振興計画＜骨子＞」を策定した。
・小坪漁業協同組合が観光との組み合わせによる試行的取組を支援するための補助事業を実施した。
・「小坪漁師タクシー」の実証実験を協働で行い、４日間の運航で190人が乗船した。
・民間企業と漁業者が実施する漁業体験イベントに協力し、７企画151人の参加があった。
・漁業者や市民団体、市観光協会が漁港で開催するイベントの開催に協力し、５回5,500人の来場があった。
・サザエ・アワビの稚貝放流に補助金を交付し、サザエ28,000個、アワビ6,000個が稚貝放流された。
小坪漁港活用・活性化促進事業
水産業振興事業

小坪海浜地域の活性化の推進

・小坪漁港の活用・活性化の取り組みと施設整備の状況を踏まえて、逗子マリーナ及び小坪マリーナを含む小
坪漁港周辺一帯と連携を図り、小坪海浜地域の活性化に取り組む。

今後の対応
・2024年度は小坪漁師タクシーの実証実験を重ね、今後の事業化に向けて支援を行う。
・漁業者と民間企業や市民団体等が連携し、漁業体験コンテンツの創出、自走化に向けた支援を行う。
・漁港整備については、2023年度に策定した小坪漁港海業振興計画＜骨子＞を基に、2024年度に基本計画を策定し、漁港の新
たな活用や活性化に向けて取り組みを推進していく。

小坪漁業協同組合が観光等の組み合わせによる漁業体験等を事業として実施し、年間280人以上参加してい
る。

主 な 取 り 組 み

小坪漁港活用・活性化の推進
・漁港の新たな活用及び活性化のために関係者の意見を踏まえた活性化と老朽化対策を加味した漁港整備を実
施する。
・漁業と観光等の組み合わせによる新たな事業の展開を支援する。
・漁港付近に市民と生産者の交流をできる場を設け、地域住民の利便性の向上と新しいにぎわいの創出を図
る。
・サザエ・アワビの稚貝放流や磯焼け対策など漁場整備を支援する。
・地元漁獲物、加工品等のPRを行う。

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
・漁業に使わない時間帯や時期に漁師が操船する漁船を有効活用する「小坪漁師タクシー」の事業化に向けて、課題の整理や人
を乗せて運行するために必要な資格等を取得する補助を行うなど、協働で実証実験を行った。
・民間企業と小坪漁業協同組合や漁業者との連携を支援し、漁業体験イベントを複数回実施した。

③　小坪漁港を中心とした小坪海浜地域活性化の推進
　　（小坪海浜地域活性化事業の推進）
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具体的施策

KPI

2017.4～2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
22件 35件 50件

取り組み① 総合戦略

３－２－①－２
３－３－①－４
３－３－②－２
３－３－②－３

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 30,557,225円 担当課 経済観光課

主 な 取 り 組 み

創業支援事業等の推進
（金融機関、商工会等との連携した創業支援事業計画に基づく創業予定者への支援）

（新たなビジネスなどの創出への支援に関する取り組み）
（金融機関、商工会等との連携した女性の就労支援）
（金融機関、商工会等と連携した事業承継の支援）

・金融機関や商工会と連携している創業支援ネットワークを活用し、第二創業を含めた創業の準備から、融
資、PRの場の提供等、創業から安定的な事業運営に至るまでの助言や支援を行う。
・女性や若者も活躍できるような新たな産業などの創出に向けた支援策の調査・研究を行う。
・事業承継を希望する中小企業者に対し、支援を行う。

・創業支援ネットワークと連携し、対面、オンデマンドの創業スクールを開催し、143名の参加があった。
・2023年１月から商工会が創業を考えている人や創業まもない人などへ貸出を始めたキッチンカー「走る
チャレンジショップ　ドリームキッチン」の運用にあたり、公用地を貸し出すなどの支援を行った。

逗子市商工会助成事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・創業支援ネットワークとの連携して、４年ぶりに対面での創業スクールの開催や市広報誌で特集記事を掲載するなど、市内で
の創業の機運づくりに力を入れて取り組んだ。

今後の対応

・今後も継続して、創業支援事業計画に基づき、創業支援ネットワークとの連携を密にし、市内で創業したい人や創業まもない
人へのきめ細かな支援や、創業希望者を掘り起こすための機運づくりに向けて、取り組みを推進していく。

④　創業への支援

進捗状況評価

創業支援事業計画に基づき、創業に至った者が中期実施計画期間中累計で50件になっている。
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

1,122,484千円 1,217,329千円
1,279,632千円
（14％増加）

取り組み① 総合戦略 １－３－①－８
３－３－①－５

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 企画課

取り組み② 総合戦略 ３－３－①－１

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 10,557,702円 担当課 企画課

取り組み③ 総合戦略 ３－３－①－１
３－３－①－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 ー 担当課 経済観光課

関係法人等創出事業

就労等に関する情報の提供
（女性の就労支援）、（高齢者の就労支援）

・公共職業安定所や神奈川県からの就労等に関する情報を提供する。

・公共職業安定所や神奈川県からの就労等に関する情報について、公共施設でチラシ等を配架した。

ー

・テレワークやクラウドソーシング等の推進を図る。

・2024年度の事業化に向けて、子育て中の女性でも柔軟な働き方ができるよう、テレワークによる就業につ
ながるセミナーの実施等について検討を行った。

ー

女性の就労支援

・職場内で子どもを預けながら働くことができる、「女性の新しい働き方」を実現するため、保育的機能を職
場内に有する事業所の開設費用を補助する補助金を交付する。

・令和５年度に当該補助金を活用して開設した事業所に対し、補助金（ソフト経費）を交付した。
・逗子市保育的機能を有する事業所開設補助金の補助事業者に関するプロポーザルを行ったが、応募がなかっ
た。

本市は県内でも35歳から39歳までの女性の労働力率が低いため、育児中の女性が通勤の負担が少ない市内において、職場内で
子どもを預けながら働くことができる、「女性の新しい働き方」を実現するため、保育的機能（子どもの見守りスタッフを配置
した、子どもの見守りスペース）を職場内に有する事業所の開設を目指し、補助金を交付した。

今後の対応

引き続き、ライフスタイルに合った働き方のできる環境づくりを検討していく。

女性の個人市民税所得割課税額が14％増加している。

主 な 取 り 組 み

テレワーク、クラウドソーシング等の推進に関する取り組み

⑤　多様な働き手、柔軟な働き方の支援

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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具体的施策

KPI

2021年 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
589,042人 852,889人 1,050,000人

取り組み① 総合戦略

２－２－②－９
２－２－②－12
２－２－②－13
２－２－②－14
３－２－③－６
４－１－①－７

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

・市観光協会や実行委員会と連携し、逗子海岸保全活用事業として、子ども向け体験イベント「わっしょい逗
子海岸」や「NIGHT WAVE」などのイベントを実施し、まちの魅力向上と愛着醸成につなげた。
・市観光協会と共催で、４年ぶりに逗子海岸花火大会を開催し、約11万人の来場があり、まちの認知度向上と
魅力発信につなげた。

観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業

今後の対応

・市民との協働でのまちの魅力向上の取り組みを推進するとともに、国や民間財団等の補助金の活用を検討するなどにより、既
存の取り組みの継続や新たな取り組みの創出を図っていく。

入込観光客数が105万人/年になっている。

主 な 取 り 組 み

逗子市観光協会への助成
（県の三浦半島魅力最大化プロジェクト等との連携）
（マリンスポーツ等、海でのレジャー体験の推進による地域ブランディング）
（秋・冬の海岸の活用）
（プロジェクションマッピング海浜投影）

・逗子市観光協会と連携し、逗子の身近な自然や歴史・文化の魅力を発見するイベントを市民や市民団体と企
画・実施する
・逗子市観光協会と連携し、逗子市の認知度と、まちの魅力を高め集客力の向上と地域の活性化を図る
・逗子市観光協会への支援を行う。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・コロナ禍が落ち着いたことで、イベントが再開し、入込観光客数の増加に貢献することができた。

⑥　観光振興の推進

113



取り組み② 総合戦略

２－２－①－６
２－２－②－12
２－２－②－17
３－２－③－６
４－１－⑤－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

取り組み③ 総合戦略

２－２－①－４
２－２－②－10
２－２－②－11
２－２－②－15
３－２－③－７

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

取り組み④ 総合戦略 ２－２－②－18
３－２－③－４

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 30,557,225円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 616,792円 担当課 経済観光課
【参考】予算事業名 【参考】実績額 28,931,000円 担当課 経済観光課

取り組み⑤ 総合戦略 ２－２－①－３
４－１－⑤－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 0円 担当課 企画課

逗子市広報大使による発信

・逗子にゆかりがあり、様々な分野で活躍されている方による、逗子の魅力や情報の発信を行う。

各広報大使の活動において、広く魅力を発信した。

広聴広報事務費

・商工会と連携し、新たな返礼品の開発や事業者の開拓を行った。
・通常のモノの返礼品のみならず、コト消費を促進する体験利用券取扱店や電子ポイント返礼品加盟店の増加
を図り、商工会と連携して、まちの魅力発信を行なった。
逗子市商工会助成事業
観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業

・逗子市観光協会と連携し、まちの認知度と魅力を高めるためにウェブを中心とした情報発信を行なった。
・三浦半島観光連絡協議会による広域観光キャンペーンとして閑散期に電車広告による魅力発信を行なった。
・フィルムコミッションとしてまちの魅力の向上につながる撮影に協力支援し、市内で87件の撮影があった。

観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業

【再掲】
ふるさと納税に関する取り組み

・商工会と連携し、ふるさと納税返礼品を推進する活動を支援する。
・ふるさと納税の電子ポイント返礼品や体験型返礼品を市内事業者と創出し、まちの魅力発信を行う。

・市観光協会を中心とした実行委員会と協働で、魅力発信の情報発信に加えて、逗子旅＋プロジェクト事業を
行い、自然や歴史・文化を発見するイベントを開催し、５企画307人の参加があった。
観光客誘致事業
逗子市観光協会助成事業

観光情報発信の充実
（三浦半島観光連絡協議会を中心とした、三浦半島で連携した取り組みの推進）
（フィルム・コミッションに関する取り組み）
（「自転車半島宣言」の推進）
（インバウンド観光に関する取り組み）

・多種多様な媒体を活用として、逗子市の認知度と、まちの魅力を高め、集客力の向上と地域の活性化を図
る。
・逗子の特徴を生かし、市民と来訪者が「また訪れたい」「いつか訪れたい」から「住みたい」気持ちになる
ように、異なる季節や場所にて楽しめる観光をホームページ、案内板及びイベント等を通じて紹介する。
・県及び近隣各市町と連携し、観光客の誘致を行う。

逗子の魅力向上事業の推進
（県の三浦半島魅力最大化プロジェクト等との連携）

・逗子の身近な自然や歴史・文化の魅力を発見するイベントを市民や市民団体と企画・実施する。
・逗子の特徴を生かし、市民と来訪者が「また訪れたい」「いつか訪れたい」から「住みたい」気持ちになる
ように、異なる季節や場所にて楽しめる観光をホームページ、案内板及びイベント等を通じて紹介する。
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柱 第５節　新しい地域の姿を示す市民主権のまち

めざすべきまちの姿

目標

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 64.1% （65.8％） （67.5％） （69.2％） （70.9％） （72.5％） （74.1％） 74.1%

取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標

５小学校区のうち
４小学校区で組織

されている

逗子小学校区
内の自治会へ
働きかけ

住民自治協議会が
組織され、その活
動が防災防犯、環
境や福祉など複数
の領域で実施され

ている。

新しい地域の姿を示す市民主権のまちをめざす市の取り組みに満足している人の割合が10ポイント増加してい
る。

１　市民自治のまち

　逗子のまちづくりを担っているのは、市民一人ひとりです。自分のことだけでなく、他人や地域、自然のことを自分のことのように考え、
行動することができる市民の姿が望まれます。
　また、逗子に住み、働き、学び、交わるあらゆる主体が、地域の一員として、考え、行動し、それぞれの関係の中で互いの理解を深め、担
い合い支え合うことにより、心豊かな市民自治のまちを実現します。

① 住民による自治活動の推進

進捗状況評価

　市民は、市政の主権者であり、まちづくりに参加する権利を有します。
　わたしたちは、主権者である市民として、互いに尊重し合いながら、その人のもつ個性や能力を十分に発揮できる地域社会をつくっていき
ます。また、グローバル化した社会の中で、地域や国を越えて、世界に貢献していきます。
　わたしたちは、地域社会、さらには世界の一員として主体的に行動する市民主権のまちをつくります。

進捗状況評価

―

住民自治協議会が組織され、その活動が防災防犯、環境や福祉など複数の領域で実施されている。

・逗子小学校区の立ち上げが課題。

今後の対応

・すでに立ち上がっている４小学校区は引き続き支援を行う。
・地域防災について、各小学校区の自治会に働きかけ、逗子小学校区の準備会の立ち上げの支援を行う。

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）
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取り組み① 総合戦略 ４－２－①－１

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 2,293,823円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ４－２－①－７

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 3,554,300円 担当課 市民協働課

ふれあい活動の推進

・互いの顔が見え、交流でき、歩いて行ける範囲において行われる「ふれあい活動」を推進する。

空き家を活用した池子やまとしょしつを開所。空き家にかかる固定資産税分を交付した。

コミュニティ活動推進事業

主 な 取 り 組 み

住民自治協議会の支援（地域自治システム推進事業の推進）
・市民が自ら課題を見つけ解決する地域コミュニティの醸成を図るため、住民自治協議会に対して財政支援、
活動場所の提供その他必要な支援を行う。
・未設立の地域に対し、住民自治協議会の設立を支援する。

地域づくり交付金の交付、住民協連絡会の実施、地域担当職員の派遣を行った。

地域自治システム推進事業
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
407団体 424団体 500団体

取り組み① 総合戦略 １－３－①－２
４－２－①－３

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 237,530円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ４－２－①－８

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 60,486,097円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ４－１－①－４

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 60,486,097円 担当課 市民協働課

②　市民活動の推進

進捗状況評価

市内で活動している市民団体が500団体になっている。

主 な 取 り 組 み

市民協働推進事業の推進

・市民協働を推進するための制度の運用や市民活動を円滑に行うための支援を行う。

・市民協働等推進懇話会を１回実施した。

市民協働推進事業

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・生涯学習団体は減少傾向にあるが、市民活動団体に関しては増加傾向にある。

今後の対応

引き続き事業を継続していく。

・ポータルサイト「ナニスル」の運営を行った。

市民交流センター維持管理事業

市民活動の場の確保（市民交流センターの運営）

・市民交流センターの運営や市民活動のコーディネートを行う。

・市民交流センターを適正に維持管理し、市民活動支援を行った。

市民交流センター維持管理事業

逗子市市民活動・生涯学習情報サイトの充実

・ポータルサイトの運営を行う。

119



具体的施策

KPI

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
23件（2021年度）
8.8件（2018年度～
2020年度平均）

10.4件 21件以上

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 42,080円 担当課 市民協働課

③　行政活動に対する市民参加の推進

進捗状況評価

A：順調である

パブリックコメントにおいて、１案件当たりの意見提出数の平均が20件を超えている。

市民参加制度の運用

・より効果的な市民参加が図られるよう、市民参加の手法や時期を的確に選択して市民参加制度を運用すると
ともに、制度の見直しを行う。

・市民参加制度審査会を２回実施した。

市民参加制度審査会経費

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・関連所管に市民参加制度審査会への参加説明、パブコメなどHP周知、結果の公表を依頼している。

今後の対応

・引き続き事業を継続していく。

主 な 取 り 組 み
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
未実施 69.70% 70％超

取り組み① 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,736,045円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,736,045円 担当課 市民協働課

取り組み③ 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 1,736,045円 担当課 市民協働課

２　誰もが尊重され、自由で平等なまち

　その人の持つ個性、人格そのものや能力が尊重され、それらが十分に発揮できるまちづくりを推進し、誰もが、性別、国籍、障がい等に
よって差別されることなく人権が尊重され、自由で平等な参画が保障されているまちをめざします。

・人権メッセージパネル展の期間中に人権啓発教育講演会を実施し、効果的な啓発活動に努めた。
・特設人権相談について、LINE等により積極的に情報発信をした。

今後の対応

・人権施策推進指針を策定し、人権意識の更なる向上を図る。
・ホームページやSNSなどを活用し、引き続き積極的な情報発信に努める。

「逗子市は、人権が尊重されているまちだ。」と感じる市民の割合が70％を超えている。

主 な 取 り 組 み

人権意識向上のための啓発活動

①　人権啓発活動の推進

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

人権推進事業

人権指針の検討

・人権が尊重されるまちづくりに向けて、人権指針の策定について検討する。

（仮称）逗子市人権施策推進指針策定検討会を１回開催した。

人権推進事業

・人権意識の向上を目的とした講座や講演会を実施する。

・人権啓発教育講演会を開催し、81人が参加した。
・人権メッセージパネル展（同時開催：特定失踪者パネル展示）を開催した。（2023年12月7日～11日）
・人権の花運動を5小学校で実施した。
・市民まつりにて啓発活動を行った。
人権推進事業

人権に関する相談等への対応

・人権に関する相談や苦情について、関係機関へつなぐ等適切な対応を図る。

特設人権相談を実施した。（2023年6月1日、12月5日）
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
15.8% 18.90% 50％超

取り組み① 総合戦略 １－３－①－１

説明

2023年度
実施内容

【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,354,161円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ー

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 5,354,161円 担当課 市民協働課

②　男女平等参画の推進

今後の対応

ホームページやSNSなどを通じて、引き続き積極的な啓発活動に取り組む。

「男女の地位が平等」と感じる人の割合が50％を超えている。

主 な 取 り 組 み

（仮）ずし男女平等参画プラン2030の推進
・男女平等参画及び多様性を尊重する社会を推進するための意識を高める啓発活動や、市の審議会や各種委員
会における男女数の比率の偏りをなくすことなどから、政策や方針決定の場における男女平等参画の推進を図
る。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

広報ずし2023.4月号にて、男女平等参画及び多様性を尊重する社会を推進する条例を特集するなど、積極的な広報に努めた。

・ずし男女平等参画プラン推進会議を４回開催した。
・啓発事業「親子で学ぼう！子どもの護身法」（参加者42人）、「みんなで応援！令和モデルの育児と仕事」
（参加者12人）、デートDV予防ワークショップ（参加者328人）を実施した。
男女平等参画プラン推進事業

相談体制の充実

・ドメスティック・バイオレンス（DV）等の暴力の未然防止・根絶のため、啓発活動を行うほか、関係機関
と連携をし、相談体制の充実を図る。

女性相談を実施した。（相談件数413件）

男女平等参画プラン推進事業
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取り組みの方向

具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
39.4% 45% 50％超

取り組み① 総合戦略 ４－１－①－１

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,760円 担当課 市民協働課

取り組み② 総合戦略 ４－１－①－５

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 315,760円 担当課 市民協働課

３　世界とつながり、平和に貢献するまち

　ICTの進化や移動時間の短縮化など、科学技術のめざましい発展を背景に、世界との距離は加速度的に近くなっています。
　市民の誰もが国際性を身につけ、池子米軍家族と培ってきた日米親善交流を礎に、さらに多くの世界の人々や都市との交流、協力を進め、
逗子から世界に向けて、世界の恒久平和や調和ある発展についてメッセージを発し、貢献するまちをめざします。

①　国際交流・国際理解の推進

進捗状況評価

A：順調である

フェアトレードの認知度が50％を超えている。

・フェアトレード/ローカルランチキャンペーン、フェアトレードフォーラム、フェアトレード連続講座を実
施。
国際交流推進事業

国際交流推進事業の推進

・市民の国際感覚の醸成と国際理解の増進、地域の国際化の推進を図るため、講座等を開催する。
・外国籍市民との交流の機会を設ける。

・実施なし

国際交流推進事業

フェアトレードタウンの取り組みの支援

・フェアトレードタウンとして、国際理解を進めるための講座やイベントなどを市民団体と協力して開催す
る。

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・逗子フェアトレードタウンの会と共催し、イベント等を協働で行っている。

今後の対応

・引き続き逗子フェアトレードタウンの会と共催し、さらに市民に国際理解の醸成を図るため、市民の国際性を高めるテーマを
取り扱うなど工夫し、事業を継続していく。

主 な 取 り 組 み
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具体的施策

KPI

2022.3 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 目標
約710人 約1,030人 3,001人以上

取り組み① 総合戦略 ４－１－①－２

説明

2023年度
実施内容
【参考】予算事業名 【参考】実績額 139,870円 担当課 市民協働課

・引き続き、ずし平和デー実行委員会と協働し、これからの世代につないでいくために、世代間交流が図れるイベントを実施す
るなど工夫し、事業を継続していく。

主 な 取 り 組 み

非核平和推進事業の推進

・市民が非核平和について考える機会を提供するため、「ずし平和デー」を市民団体との共催により開催す
る。

・2023ずし平和デーを実施。（パネル展示、紙芝居、ワークショップなど）

非核平和推進事業

②　非核平和の推進

平和イベントへの参加者数が3,000人を超えている。

進捗状況評価

A：順調である

補足説明（反省点・問題点、工夫している点）

・ずし平和デー実行委員会と共催し、イベント等を協働で行っている。

今後の対応
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1

2

3

4

総合戦略における進捗状況評価一覧

魅力的で、誰もがいつまでも安心して健
康に暮らせるまちづくりを推進する

「事情が許せば逗子に戻ってきたい」と回答する人
の割合が80％になっている。

B

基本目標 数値目標 進捗状況評価

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を
かなえる

合計特殊出生率が1.53になっている。 B

逗子市への新しいひとの流れをつくる ５年間の転入超過数が累計で1,000人になっている。 B

逗子市に暮らしながら「しごと」の希望
をかなえる

個人市民税納税義務者数が28,900人になっている。 A

125



126



逗子市 

まち・ひと・しごと

創生総合戦略 

進行管理表 
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基本目標１ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

指標

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 目標
1.41 1.23 1.46(1.47) 未公表(1.49) 未公表(1.51) （1.53） 1.53

基本的方向
 1　若い世代が結婚・妊娠・出産・育児をしやすい環境づくりを進める。
２　子どもたちが学びやすい環境整備をさらに進め、子どもたちの生きる力をより一層高める教育を実践する。
 3　男女が共に働きながら子育てしやすい環境を整えるなど、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組み
　　を進める。

基本目標２ 逗子市への新しいひとの流れをつくる

指標

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 目標
315人

＊累計1,009人
458人 633人 598人 628人(830人) (1,000人) 1,000人

基本的方向
 1 逗子市での居住を潜在的に希望している層を、逗子市への移住に確実に結びつけ、逗子市への定住を促進する。
２　「また訪れたい」「いつか訪れたい」から「住みたい」という気持ちになるようなシティプロモーションを
　　推進する。

合計特殊出生率が1.53になっている。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

５年間の転入超過数が累計で1,000人になっている。

B：概ね順調であるとみなせる

総合戦略の基本目標と基本的方向
　総合戦略における基本目標と効果を客観的に検証するための数値目標、講ずべき施策の基本的方向は次のとおりです。
　総合計画と総合戦略を一体化するにあたり、中期実施計画の中に総合戦略の主な取り組みを位置付け、これを推進することで
基本目標の達成をめざすものです。

進捗状況評価

※各年度の（　）は当該年度の想定目標
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基本目標３ 逗子市に暮らしながら「しごと」の希望をかなえる

指標

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 目標
28,165人 28,276人 28,263人 28,726人 28,926人(28,765人) (28,900人) 28,900人

基本的方向
 1　東京・横浜への通勤圏に位置する住宅都市として発展してきた逗子市の性格を踏まえ、逗子市に暮らしながら
　　快適に「しごと」が行えるよう環境整備を進める。
２　商工業や漁業など逗子市の地域産業の活性化を図る。
 3　ダイバーシティ（多様性）を受け入れながら、若者、女性、高齢者、障がいのある人などあらゆる立場の人が
　　活躍できるよう、就労支援や新たな「しごと」の場などの創出を目指す。

基本目標４ 魅力的で、誰もがいつまでも安心して健康に暮らせるまちづくりを推進する

指標

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 目標
78.9% 78.1% 79.1% 84.4% 75.4%(80.0%) (80.0%) 80.0%

基本的方向
 1　市民の誰もが逗子市に住んでいることを誇りに思い、「いつまでも住み続けたい」と思えるような魅力的な
　　地域づくりを進める。
２　市民同士のつながりを深め、安全安心のまちづくりを進める。
 3　誰もがいつまでも健康でいきいきと暮らせるような環境づくりを進める。

「事情が許せば逗子に戻ってきたい」と回答する人の割合が80％になっている。

個人市民税納税義務者数が28,900人になっている。

進捗状況評価

B：概ね順調であるとみなせる

A：順調である

進捗状況評価
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